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特別講演

コーポレートガバナンス・コードの制定と
ROE活用の是非

櫻井通晴
＜論文要旨＞
政府は 2016年 6月に，コーポレートガバナンス・コードを発表した．そのコーポレートガバナンス・

コードの理論的支柱の 1つが 2014年 8月に公表された「持続的成長への競争力とインセンティブ―企業
と投資家の望ましい関係構築―」（以下，「伊藤レポート」）である．伊藤レポートでは，日本企業の経営者
は「最低限 8％を上回る ROEを達成することに各企業はコミットすべき」であると提言した．本稿の目的
は，この伊藤レポートに従って日本企業が ROE 8％を上回る目標を設定することの是非を明らかにすると
ともに，日本企業が今後取るべき対策を提案することにある．

＜キーワード＞
自己資本利益率 (ROE)，株主，目標利益，コーポレート・ガバナンス，「伊藤レポート」

Establishment of Corporate Governance Code and
Problems of ROI’s Use

Michiharu Sakurai
Abstract

Japanese Government announced Corporate Governance Code on July 2016. One of the theoretical support of this
corporate governance code is known as Itoh Report. Itoh Report offered that Japanese corporations should commit ROE
over 8％. The recommendation gives shareholders too much benefits, but it has possible risk of distorting continuous
development of Japanese corporation. This paper ends up by suggesting countermeasures for Japanese corporations.

Keywords
ROE, Shareholders, Corporate Governance Code, Itoh Report, Shareholder
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1. 本稿の目的

政府は，2016年 6月に，日本企業におけるコーポレート・ガバナンスを高めるべく，コーポ
レートガバナンス・コードを発表した．その 2年後の 2018年 6月には，東京証券取引所がコー
ポレートガバナンス・コードの改訂にかかわる有価証券上場規定の一部改正を行っている．
そのコーポレートガバナンス・コードの理論的な支柱の 1つになったのが，2014年 8月に公

表された「持続的成長への競争力とインセンティブ―企業と投資家の望ましい関係構築―」プ
ロジェクト（以下，伊藤レポートと略称）である．
「伊藤レポート」では，日本企業の経営者は ROE（return on equity;自己資本利益率）を「最
低限 8％を上回る ROEを達成することに各企業はコミットすべき」1 であると提言している．
この「伊藤レポート」はその後，小口 (2015)によって，コーポレートガバナンス・コード，ス
チュアードシップ・コードと並ぶガバナンス改革の 3本の矢の 1つであると称されたほどの企
業に対する強い影響力を発揮した報告書である．これら 3本の矢のうち，スチュアートシッ
プ・コードは機関投資家に対して求められる行動規範であるので，本稿ではいわゆる「伊藤レ
ポート」と，その後に発表された「持続的成長に向けた長期投資（ESG・無形資産投資）研究
会報告書」（いわゆる「伊藤レポート 2.0」）の 2つが考察対象になる．
コーポレートガバナンス・コードは，強制力をもたないソフトロー2の 1つである．とはい

え，この「伊藤レポート」で記載された“ROE 8％をコミットすべきだ”とする文言は，日本
の上場企業に多大な衝撃を与えることになった．それではなぜ「伊藤レポート」が上場企業の
企業経営者に大きな衝撃を与えたのか．それは，次に述べる 3つの理由による．
第 1は，業績のいかんにかかわらず一律で ROE 8％以上の達成を求められても，日本企業に

は収益性の高い企業だけでなく低い企業もあるから，収益性の低い企業は困惑する．
第 2は，ROEの特徴を熟知している経営者にとっては，ROEを企業の利益目標にすること

が企業の持続的発展にとってマイナス要因になることへの懸念が強い．
第 3は，企業が成長過程にあって多大な設備投資や研究開発投資，社員の研究教育投資を必

要とする企業では，設備投資，研究開発，および将来の優れた人材の育成に支障をきたす恐れ
がある．
以上のような理由から，「伊藤レポート」を巡って，数多くの日本企業の経営者の間では疑

問と戸惑い，および批判の声が拡がっていったのである．
本稿の目的は，この「伊藤レポート」の提言に従って日本企業が ROEを上回る目標を設定

することが株主を過度に利するだけでなく，日本企業の持続的発展に何らかのひずみを齎す可
能性を秘めていることを明らかにし，併せて，日本企業が今後取るべき対策を提案することに
ある．

2. 「伊藤レポート」とは何か

本稿の目的である ROEを日本が企業の利益目標にもつことの妥当性を検討するためには，
まず初めに，「伊藤レポート」とはいかなる報告書で，そこで ROEがどのように位置づけられ
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ているかを明らかにしておく必要があろう．
「伊藤レポート」は， (1)座長の伊藤邦雄教授による，基本的な問題意識とメッセージに続い
て， (2)要旨， (3)プロジェクト参加者一覧， (4)本文，および (5)参考資料からなる．以下本
項では，レポートの順序に従って，「伊藤レポート」の概要を明らかにする．

(1)基本的な問題意識とメッセージでは，「1980年代までは，…短期志向の資本市場に対し
て多くの日本企業は収益を約束する一方，経営は長期的な視点で行う『ダブルスタンダード経
営』が実践されてきた」としたうえで，「90年代半ば以降，この『よきダブルスタンダード』が
『悪しきダブルスタンダード』に変わった」と断定している．そこでこの執筆箇所では，悪し
きダブルスタンダードと決別するための方策として，「最低限 8％を上回る ROEを達成するこ
とに企業はコミットすべきである」と提案している．

(2)要旨では，日本は世界で最もイノベーションの創出能力の高い国であるにもかかわらず，
20年にわたって日本企業は「持続的低収益性」の経営を続けてきた．その低収益性を続けてき
た原因は，日本企業がとってきた「短期主義経営」がもたらした結果であると断定している．
そして，このような低い収益性を放置すれば長期的資金が日本の市場に誘引できなくなるとい
うのが，「伊藤レポート」の基本的なメッセージとなっている．

(3)プロジェクト参加者一覧では，伊藤邦雄（座長）のほか，その名前を一見して直ちに識
別できるような有名企業の経営者・研究者・調査機関の委員（参加者）47名の名前と肩書が列
記されている．過去の多くの政府関係機関に関わる委員会のなかでも，著名な委員をそろえた
という点ではまさに圧巻である．

(4)本文では，持続的成長と企業価値から始まって，対話・エンゲージメントに終わる 12項
目について，それぞれの項目ごとに論点をあげて，最後に提言・推奨を行うなど，整理の行き
届いた内容からなる．ROEに関しては，12項目中 3番目に取り上げられている．ROEと資本
コスト，資本規律のタイトルの下で，①日本企業の ROEがなぜ低いのか，② ROEに関しての
投資家と経営者との間のミスマッチ，③日本企業で資本コストの理解が進んでいないことの問
題，④高い水準の手元流動性と持続的成長の関係に関して，論点，議論と現状・エビデンス，
提言・推奨の順で述べられている．
本文の総頁数が 71頁（報告書全体では 102頁）にもわたるため，すべての項目についてコ

メントすることは困難である．そこで以下では，基本的な問題意識とメッセージとは必ずしも
同一の価値観に基づくとは思えない 4項目に焦点を当てて，注目すべき内容について述べるこ
とにする．
第 1は，企業価値というと，日本では株主価値と捉えられることが少なくない．しかし本報

告書では，企業価値の概念を，①価値分配説・社会貢献説と，②価値創造説・社会的責任説の
2つの見解の違いという観点から説明している．前者は企業価値を株主価値あるいは経済価値
（時価総額または DCF価値）と見る見解である．後者は，幅広いステークホルダー価値を高め
ることが経済価値を高め，安定雇用により優秀な人材の確保など競争力の向上につながるとす
る見解である．
第 2は，ROEは経営の結果であり，目的ではない (p.41)と述べている．事実，ROEを企業の

目的にしようとすると企業経営にムリが生じることから，日本企業だけでなく米国でもROE

を企業目標にする企業はほとんど見られない．
第 3は，経営の短期志向化との関連では，日本企業の短期志向性は見られない (p.75)として

いる．「基本的な問題意識とメッセージ」 (pp.1–9)とは全く違って，株主重視の欧米企業とは
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一線を画した，日本の経営実態に立脚した見解が明確に表明されている．
第 4に，ROEを企業に押し付けようとする姿勢は，「基本的な問題意識とメッセージ」とは

違って，本文では全く見られない．本文でとくに注目すべき点は，次の 3点である．
① ROEを企業の目標とするのであれば，資本コストを超える ROEを目標にすべきである

(p.40)．②資本コストの水準については，投資家，経営陣の価値創造へのコミットメントなど
によっても異なるから，ROEは個別企業の資本コストとの関係で決定されるべきものである
(pp.44–45)．③企業価値創造は ROEの向上とイコールではない (p.42)．
以上，委員長の伊藤教授による執筆担当箇所の「基本的な問題意識とメッセージ」とは全く

違って，本文では企業が ROEに対処すべき妥当な方向性が明確かつ論理が一貫して記述され
ていることをみた．なお，「伊藤レポート 2.0」にも貴重な提言がなされているが，本稿では
ROEとの関係で見過ごせない「伊藤レポート」を直接の考察対象とする．

(4)参考資料では，開催実績と議題，エビデンス・情報・意見の提供者が記述されている．ま
た，委員会の開催実績では，委員会は 2013年 7月から 2014年 7月まで 16回開催されている．
加えて，エビデンス・情報・意見の提供者についてはその名称が記載されている．

3. 企業における目標利益の設定

日本企業の目標利益は，通常は，中期経営計画において設定される．利益計画では一般に戦
略的な中期経営計画をにらみながらあるいはその一部として，社長の意を受けて経営企画部が
中心になって企業の利益が確定される．利益目標は，正式に社長の承認を得たのちに，会社の
役員や部長などの主要幹部から構成される経営戦略会議にかけられて，正式に確定される．日
本企業では，企業の主要な目標利益としてROEを目標とする企業は，少なくとも「伊藤レポー
ト」が発表される前まではほとんど見られなかった．日本企業では，後述するように，経常利
益，売上利益率などによることが多い．他方，米国ではまた投資利益率（return on investment;

ROI）を目標利益とする企業が多い．とはいえ，米国でも ROEを目標利益とする企業はほとん
ど見ることはない．

3.1 企業が投資利益率 (ROI)を目標とすることの妥当性
1960 年代から 1970 年代にかけて，米国企業で最も多く用いられてきた財務尺度は ROIで

あった．ROIでは，式 1は式 2でも表わされるように，売上利益率だけでなく資本回転率をも
考慮されている．それゆえ，ROIは売上利益率による収益性だけでなく資本回転率による投資
効率を考慮できるという意味で，米国企業では ROIをもって優れた総合的な業績評価尺度であ
るとされるとともに，ROIが多くの米国企業によって活用されてきた．

ROI =利益/投資額×100 (1)

=利益/売上高×売上高/投資額×100 (2)
⇑ ⇑

（売上利益率）（資本回転率）

ROIは，理論的には最高の業績評価尺度であると思われがちである．しかし，米国の主要
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な管理会計研究者 (Solomons, 1965, pp.128–151; Mauriel and Anthony, 1966, pp.98–105; Dearden,

1969, p.126; Reece and Cool, 1978, pp.29–30, p.42)3 は，ROIの利用には批判的であった．彼らが
ROIを批判したのは，次の理由による．

(1) 積極的な投資活動を行うとROIが低下するから，将来を見据えた積極的な設備投資を
しにくくなる．

(2) 研究開発投資の効果はすぐには現れないから，事業部長は積極的な研究開発への投資も
しにくくなる．その結果，

(3) 経済全体が沈下する危険性がある．
櫻井 (1983, pp.50–57)でもまた，以上の理由に加えて，米国とは違って急速な成長・成長過程

にあった当時の日本企業がROIを企業の主要な利益目標として活用することは，日本企業の持
続的発展を阻害するリスクがあることを指摘した．
米国の管理会計研究者による痛烈な批判にも関わらず，米国企業では ROIを利益計画の主要

な目標とする企業が圧倒的に多かった（淺田，1989, p.114）4．その理由は，企業が投資家のた
めにあるとする見解が強い米国では，他の評価指標と比較すると，投資家にとって望ましい利
益目標として ROIが選ばれてきたからである．
本稿での主要な研究対象である ROEと比較すると，ROIの分母には自己資本だけでなく借

入資本が含まれていることで，ROIと ROEとでは決定的な違いがある．

3.2 バブル崩壊以降における日本企業の利益目標（調査）
米国企業とは違って，1990 年代までの日本企業では，投資家にとって望ましい利益目標は

種々の目標の 1つにすぎず，品質向上，生産性の向上，市場占有率の確保，顧客の獲得と確保，
経営者と従業員の教育と啓発，社会的責任の遂行など，多元的な目標が尊重されてきた．その
結果の 1つが，世界に誇る日本製品の品質の高さであった，といえる．

1997年に実施した調査（櫻井・伊藤，1998）（調査対象企業 185社；ただし，金融・証券を
除く）によれば，日本企業が利益目標として用いていたのは，期間利益額（136社；74％），売
上高利益率（37社；20％），ROI（6社；3％），その他（6社；3％）であった．
当時の日本企業では，投資家のための投資効率を軽視する傾向は，2000年以降も主要な日本

企業においてもと見受けられている．そのことは，以下で述べる日本大学での調査や産業経理
協会の調査で明らかである．

2004 年に発表された日本大学での調査（日本大学商学部会計学研究所，2004, p.116）での
これら 3つの数値でもまた，実際に使用されているのは期間利額 (93％)，売上高利益率 (1％)，
ROI (1％)とされており，ROIは日本企業ではあまり活用されていないことが明らかにされた．

2012年に実施された産業経理協会「企業予算制度」調査研究委員会（委員長：崎 章浩）の
調査（崎（委員長）・企業予算制度研究会，2018, p.199）では，予算原案作成上での部門の基
本的目的で重視する目標が明らかにされている．それによれば，部門の基本的目標は，売上高
(76％)，売上高利益率 (52％)，投資利益率 (4％)，自己資本利益率 (5％)などとなっている．こ
の調査は上記の 2つとは違って，①部門の利益目標であること，②調査項目が多岐にわたり複
数回答であることを勘案しなければならないが，日本企業の利益目標の動向を知る 1つの調査
資料として活用することができる．とくに，わずかな差とはいえ，ROIや ROEが時を経るに
したがって次第に多くの企業で用いられるようになったことが注目される．このことは，日本
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企業でも 2000年以降，目標利益にも株主重視の傾向が高まってきたことを反映しているとみ
ることができよう．
以上，いずれの調査でも，米国に比べて，日本では株主のための投資効率を主目的とした利

益目標を設定している企業が極めて少なかったことが明らかになったであろう．

3.3 目標利益としての期間利益額，売上（高）利益率，投資利益率 (ROI)
過去から現在に至るまで，日本企業が目標利益として一般的に活用してきたのは，期間利益

額（経常利益，または営業利益），売上利益率，および投資利益率である．本節では，これら 3

つの利益目標の意義と課題を明らかにする．

3.3.1 期間利益額
本稿で目標利益として期間利益額というときには，経常利益と営業利益を含意する．経常利

益は営業利益から財務活動から生じる金利などの営業外損益を加減した利益である．企業の目
標利益としては，日本企業では長い間，経常利益が用いられてきた．他方，営業活動の成果を
表す指標としては営業利益が活用されている．ただ，営業利益は企業全体の業績評価だけでは
なく，事業部などセグメント別の利益目標として好んで用いられてきた．
経常利益は，戦後の回復期から高度成長期にかけて，日本企業が利益計画の設定において最

も好んで用いてきた目標利益である．高度成長期には営業利益から銀行への支払い利息等を加
減した利益である経常利益を活用することが当時の主要な資金提供者であった銀行にとって都
合がよいだけでなく，企業にとっても，一定の利益さえあれば借入金による積極的な投資活動
を行うことで企業を発展させることが可能であった．
しかし，近年では企業の銀行離れが目立ってくるにしたがって，経常利益を利益目標とする

ことの意義は次第に薄らいできた．とはいえ，経常利益は日本の損益計算書では不可欠の利益
概念であり，入手が簡単で一般にも理解しやすい．そのためもあって，圧倒的多数の日本企業
が経常利益を企業の利益目標として活用してきたことは先に見たとおりである．
経常利益には少なくとも 2つの課題がある．1つは，経常利益は絶対値であるので，経営効

率が軽視されがちである．いま 1つは，経常利益は日本独自の経営指標であることから，西洋
諸国では用いられることのない国際性の乏しい日本独自の財務指標であることにある．とはい
え，国際財務報告基準 (International Financial Reporting Standards; IFRS)では，企業が必要と認め
る限りにおいて，経常利益の使用が許容されている．

3.3.2 売上利益率
売上利益率を目標利益とするときには，資本回転率との関係で妥当な売上利益率をあらかじ

め計算しておく．売上利益率の水準は，企業により，地域により，また経済状況や競争状態に
より異なる．売上利益率を企業が用いるのは，当該企業が顧客に目が向けられていることを含
意する．

2002 年に実施された産業経理協会（山田ほか，2003, p.149）委嘱によるアンケート調査で
は，利益計画において連結ベースで最も重視される指標は，売上利益率 (70％)であった．その
他の指標では，総資本利益率 (14％)，財務体質の強化 (5％)，キャッシュ・フローの確保 (1％)，
EVA (3％)，ROE (5％)であった5．2002年調査では，圧倒的多数の日本企業が売上利益率を利
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益計画における目標として活用していることが見て取れる6．
2012年に実施された産業経理協会（崎（委員長）・企業予算制度研究会，2018, p.199）調査

で，予算原案作成上での部門の基本的目標 3つのうちでは，売上高 (75％)が最も多く，売上高
利益率 (52％)，利益額 (51％);本社費配当後利益 (28％)，管理可能利益 (21％)，残余利益 (2％)

であった．なお，2012年の調査では，2002年の連結ベースとは質問の内容が違って，「予算原
案作成上での部門の基本的目標について，重視するものを 3つ以内で挙げてください」と，部
門の基本的目標が調査対象になっていることに留意されたい．

3.3.3 ROI, ROA, ROIC，経営資本利益率，ROE

ROIは，投資額との関係でどれだけの収益性をあげたかを表す指標である．ROIのバリエー
ションには，総資産利益率 (return on assets; ROA)，経営資本利益率 (Rentabilität des Betriebskapitals;

operating earning rate), ROIC（return on invested capital;投下資本利益率），および ROEがある．
ROAでは，分母の総資産の増加は ROAの低下をもたらす．そのため，少ない資産で多くの

利益を得たいとする企業（投資効率を高めたいとする企業）では，有効な指標である．
経営資本利益率は，経営者の業績の評価に適する．分母の経営資本の計算では，総資産から

建設仮勘定，投資その他，繰延資産を控除して求める．算式では，経営資本＝総資産－（建設
仮勘定＋投資その他＋繰延資産）となる．分子の利益には営業利益が用いられる．

ROICでは，事業に投下した資本を使って，当該事業からどれだけの利益を稼得したかを測
定する．税引後営業利益を投下資本で除した比率で，事業の効率性が明らかになる．資産総額
を対象とする ROAと ROICとの決定的な違いは，ROICでは株主と債権者の投資に対する収益
性であること（亀川，2019, p.34）にある．
それでは，ROEを企業の目標利益として活用することは日本企業にとって適切であるといえ

るのか．次に，ROEを企業の目標利益として活用することの功罪を検討する．

4. ROEは企業の目標利益として妥当か

ROEとは，株主が拠出した自己資本で企業がどれだけ利益を上げたかに関する指標である．
株主重視の指標である．当該年度に獲得したパイ（利益）の大きさを一定とする限りにおい
て，株主の取り分を大にすれば，当然ながら，従業員への充当分は減少し，将来の収益を生み
出すための設備投資，研究開発費，人材育成のための投資なども減らされる可能性が大とな
る．会社は株主のものであるとする米国流の価値観のもとでは株主重視の施策は当然の帰結で
あるが，その米国でも ROEを企業目標としている企業はほとんど見られない．ましてや，伝
統的に近江商人の「三方よし」の思想が根付いている日本の多くの経営者にとっては，仮にそ
れが政府関係機関の強力な後押しがあったとしても，ROEの高い利益目標を掲げることは企業
の持続的発展を阻害するリスクがあることから，企業としてそれを甘受することは難しいとす
る経営者の意見には，傾聴すべき価値がある．
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図 1 ROE（自己資本利益率）の分解図

出典：著者作成

4.1 株主資本と自己資本の関係
ROEは，2006年の会社法制定とこれに関連する会計基準の改正前までは自己資本利益率な

いし株主資本利益率ともいわれていた．つまり，自己資本と株主資本とは同義語であった．し
かし，2006年の会社法改正以降は，両者の内容は式 (3), (4)のように改正された．

株主資本=資本金+資本剰余金+利益剰余金−自己株式 (3)

自己資本=株主資本+その他（その他有価証券評価差額金など） (4)

式 (4)における“その他”とは，会社が所有する含み益・含み損をいう．この“その他”が加
わったために，株主資本と自己資本とは同義ではなくなったのである．式 (4)の ROEは式 (5)

で算定される．

ROE =当期純利益/自己資本×100 (5)

式 (5)を分解すると，図 1のようになる．図 1は，ROE（株主の投資効率を表す）が売上利益
率（企業の収益性を表す），総資産回転率（企業の効率性を表す），および財務レバレッジ（負
債の活用度を表す）によって決定されることを示している．
図 1で，財務レバレッジ (financial leverage)とは，負債の活用度をいう．英語のレバレッジは

テコを意味し，レバレッジ効果というときには，負債の活用がテコとして ROEをいかに変化
させるかを意味する．財務レバレッジは自己資本比率の逆数である．負債の依存度が高いほど
レバレッジ効果によって ROEは高くなる．財務レバレッジの数値が低いほど自己資本が大き
く，企業の財務上の安全性が高まるともいえる．

4.2 ROEを企業の利益目標とすることの妥当性
ROEの最大の特徴は，株主重視の指標であることにある．会社は株主のものであると考えて

いる機関投資家にとって，ROEは極めて重要な指標である．
保険会社にとっても，ROEは極めて重要な指標である．平成 29年度の生命保険協会 (2017,

p.21)調査によれば，ROEを中期経営計画で公表している企業 581社 (49.1％)に対して，投資
家が経営目標として重視すべき指標は 116社 (82.8％)と，ROEは機関投資家にとって重要な
指標である．なお，保険会社にとっても売上高・売上高の伸び率 (44.2％)，売上高利益率 (40.3

％)，利益額・利益の伸び率 (47.5％)も重視されることは当然である．
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銀行および証券会社にとってもまた，貸付・投資した資金が確実に回収されることが要請さ
れるから，一定以上の ROEの確保は不可欠である．
保険会社，銀行，証券会社を除く企業における ROEの意義を説明するために，簡単な例を

用いて説明しよう．仮に，当期純利益を 100億円，自己資本を 2,000億円とすれば，ROEは 5

％になる．ROEを 8％にする最も簡単な方法は，商品・製品の価格を高く設定して分子であ
る当期純利益を増加させるか，あるいは①設備投資，②研究開発費，③教育投資等を減らし，
④賃金・給与を抑制することによって可能になる．ただ，利益を増やすために商品や製品の価
格を高く設定すれば顧客が離れていく．また，設備投資，研究開発投資，教育投資などのコス
トを削減すれば，企業の持続的成長が望めなくなる．賃金・給与を抑制すれば，優秀な社員は
現在より給料の高い企業への転職を望むようになる．
企業が ROEを経営目標にすることは，機関投資家や短期的な視点から高い配当を好む株主

にとってはたいへん好ましい．日興アセットマネジメント（株）の神山 (2019, pp. 51–54)が述
べているように，株式投資家は「投資先の一株当たり利益とその成長が分配期待を通じて自ら
のリターンとなる」ことを指標として表現している ROEに多大の関心をもつ．しかし，企業
の持続的発展を希求する経営者，および従業員などのステークホルダーにとって ROEは決し
て好ましいとこであるとはいえない．とくに，成長過程にあって積極的な設備投資，研究開発
投資，教育投資を必要とする企業では，ROEだけを突出させることは厳に慎まなければならな
い．以上から，企業の持続的発展を望むのであれば，ROEを企業の利益目標にすべきではない
といえる．

4.3 企業が ROEを活用することがコーポレート・ガバナンスに貢献するか？
企業が ROE指標を活用した結果，株主には満足できる結果が得られたとしても，ROEの活

用がコーポレート・ガバナンスの向上に直接結びつくとする論理的な関係を明確に説明するこ
とは極めて困難である．逆に，日本企業が ROEの活用を検討する際には，ROEを経営指標と
して掲げることによる次に述べるような 5つの潜在的な負の側面に留意すべきである，と筆者
は考える．
第 1は，企業が稼得する付加価値を一定とする限りにおいて，付加価値のうちで株主の取り

分を増やすことは，ステークホルダーのうち企業にとって重要な役割が期待されている従業員
への配分額を相対的に減少させる．
第 2は，企業の目標として ROEを活用すれば企業利益を増加させるとする因果関係を見出

すことはできない．逆に，たとえばトヨタは世界的に知られている原価企画 (target costing)を
活用するうえで ROEや ROAではなく，顧客に顔が向いている売上利益率を利益目標として用
いている（櫻井，2019, pp.138–139）．それにもかかわらず，トヨタの収益力は世界的に高く評
価されている．だからといってガバナンスに問題があるということもない．トヨタの経営は顧
客志向であり，また従業員の一人一人が経営改善に前向きに取り組んでいる．
第 3に，ROE経営では，過小資本のゆえに高いROEを誇る企業では，資本コストを上回る

投資案件があっても現在の ROEよりも低いという理由だけでその案件が却下される可能性が
ないとはいえない．高い ROEを目標利益として追求することは，直近の利益（従って配当）を
欲する株主にとっては好都合ではあっても，企業の持続的発展を期待する経営者および従業員
や長期保有の株主などのステークホルダーにとっては必ずしも望ましいことではない．
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第 4に，ROEはここ数年で上昇傾向にある．その反面，「伊藤レポート 2.0」 (2017, p.15–19)

の第 2章でも指摘されているように，①研究開発投資の伸びは他国に比べて鈍化している．そ
の研究開発投資も，中長期的な研究開発 (12.8％)よりは短期的な研究開発 (43.8％)に重点が移
行している．②人材投資がフランス，ドイツ，イタリヤ，イギリス，アメリカとは大幅に劣る．
国によってばらつきはあるが，人材投資の額は，なんとこれらの国の 1/4以下の金額でしかな
い．日本での人材投資は 1998年以降毎年減少を続け，現在では 1998年当時の 1/3以下でしか
ない．またさらに，実質賃金上昇率は，1990年代以降はマイナスになることも少なくない．
第 5に，企業が主要な経営指標として株主志向の ROEをもつことは，将来大きくは成長が

見込めない成熟した大企業には大きな歪みは見られないかもしれない．しかし，顧客満足を与
えうる優れた製品・商品の提供と，企業の発展に尽くしてくれる優れた従業員を必要としてい
る成長過程にある中堅・中小の企業にとってはとくに，将来の成長の芽を摘む危険性がある．
なぜなら，これまでもしばしば指摘されてきたように，一定のパイ（利益）のなかで株主の取
り分である配当を過度に大きくすることは，従業員の賃金・給料の抑制，社員教育予算の削除，
積極的な設備投資の中止，長期的な研究開発投資の先送り，広告宣伝費の抑制などを行うこと
によって将来の成長・発展の芽を摘むリスクが大であるからである．

5. 日本企業は「伊藤レポート」に準拠すべきか

「伊藤レポート」の発表から 3年後の 2017年 10月に発表された「伊藤レポート 2.0」では，
日本の経営者を「投資家との面談で指標や数値を約束しても自社の中でそれを一貫性をもって
展開しない（ダブルスタンダード経営）」（伊藤（座長），2017, p.6）と断罪することで，8％の
目標を達成しない企業を痛烈に批判している．それでは，なぜ，多くの日本企業で目標利益と
しての ROE 8％を忠実に遵守しなかったのか．また，そのような日本企業の経営者は責められ
るべきものであろうか．

5.1 企業は「伊藤レポート」の目標利益の 8％になぜ従わなかったのか
「伊藤レポート」に従わなかった企業経営者が数多くみられるのはなぜなのか．その理由と
しては，次の 4つの要因が想定される．
① 東京証券取引所での売買高の相当数が主として米国の外国人投資家によって占められて

いる昨今，証券会社や東証が日本企業に株主を重視させようしているであろうことは十
分に理解できる．しかし，欧米諸国とは違って，日本には「三方良し」の思想が浸透し
ている．そのため，日本の経営者には株主だけを優遇するのではなく，顧客や従業員な
どのステークホルダーを大切にすべきであるという思想が根付いている．

② 与件として，海の幸を除けば，日本では米国などとは違って石油などの天然資源に恵ま
れていないため輸入に頼らざるを得ないことなどから，業界によっては原材料費がコス
ト高になる．ROEの低さが売上高利益率の低さ7に起因していることは，「伊藤レポー
ト 2.0」（伊藤（座長），2017, p.36）でも指摘しているところである．

③ 日本企業の ROEが欧米先進国と比較して低い理由の 1つが株主を無視しているからだ
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表 1 GDPの国別予測（2000年と 2020年（含・予測値）の比較）

出典：IMF World Economic Outlook Databaseの 2015年 10月．2010年と 2020年（予測を含む）のドル
単位での名目 GDP（Gross Domestic Product，国民総生産）（10億ドル）．

とは言い切れない．日本の経営者も，日々に高まってきている株主重視の傾向は十分
に認識できているはずである．経営目標として ROEを上げえなかった理由の 1つは，
1980年代までとは違って，現在の日本の先端技術の水準が一般の人々が想定している
よりも欧米先進諸国と比較して決して高いとはいえない．そのため，欧米のように製品
に高い利益を含む価格をつけることが難しくなったことに求めるべきであろう．

④ 日本の国民所得（配分可能なパイ）が過去 20年間，全く増加していないことがあげら
れる．そのことを論証するために，まず表 1によって世界の主要国と比較したGDPの
変化を明らかにし，次いで，わが国の労働分配率の現状と課題を明らかにしよう．

表 1で明らかにする通り，予測値を含む直近の 20年間，日本の国民総生産はわずか 1.03％し
か増加していない．つまり，この 20年間，配分すべきパイ（利益）がほとんど増えていない
という事実をわれわれは直視すべきである．
表 1から，調査対象期間（予測を含む 20年間）で，日本の GDP増加率は 0.3％でしかない．

他方，躍進が著しいのが，中国とインドである．中国は 14.2倍，インドは 7.2倍である．英国
は 2.49倍，米国は 2.2倍，フランスは 2.14倍，ドイツは 2.0倍である．
それでは，なぜ日本の GDPは他国に比較してほとんど増加がみられなかったのか？ その原

因を筆者なりに推論すれば，次のようにいえよう．
このほぼこの 20年間，日本では，米国の GAFA (Google, Apple, Facebook, Amazon)や中国の

BATH（バイドウ，アリババ，テンセント，ファーウエイ）といった新しいタイプの IT関連が
全く育たなかった8．さらに日本が得意としてきた製造業も，1990年代の後半以降になるとこ
ぞって多くの工場を海外へ進出させた結果，日本国内での投資機会が大幅に減少し，優秀な技
術者が海外に転出した．その結果，品質管理を担当する専門家が大幅に減少し，日本企業によ
る品質不正も数多くみられるようになった．また，国内のマザー工場での新鋭設備が乏しくな
り，地道な原価管理や品質管理の専門家・技術者の不足を招いた．またさらに，将来を見据え
た設備投資，研究開発投資，人材投資が大幅に減少した．その結果，企業の持続的発展に必要
な投資活動を怠った分だけ内部留保が企業に大幅に蓄積されることになった．その結果，バブ
ル崩壊からほぼ 20年を経た現在，世界の主要国と比較したうえでの日本の国民総生産の相対
的な地位もまた著しく低下した．
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5.2 低い労働分配率の現状と課題
2018年 9月 3日に公表された年次別法人企業統計調査9によると，法人企業全体の経常利益

は前年度比 11.4％増の 84兆円となり，5年連続で過去最高額を更新し，企業の利益剰余金（内
部留保）も過去最高の 446兆円を記録した．他方，企業の設備投資に直接関連する有形固定資
産の増加額は最近 10年間で見てもわずかに 16.3兆円にとどまっている．このことから，日本
企業が経常利益の増加により利益剰余金（内部留保）を積み上げる一方で，国内投資には慎重
になっている構図が窺える．
労働分配率（＝人件費／付加価値× 100）を見ると，2017 年度（財務省「法人企業統計調

査」）では 66.2％と 43年ぶりの低水準である．労働分配率を規模別にみると，規模が小さい企
業ほど労働分配率が高い．たとえば，2017年度では，資本金 1億円未満の企業は 75.8％である
が，資本金 10億円以上の企業では 51.7％とはるかに低い．
労働生産性と実質賃金の推移を比較すると，2001年の賃金を 100とした比較では 2010年の

製造業では実質賃金は労働生産性を 40％前後も下回っている．総務省『消費者物価指数』と厚
生労働省『毎月勤労統計』10 によると，1990年以降，実質賃金は概ねマイナスの傾向が続いて
いることが見て取れる．
労働分配率がなぜ低いのか．日本で労働分配率が低い理由には次の要因が考えられる．第 1

に，米国流の株主重視の流れに伴う配当性向の上昇が相対的に賃金の上昇を抑制している．第
2に，労働組合加入率の低下（1947年 45.3％, 1989年 25.9％, 2015年 17.4％;厚生労働省「労働
組合基礎調査の動向」）に伴って賃上げを要求すべき労働組合が弱体化している．第 3に，海
外の低賃金の国への工場の進出とそれに伴う国内製造業の空洞化（最新鋭の設備は東南アジア
を中心とする海外で新設し，国内の“マザー工場”では旧設備を活用している企業が少なくな
いことが大きな話題になるほどである）．第 4に，国内では優れた投資先が見つからないため
に，余剰資金を手元に残しておいて，将来の国内投資，海外投資および合併・買収のための資
金として備えておく必要性もあって，内部留保が増え続けている．
以上から，日本企業の経営者は決して好んで ROE を低く設定しているのではなく，仮に

ROEを高く設定したくても，株主を含むすべてのステークホルダーに配分すべき全体のパイ
（利益）が相対的に低下しているので，高い ROEの実現が困難であるというのが実態であるこ
とが理解できるであろう．
それでは次に，日本の研究者，実務家の ROE 8％とすべきであるとする見解への反応はどん

なものであるか．主要な研究者，実務家の見解と，政府関係者による過度な ROEの要求に対
して，経営者はいかに対応すべきであるか．その典型例を紹介する．

6. 日本の研究者，実務家の ROE活用への反応

モノいう外国人投資家による要求が日増しに増加してきた現在，東京証券取引所が先頭に
立って米国流の ROEを高めるべく努力していることはそれなりに評価できる．その努力の甲
斐があって，「伊藤レポート 2.0」（伊藤（座長），2017, p.35）では 2008年には 2.98％であった
ROEは「2009年以降改善傾向にあり，最近は 7～8％の水準」で推移する結果が得られたと述
べている．なお，余計なことかもしれないが，ROEが 2008年に前年の 6.49％から 2.98％に下
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落したのは 2008年のリーマンショックの結果であるので，レポートに見られるような記述に
は注意が必要である．
そこで次に，日本企業が無理をしてまで ROEを引き上げようとすることは日本が将来にわ

たって持続的発展を遂げるうえで望ましいことであろうか，それとも将来の持続的発展を阻害
する要因になるのではないか．そのことを検討するために，日本の研究者と実務家の主要な見
解を明らかにし，併せて ROEの活用がコーポレート・ガバナンスに貢献するか否かを検討す
る．そして最後に，収益性の低い企業が敢えて高い ROEを企業の目標利益としないことの是
非と，ANAホールディングが株主総会で取った対応を紹介する．

6.1 証券専門家，経営学者，財務会計研究者，証券アナリストの ROEへの見解
管理会計研究者の間では，ROEを企業の利益目標にすべきだとする見解は全く見られない．

経営学者，財務会計研究者，証券アナリストは通常，ROEの問題点を指摘する研究者が少なく
ない．しかし，立場によって ROEに対する見方は 180度異なる．証券業界に精通した論者 3

氏は，ROE 8％は必須だと主張している．そこで以下では，4つの代表的な見解を紹介する．

6.1.1 柳良平・広木隆・井出慎吾氏の見解，および柳氏のエクイティ・スプレッド理論
元 UBS証券 Executive Directorで現在はエーザイ CFOの柳良平氏，国内外の運用会社などで

ファンドマネジャーを歴任してきた広木隆氏，および現職がニッセイ基礎研究所上席研究員・
チーフ株式ストラテジスト，井出慎吾氏の 3氏の著書『ROEを超える企業価値創造』 (2019)

は，証券業界に身を置いている 3氏によって執筆された著書である．
同書に収録されている柳氏が行った外国人（75名）および日本（66名）の投資家を対象に

した調査では，「過半数の投資家が日本企業のROEに不満を抱いている」 (p.58)，「日本株投資
家の最低要求リターンとしての株主資本コストのコンセンサスは引き続き 8％程度であること
が再確認された」 (p.52)と述べている．
その根拠として柳氏は，別稿（柳，2019, pp.41–43）において，投資家の立場からみるとエク

イティ・スプレッド (ES=ROE-CoE)がプラスであれば価値創造企業，マイナスであれば価値破
壊企業であることを根拠にあげている．なお，ここで CoEとは株式投資家の期待収益率を意
味するという．そのことを明らかにしたうえで，ROE 8％の算定根拠が投資家の立場から算定
されているとも述べている．
本書を読み進むにつれて，「伊藤レポート」の「基本的な問題意識とメッセージ」の執筆個

所もまた，柳良平氏によって書かれている海外の投資家の意見・要望を全面的に取り入れて執
筆された報告書であることが推測できる11．
要するに，3氏の執筆になる著書および柳氏の論文の最大の特徴は，投資家の立場に立脚し

た理論をもとに ROE目標 8％の妥当性を論証していることにある．

6.1.2 手島直樹教授の見解
手島 (2015, pp.22–25)は，コンサルタント，企業（日産自動車），証券アナリスト，そして現

在は大学教授としての立場から，著書『ROEが奪う競争力』のなかで，コーポレート・ガバナ
ンスを目的とした ROE導入には全面的に反対の意向を表明している．その理由として手島教
授があげているのは，次の 3点である．
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第 1は，企業が ROEを用いることで割り算の罠にはまりかねない．つまり，分母（投資額）
を小さくして ROIを高く見せることで縮小再生産の罠にはまる．第 2に，投資家の利害が絡ん
でいる．これは，ROAや ROICにはない特徴である．第 3に，ROEは経営の短期主義を助長さ
せる．
手島教授の見解は，研究者としてだけではなく日本の実務にも立脚しており，その見解は極

めて説得力に富む．とくに，ROEを ROA, ROIと区別して，ROEでは株主志向の利害が絡んで
いるという主張には十分な説得力がある．

6.1.3 伊藤邦雄教授の見解
「伊藤レポート」の執筆責任者である伊藤 (2002, p.viii)教授ですら，EVAの翻訳書『EVA―価
値創造への企業変革―』の“訳者まえがき”で次のように述べて，ROEを批判している．
多くの日本企業が ROEを経営目標に掲げるようになったことは「株主に対するリターンを

見据えはじめたことでは評価できる」が，ROEには 3つの限界がある．「第 1に，ROEの計算
式の分子は会計上の利益であり，会計政策の影響を受けてしまう．第 2に，ROEの計算式の分
子からは資本コストが控除されていない．第 3に，ROEは比率指標であり，創造された価値額
を表していないため，企業が縮小均衡に陥るリスクを伴う．」
以上の理由から伊藤は，経営指標としては，ROEではなく EVA（Economic Value Added;経済

的付加価値）を活用すべきだと述べている．その理由は，ROEとは違って EVAには経営指標
として論理一貫性があり，かつ使い勝手がよいことだとしている．著者もこの翻訳書の序文で
述べている伊藤教授のこの見解に全面的に同意する．
伊藤 (2014, pp.406–407)はまた，著書『Valuation 新・企業価値評価―競争力をどう測り，創

造するか―』のなかで，ROEと ROS（売上利益率）とには 3つの共通点があるとして，次の 3

つの問題点をあげ，ROEを批判している．
第 1は，ROEは会計基準や経営政策による会計数値の歪みが生じる．第 2は，資本コストを

考慮していない．第 3に，ベンチマークしづらい．そのため，比率を改善するために売上高や
株主資本といった分母を縮小し，企業が縮小均衡に陥るというリスクを伴う．その結果，ROE

の比率は改善しても，創造された価値額は縮小するといった事態も生じうる．
目標利益としての ROEと ROSとを同列に扱っている伊藤教授の見解には違和感を覚えると

ころではあるが，2つの別々の著書のなかでそれぞれ 3つの理由をあげてROEを目標利益とし
て活用することを痛烈に批判している伊藤教授の見解には，筆者は全面的に同意する．

6.1.4 藤田勉氏が提唱する「時価会計時代における」ROEの限界
藤田氏は，シティグループ証券株式会社取締役副会長，慶応義塾大学グローバルセキュリ

ティ研究所客員研究員，慶応大学講師，早稲田大学商学部講師などを歴任している実務家であ
り研究者でもある．
藤田氏が ROEの主要な問題点としてあげているのは，次のとおりである．第 1に，自己資

本を減らして ROEを改善することが可能であること，第 2に，ROEの分子である純利益には
特別損益が含まれるため実態を表さないこと，③ ROEの分母である自己資本に会計理論上の
問題があること，および④最大の問題としては，株主還元に重点をおいた縮小均衡の経営にな
りやすいことにある (藤田，2016, pp.181–233)という．
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日本では 2015 年以降，IFRSや米国の GAAPが使用する経済的単一体説12を採用したこと
が ROEを目標利益とすることの問題点を増大させた．また，2011年から損益計算書とは別に
包括利益計算書13を作成するか損益及び包括利益計算書を作成するかの選択が許容されるよ
うになった結果，包括利益が拡大すると増資等の資本取引がない限り自己資本比率が低下する
ことになる．このことも企業が ROEを活用することの問題点を増幅させていると指摘（藤田，
2016, pp.49–52）している．同意できる見解である．
以上，柳良平・広木隆・井出慎吾氏の見解は，「伊藤レポート」での「基本的な問題意識と

メッセージ」の執筆個所の背景を知りうる貴重な著書である．他方，手島直樹教授，伊藤教授
および藤田勉氏の ROEに対する批判から明らかになったことは，次のことである．
つまり，「伊藤レポート」を通じて積極的に進めてきた企業統治改革のうちでROEの導入を

企業に促したことは，米国流のトップダウン型の内部統制の強化と企業統治には多少は役立つ
かもしれない．しかし，このことは日本企業が誇る優れたボトムアップ経営，顧客を志向した
経営，従業員や取引先などのステークホルダーにも配慮した経営，および世界に誇れる製品を
送り出してきたモノ作りの現場には悪しき影響を及ぼす可能性があり，将来にわたっての日本
企業の持続的発展を阻害するリスクが極めて高いということである．

6.2 政府による過度な ROEの要求に企業はどのように対応すべきであるか
多くの日本企業の企業経営者は，できれば高い ROEを達成したいと祈念している．それに

も関わらず，現実には低い利益率しか得られていないために，心ならずも企業に高い ROEを
迫る「伊藤レポート」の要請 (ROE 8％)に応えることができない企業が少なくない．
設備投資，研究開発投資，社員教育といった目的のために，現時点で高い配当をすることが

企業の持続的発展にとって妥当でないとの考えで ROEの額を抑制した企業経営者が，株主総
会において株主から批判を受けることがある．そのような局面に立たされたならば，企業の最
高責任者である CEOや CFOはどのような態度をとるべきであるか．次に，これらの問題に対
する企業の対応のあり方について述べる．

6.2.1 ROE 8％に応じえない収益性の低い企業の対応
「伊藤レポート」の「基本的な問題意識とメッセージ」に記載された ROE 8％に応じること
のできない，あるいは戦略的に望ましいとは思わない大多数の日本企業にとって，経営者はい
かなる対応をすべきであるか．
「伊藤レポート」の「基本的な問題意識とメッセージ」では，一貫性をもって ROEを展開し
ない経営をダブルスタンダード経営と断罪したことは既に述べた通りである．しかし，このよ
うな低成長の企業は監督官庁を事務局にした指示に逆らうことはできない．であるとするなら
ば，仮にダブルスタンダード経営と断罪されたにしても，企業の持続的発展にとって高いROE

の目標をもたないことが，弱者にとって企業を守るための最も賢い生き方の 1つであるように
も思えてくる．

6.2.2 低い利益率の防衛装備品の開発・生産に協力してきた企業の苦悩
防衛産業に対する従来の防衛関係者の見解は，防衛調達品での利益率は極めて低いが不況の

折には少なくとも一定の利益が得られるから，政府に協力して防衛装備品の開発・生産は続け
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ていこうとする企業が多かったという．しかし，装備品の契約の原則は一般競争価格によらね
ばならない．加えて，昨今の株主重視の企業の状況では，低い利益率しか得られないのでは，
仮に経営者がいくら防衛産業というお国のために低い利益でも甘受するといっても，当該企業
の投資家が黙っていない．当然の結果として，企業もそのような投資家の意見を無視できない
時代になった．その一端が表面化して世間を騒がせたのが，次の新聞報道である．
読売新聞（2019/2/21）と日本経済新聞（2019/2/22）は，コマツが自衛隊車両の開発中止を決

定したことを報道した．コマツは自衛隊車両の大手である．最新の理論武装がなされたうえで
妥当な価格と利益の算定システムが確立されている米国の国防省とは全く違って，防衛省はい
までもなお相変わらず旧陸海軍が用いてきた原価加算方式を採用している．このような現状に
おいては，コストカットを別とすれば，契約企業が仮に契約以上にパフォーマンスを向上させ
ても，それに対する見返り（利益）はほとんど見込めない．
したがって，防衛産業の契約業者は一般の民生品よりも低い利益率に甘んじなければならな

い．防衛基盤整備協会からの依頼で防衛省の委託研究を 3年間に渡って実施してきた著者の経
験からすれば，日本の防衛産業を担ってきた業者にとって，伊藤レポートにあるような ROE 8

％は夢のまた夢の話であるように思われる．株主からのプレッシャーがなければ低い利益率で
もお国のためにと我慢できるにしても，現代のように株主の力が強まってくると，我慢も限界
にきているというのが実態であるように思われてならない．報道によれば，F2戦闘機を製造
する三菱重工業14，P1哨戒機を手掛ける川崎重工業など他のメーカーも同じ悩みを抱えている
という．
さらに，日本経済新聞（2019/3/19）の報道では，世界に誇る潜水艦を建造してきた川崎重工

業での低い採算性の悩みが，潜水艦の技術基盤を維持するか否かの局面にまできていて，企業
として抱えている採算性の確保という難しい課題が報告されている．
遅かれ早かれ，いずれはくるべき難しい判断を迫られる課題がついにやってきたというのが

筆者の偽らざる実感である．この状況を打開するには，櫻井 (2017, pp.75–80)で指摘したとお
り，防衛省の契約価格，原価，利益のありかたを旧軍から引き継いできた現行の原価加算方式
（コスト・プラス方式）から，米国の国防省が採用しているパフォーマンス基準に基づく価格
と利益の算定方式に切り替えなければならない時期が次第に近づきつつあるように筆者には思
われてならない．

6.2.3 株主総会での過度な ROEを要求する株主への対応
大手企業であっても，現在以上に更なる成長を続けていく必要性の高い企業は，株主によ

る過度な ROE要求に唯々諾々と応じるべきではなかろう．その典型的な事例の 1つとして，
ANAの対応をみてみよう．
柳澤 (2018, pp.140–141) によれば，ANAホールディングは 2017 年度には売上高（12％増の

19,717億円）だけでなく，純利益もまた増加（46％増の 1,438億円）した．2018年 6月に 4開
かれた株主総会において，株主の 1人から，ROEが 15.1％から 9.9％に降下したことに対して
厳しい質問がでた．これに対して ANAは，東京五輪やインバウンド，空港発着枠の拡大とい
うチャンスがあるのだから，資金を寝かすのではなく，投資して着実に成長するという経営方
針を貫くために「決して財務レバレッジを駆使して ROEを引き上げるつもりはない」（関係
者）と回答した．筆者には極めて賢明な回答であったと思われる．
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利益目標としての ROEには少なくとも資本コストを超えることが要求されているが，将来
の財務安全性を犠牲にしてまで極大化することではない（石崎，2017, p.244）．藤田 (2016, p.88)

はまた，ROE 8％という水準は「グローバルな機関投資家が日本企業に期待する」数値から割
り出した数値であって，（日本の）企業経営者が適切と考える数値では全くないと指摘してい
る．筆者もまた，両氏の見解に全面的に賛同する．
個別企業の目標利益は，機関投資家に要求のみに従って決定されるべきものではなく，実際

に経営にタッチする企業経営が企業の総合的な観点から自主的に決定されるべきものである．
コーポレートガバナンス・コードが強制を伴わないソフトローであるとはいえ，監督官庁の
バックアップを得た形にして一定以上の ROEを企業に押し付けるべき性格のものでは決して
ないことを，政府関係者，企業の経営トップ，および担当責任者はしっかりと心すべきである．

7. 結論

「伊藤レポート 2.0」では，投資家が希望する，“ROE指標にこだわった経営を実践しない多
くの日本の経営者を評して，「ダブルスタンダード経営」（端的に言えば，二枚舌経営）と酷評
している．しかし，現実には欧米企業と比較して売上利益率が大幅に劣っている多くの日本企
業の優秀な経営者は，欧米の経営者のような高い ROEを目標利益とすることが企業の持続的
発展の阻害要因になることを十分すぎるほど認識している．
それゆえ著者には，逆に，このダブルスタンダード経営こそが，ROEの 8％といった高い収

益性をもたない企業が，経営目標の“押し付け”から自らの企業を守るためになしうる経営者
の最も賢い生き方ではないかとさえ思えてくる．また，株主総会において，過度な ROEの要
求があったにしても，企業の将来を誤るような過度な要求には自らの意志を明確にして拒否す
べきである．

ROEは目標としてもつべきではなく，結果として考えられるべき指標である．企業の主要な
経営目標として ROEを用いた企業統治方式を無批判のうちに日本企業に半ば強制的に導入さ
せようとすることは，短期的な利益を欲する海外および日本の株主を利するにしても，これま
で営々として築いてきた日本企業のもっていた強みを失わせるリスクが十分にあることを，関
係者各位15はしっかりと認識してほしいと切望する．
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注

1 平成 26 年 8月 (2014/8) に発表された「持続的成長への競争力とインセンティブ～企業と
投資家の望ましい関係構築～」プロジェクト（伊藤レポート）最終報告書，が，いわゆる
「伊藤レポート」のタイトルである．その報告書では，次のように述べている．「…1980年
代までは，ややもすれば短期志向の資本市場に対して多くの日本企業は収益を約束する一
方，経営は長期的な視点で行う「ダブルスタンダート経営」が実践されてきた」(p.1)．ま
た，「…第一ステップとして，最低限 8％を上回る ROEを達成することに各企業はコミット
すべきである．もちろん，それはあくまでも「最低限」であり，8％を上回ったら，また上
回っている企業は，より高い水準を目指すべきである．」(p.6)とも述べている．
　報告書では執筆責任者が明示されていない．しかし，「基本的な問題意識とメッセージ」
には伊藤座長の写真が掲げられている．そこで，この執筆箇所は伊藤教授によるものと想
定するのが普通である．しかし，後述するように，伊藤教授の執筆と想定される本文では，
必ずしも伊藤教授によるメッセージと同一の認識だとはいえないところがあまりにも多い．

2 ハードロー (hard law)が強制力を持つ法律，法令，規則，条例であるのに対して，ソフト
ロー (soft law)は法的な拘束力をもたない規範である．JIS規格は典型的なソフトローであ
る．全部で 101ページからなる．

3 Solomonsの著書，Divisional Performanceでは，「第 5章 投資利益率と残余利益による事業
部業績の評価」と題して，36頁にもわたって，ROIを事業部の業績評価に用いることの問
題点と，ROIに代わって残余利益 (residual income; RI)活用の推奨を行っている．Mauriel・
Anthonyの論文では，米国の 3,525社（回収は 2,658社）を対象とした実態調査によってROI

採用企業の実態が詳細に解明されていることに特徴がある．論文の趣旨である ROIは経営
者をミスリードするという結論は Solomonsの主張とは異なるところはない．Deardenの論
文でも，基本的には上記 2つの文献と異ならないが，デュポン方式として 1919年に提唱さ
れた時代には ROIが非常に有効なイノベーションであったが，1969 年当時には ROIはも
はや陳腐化したとする表現が強烈に印象に残る．ROIに代えて RIが用いられるべきだとす
る主張は他の論者と異なるところはない．Reece・Coolの論文では，620社を対象にした実
態調査の結果から，ROIだけでの採用企業 65％，残余利益だけが 2％, ROIと残余利益が 28

％，その他が 5％となっている．さらに，ROIと RIとを対比した形で考察し，RIの優位性
を強調している．
　なお，Solomons の紹介によって全米で一時はそれなりの企業によって採用された RI

については，その後，G．ベネット・スチュワート，III世によって RIに若干の改造が加
えられ，EVMの名前で発表された (G. Bennet Stewart, III, The Quest for Value, ―The EVATM

Management Guide―, 1991).
4 淺田 (1989, p.114)による日米の調査によれば，アメリカでは利益計画で資本利益率を 1番
目に重視する企業は 20社，2番目は 12社，第 3番目は 16社であった．一方，日本企業は
1番目が 1社，2番目が 1社，3番目が 2社にすぎなかった．調査対象会社（回収企業数）
は，アメリカが 80社，日本が 256社であった．この調査によって，アメリカと比較して日
本企業がいかに資本利益率を重視しなかったかがハッキリとわかるであろう．

5 調査対象は，協会会員企業の 601社と非加盟企業の 396社であった．回収は 163社（回収
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率 16.3％）であった．調査の詳細は『産業経理』に掲載された論文（山田ほか，2003）を参
照されたい．

6 原価企画とは，製品の企画・設計段階を中心にして，技術，生産，販売，購買，経理など企
業の関係部署の総意を結集して原価低減と利益管理を図る，戦略的コスト・マネジメント
の手法である．原価企画の主な担当部門は設計部である．詳細は，櫻井『管理会計第六版』
（同文舘出版，2019, pp.319–366）を参照されたい．

7 栗野・小西・本間 (2015)は，日米 ROEとその 3要素について，下記の作表をしている．こ
の表では，日本の ROEが米国の 41％でしかないことが示されている．
　日米の ROEを比較すると，下表から明らかなように，米国 (13.4％)は，日本 (6.3％)の倍
以上である．総資産回転率は両国とも大きな違いがないにも関わらず，売上高利益率は日
本の 2.4倍である．日本企業の ROEが低いのは売上高収益性が低いのが最大の要因である
ことが分かる．

日米の収益性比較―売上利益率，回転率，レバレッジ―

　藤田 (2016, pp.126–127)は，2014年度について，日本を除く先進国と日本の時価総額上位
10社の ROE分析を実施している．日本を除く 10社では売上高利益率の平均値は 16.2％で
あるのに対して，トヨタ自動車，ソフトバンク，デンソー，キャノン，ホンダなどの売上
高利益率は 8.6％でしかなかった．

8 GAFAや FANGの収益性が高い理由をどう説明すべきであるか？ 近年の電子産業に見られ
る収益構造では，バリューチェーンの上流工程（例；商品企画）と下流工程（例；流通，保
守）では付加価値が高く，逆に，製造や組み立てなどの中央部では付加価値が低い現象がみ
られる．両端が上がって中央部が下がっている．この現象はスマイルカーブと呼ばれてい
る．ただ，全産業にこのスマイルカーブが妥当するかについては更なる検証が必要である．

9 本稿の作成に当たっては，財務省財務総合政策研究所調査統計部の若松寛氏より最新の統
計資料を提供いただいた．記して感謝の意を表したい．

10 2019年 1月，「毎月勤労統計調査」で不適切な調査や統計処理が行われていることが発覚し
た．不適切な行為が行われていたのは 2004年からである．不正な統計処理を行うためのソ
フトウェアも作成されていたという．本稿では，総務省と厚生労働省の調査結果を用いて
いるが，他に代わる統計資料が見つからないことから，これらの結果を基にしている．

11 本書の主な執筆者である柳氏は，株主の利益だけを重視しているわけではない．同氏は株
主重視のための ROE重視の経営を貫くとともに，エーザイがインドに無償配布しているリ
ンパ系フィラリア症の治療薬のDECについて薬の無償配布が管理会計の上では 18年度に
黒字に転換した（日本経済新聞，2019/10/1）と述べるなど，現在の日本企業の経営者がス
テークホルダーに対する社会貢献に深い理解を示していることを読者は併せて理解する必

21



管理会計学 第 28巻 第 2号

要がある．
　西原 (2018, pp.151–158)によって明らかにされているように，エーザイの統合報告書の作
成を指揮した柳氏は環境や企業の社会的責任を重視した姿勢を明らかにしていることも，
同氏を評価する上では考慮すべきではないかと思われる．
　そこで，令和元年 10月 10日にエーザイ本社を訪問して，柳氏の価値観を確認することが
できた．その結果，現在のような低い株価では世界から資金を調達できなくなるからROE

を高めるべきだとする強い信念も，企業はもっと社会貢献をすべきであるという信念のい
ずれも，柳氏本人の強い願望の結果であるということが明らかになった．

12 経済的単一体説とは，親会社も子会社も経済的には単一の組織体であるという考え方のこ
とをいう．経済的単一体説を採用しているため，親会社と子会社の純利益の合算値を連結
ベースの純利益と考える．なお，従来のように連結財務諸表は親会社のために作成すると
いう考え方のことは，親会社説という．

13 包括利益の構成要素は，①その他有価証券評価差額金，②繰延ヘッジ損益，③為替換算調
整勘定，④退職給与に係る調整額，⑤持分法適用会社に対する持分相当額からなる．

14 三菱重工業からは，防衛省から，EVM (Earned Value Management)，および原価企画の導入
を促されたという理由から，これら 2つの手法の内容を講演・指導するために，2019年 5

月 16日から 17日にかけて，無償で長崎の三菱重工業に出張し，併せて，造船工場の実態
をつぶさに説明を受けた．日本の防衛産業を保持するという意欲は決して低くはないもの
の，その経営実態は，防衛装備品産業の極めて低い利益率，中国と韓国からの安値受注に
よる厳しい攻撃，設備の老朽化に直面しており，政府・防衛省による日本の防衛産業の対
応のあり方について，大いなる疑問と不安を抱いたのである．政府関係者による現実の把
握と適切な対応策が 1日でもはやく取られることを心より期待したい．

15 「伊藤レポート」における基本的な問題意識とメッセージと本文との内容の違いに関して，
2019年 1月に，経済産業省の担当事務局にミーティングをお願いし，6月 1日になってよう
やく受容の返事を頂き，6月 14日に，当初に約束した 1時間の予定時間から 30分に短縮さ
れたミーティング時間のなかで，当方の質問事項のすべてを明確に確認できた．その確認
内容に関しては，学会での記念講演を除き，後にまで証跡の残る本論文においては具体的
な内容を開示することは許されなかった．とはいえ，問題の所在は十分に明らかにして頂
いた．記して，事務局担当の経済産業省の福本拓也室長には衷心より感謝の意を表したい．
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1. 統一論題解題

管理会計学会全国大会の統一論題として，大会準備委員長から座長に与えられたテーマが
「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」であった．マネジメント・コントロール
という近年わが国でも研究蓄積が急速に進んでいる領域（横田ほか，2016, 2018）について，そ
の展開と今日的課題を扱う意義は小さくない．
マネジメント・コントロールというテーマは，研究対象としてのマネジメント・コントロー

ルの範囲が，研究者の理論的関心によって大きく異なるという特徴を持っている．マネジメン
ト・コントロールをどう概念的に理解し定義するかによって研究範囲が異なり，Anthony (1965)

の立場に依拠するのか，それとも Simons (1995) や Merchant and Van der Stede (2007) あるいは
Malmi and Brown (2008)などに依拠するのかによって，同じ言葉を用いても，異なる対象につ
いて語っていることに注意しなければいけない1．
観察の理論付加性が高い会計学にあって，この問題は避けられない（澤邉，2019）．管理会

計研究の場合，技法の形式構造に着目することでこの問題を緩和することができる（澤邉，
2006）．しかし，マネジメント・コントロールは特定の管理会計技法によって特徴付けられて
いるわけではない．そのため，「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」と言うテー
マは，管理会計技法と結びつけられた類似のテーマとは違うレベルで，概念的な多様性と研究
対象の変化の関連をどう扱うべきかという難しさを抱えている．
この難問について，統一論題登壇者と意見交換し，統一論題として特定の立場を採用するこ

とは避けて，登壇者それぞれの立場で，マネジメント・コントロールを概念的にどう理解すべ
きか，またどのような経験的事象について論じているのかを明確にする方針を採用することと
した．つまり，概念の多様性を認めた上で，それぞれがどのような意味でマネジメント・コン
トロールについて論じているか誤解の危険性を減少させる方針をとった．また，それぞれの研
究報告のなかで，マネジメント・コントロールと「管理会計」がどう関係しているかについて
も意識して，「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」という統一論題と取り組む
こととなった．
以下では，3人の登壇者の報告を座長の観点から簡単に紹介し，そのうえで，試論的に新し

いマネジメント・コントロール概念を提唱する．本稿で提唱する新しいマネジメント・コント
ロール概念は，「マネジメントをコントロールする活動」としてマネジメント・コントロール
概念を規定しようというものである．このマネジメント・コントロール概念は，会計専門家の
協力を得て，理論と実践の善循環を構築すべくすすめているアクションリサーチの現実のなか
で着想したものであり，階層組織のなかに閉じ込められていたマネジメント・コントロールを
開放しようというものである．

2. 統一論題報告の要点

統一論題報告が「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」をどのように論じてい
るのか，鍵概念として活用しているマネジメント・コントロール概念，分析枠組みとして利用
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している理論，研究対象としている管理会計現象に注目しながら，各報告の要点を座長の観点
からまとめてみることにする．
マネジメント・コントロール概念として浅田報告は自律総合型コントロール (enabling

control)，青木報告は文化コントロールを鍵概念として活用している2．伊藤報告は Anthony

(1965)に代表される伝統的なマネジメント・コントロール概念を批判的に検討することでマネ
ジメント・コントロール概念の拡張の必要性を主張している．
分析枠組みとして，浅田報告は新制度学派組織論を援用した知識論を，青木報告は価値共創プ

ロセス (value co-creation process)の理論を，伊藤報告は両利きの経営 (organizational ambidexterity)

とリーンスタートアップの理論を利用している．研究対象としては，浅田報告は製造業の組織
内部におけるマネジメント・コントロールを，青木報告はサービス業において複数の主体が関
わって行われる価値共創活動におけるマネジメント・コントロールを，伊藤報告はスタート
アップ企業におけるマネジメント・コントロールを扱っている．
このようにマネジメント・コントロール概念についても，分析枠組みについても，さらには

研究対象についても三者三様であり補完性が高い統一論題報告であった．下記は，あくまで座
長の立場からのまとめであり，詳しくは本号に掲載されている報告者のそれぞれの論文を読ん
でいただきたい．

2.1 浅田報告「製造業における管理会計実践と自律創造型コントロール」
浅田報告は，製造業におけるマネジメント・コントロールについて，Ahrens and Chapman

(2004) の提起した対概念である自律創造型コントロールと指示強制型コントロール (coercive

control)を鍵となる分析概念として分析したものである．具体的な分析対象は，株式会社小松
製作所におけるマネジメント・コントロールであり，全部標準原価計算を基礎としたコント
ロール・システムに代わって利用されるようになった SVM (Standard Variable Margin)管理と呼
ばれる新しいコントロール・システムの導入と定着プロセスに焦点が合わされている．
浅田報告では，製造業におけるマネジメント・コントロールのあるべき姿として，企業全体

のコントロール・システムが「製造現場」を中心として設計されるべきであるという立場が採
用されている．それは，製造業では「製造活動」を最も重視すべきコントロール対象だという
考えに基づく．これは，京セラのアメーバ経営において，「製造現場」で利益が生じていると
いう考えに基づき，工程別のアメーバ単位で利益管理を行っていることにも通じる考え方であ
る（稲盛，2006;上總・澤邉，2005）．
鍵概念として採用されている自律創造型コントロールと指示強制型コントロールはAhrens

and Chapman (2004) が提唱したものであるが，Ahrens and Chapman (2004) が Adler and Boris

(1996)の官僚組織の二つの設計原理（enabling bureaucracyと coercive bureaucracy）を批判的に発
展させて概念化したものである．さらに言うならば Adler and Boris (1996)は，カメラなどの機
械設計における二つの設計原理を援用して官僚組織の設計原理を提起している．
浅田報告における自律創造型コントロールと指示強制型コントロールの二つの概念も，新制

度学派組織論の知見を活用して管理会計知識の側面に光を当てることで，Ahrens and Chapman

(2004)が提唱した概念をより豊かにしたものである．管理会計知識について浅田報告では，自
律創造型コントロールでは現場マネジャーが変化の主体になり，指示強制型コントロールで
は経営者（とその代理としての会計担当者）が独占的に管理するものと Ahrens and Chapman
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(2004)の概念を発展させている．
このように分析概念を独自に発展させつつコマツにおける SVM管理の導入と定着を分析す

ることで，自律創造型コントロールによって，自部門の全社業績に対する貢献が明確化され，
対応すべき課題についての可視性が向上することで，管理会計知識の「行動可能」性が高まっ
たという知見が得られている．さらに，この変化プロセスにおいて，現場マネジャーが，会計
情報を主体的に分析理解し，改善活動について議論するようになったことが報告された．浅田
報告によれば，このような現場マネジャーの変化は，会計担当者が管理会計知識を現場知識に
翻訳し，現場マネジャーが管理会計知識を活用できるよう教育してきたことによって促進され
た．つまり，会計担当者の役割は翻訳者であり教育者であり，現場マネジャーが使いやすいコ
ントロール・システムを開発する開発者であった．
浅田報告では，Ahrens and Chapman (2004)に依拠しつつ独自の概念化を進め，コマツの SVM

管理の導入定着を分析することで，管理会計知識という観点から従業員の自律創造的な行動を
可能にするコントロール・システムの作られ方について重要な知見が示された．

2.2 青木報告「サービス組織における価値競争プロセスとマネジメント・コントロー
ル・システム」

青木報告は，企業の価値創造プロセスが多様になれば，マネジメント・コントロール・シス
テム (MCS)の形態も多様になるという問題意識から，サービス提供組織（サービス組織）に
おいて顕著に現れる価値共創プロセスでは，それに応じたMCSが生じるであろうという問題
意識から出発する．ここで価値共創プロセスとは，複数の行為者が，直接的な相互作用を通じ
て，共同で価値を創造することであり，青木報告が対象とするサービス組織における価値共創
プロセスとは，顧客を価値創造に取り込んだ価値創造プロセスのことである．価値共創プロセ
スでは，顧客の活動もサービス財を生産するためのインプットとなることが前提されている．
このような価値共創プロセスに適合したMCSのコントロール対象範囲は，従来考えられて

きたものよりも拡張されると青木報告は主張する．従来のMCSのコントロール対象は階層組
織の下位者であったが，顧客もその対象に含められるよう拡張されると青木報告は指摘する．
もう少し詳しく説明すると，価値共創プロセスには，サービス組織の活動領域である提供者

領域，顧客が価値創造活動を行う顧客領域，サービス組織と顧客が共働して価値創造を行う接
続領域がある．従来のMCSは提供者領域のみを対象としていたが，これを顧客領域と接続領
域まで拡張するべきというのが青木報告の主張である．
というのも，サービス組織の特性は，顧客との相互作用におけるサービス・エンカウンター

の管理にあり，この巧拙がサービス組織の競争優位を左右するからである．そのため，サービ
ス・エンカウンターの管理に直結する「接続領域」におけるコントロール・システムの設計が
重要となる．
青木報告のこの指摘は，浅田報告が製造業の競争優位が製造活動のマネジメント・コント

ロールによってもたらされるという指摘と見事に呼応している．つまり，競争優位の源泉に着
目してMCSは設計運用されるべきであるという洞察である．
さらに，青木報告では，望ましいサービス・エンカウンターを生み出すためには，サービス

組織内部で価値観の共有をはかることが重要であり，顧客との間では文脈価値を向上させ，共
感によって顧客が価値共創に協力する状況を作る重要性が指摘される．これらはともに文化に

28



マネジメント・コントロールの展開と今日的課題

よるコントロールが価値共創プロセスにとって重要である証拠だと青木報告は主張する．
このような概念的検討を行ったうえで，青木報告では Freee社における価値共創を事例とし

て取り上げて，提供者領域においても接続領域においても文化によるコントロールが利用され
ており，顧客の文脈価値構造への働きかけが重要であると指摘している．さらに，MCSの利
用スタイルとしては，事後の合理性を考慮した探索型のコントロールが有効であると青木報告
は整理している．
このような分析から，青木報告では，伝統的なMCSと価値共創プロセスに適したMCSを次

のように対比している．まず第 1に，伝統的なMCSは定量的コントロールが中心であったの
に対して，価値共創プロセスに適したMCSは定性的なコントロール手法も含めてコントロー
ル・パッケージとして活用される．第 2に，伝統的なMCSのコントロール対象はミドル・マ
ネジメントであったのに対して，価値共創プロセスに適したMCSではコントロールの対象は
広範であり，顧客との相互作用が生じている現場の担当者や顧客にまで拡張されている．第 3

に，伝統的なMCSは公式的なシステムが中心であったが，価値共創プロセスに適したMCSは
非公式なシステムも重要な役割を果たす．第 4に，伝統的なMCSでは，現場では定型的な活
動が行われていると想定し，その管理はタスク・コントロールとしてMCSの外側で行われる．
それに対して，価値共創プロセスに適したMCSでは，接続領域において非定型的な活動が行
われていると考え，現場の管理もMCSに含まれる．
青木報告は，サービス組織における価値共創プロセスについて，価値創造プロセスの特徴を

分析したうえで，それに適したMCSを理論的に考察し，伝統的なMCSとの違いを析出するこ
とで，MCSの今日的課題と展開について重要な知見を提示している．

2.3 伊藤報告「「両利きの経営」を実現するマネジメント・コントロールの要件」
伊藤報告は，「両利きの経営」をめぐる理論的考察を活用しながら，「スタートアップ企業」に

おけるマネジメント・コントロールを対象とした考察を行っている3．両利きの経営とスター
トアップ企業は必ずしも一対一対応の関係にはないが，それにもかかわらずこのような問題設
定を行っている背景には次のような問題意識がある．
伊藤報告によれば，伝統的な管理会計論が成立した環境は，経営規模の拡大と内部生産過程

の複雑化への対応を迫るものであった．そのような環境に適応すべく，「標準の設定」と「標
準と実績の比較」という思考に基づいて，標準原価計算と予算管理が管理会計論の中核的な計
算技法として確立された（廣本, 1993）．そこでは，既存事業の効率的な経営をいかに達成する
かが管理会計の問題であり，新規事業の創出は中心的な問題ではなかった．その延長線上に，
マネジメント・コントロールの理論も発展してきたため，既存の事業戦略の円滑な実行にマネ
ジメント・コントロールも焦点が合わされてきたと伊藤報告は指摘する．
「両利きの経営」は，既存事業の効率的な実行と新規事業の創出の両立をはかるものだと伊
藤報告は理解している．両利きの経営の端緒となったMarch (1991)は，組織の持続的発展のた
めには，既存知識の活用と新知識の探索の両立が重要であると指摘している．既存知識の活用
と新知識の探索は，資源配分という観点からはトレードオフの関係にあり，どちらかに偏りが
ちである．両利きの経営の観点からすると，従来のマネジメント・コントロールの理論は，既
存事業の効率化や既存戦略の実行に焦点が合わされてきたため，既存知識の活用の方に偏りが
ちであり，理論的に新知識の探索について充実させる必要がある，というのが伊藤報告の問題
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意識である．
この問題意識に基づいて，新知識の探索に有用なマネジメント・コントロールの理論を充実

させるため，伊藤報告が採用した研究戦略が，スタートアップ企業におけるマネジメント・コ
ントロールの検討である．スタートアップ企業の場合，定義からして既存事業が存在せず，既
存知識の活用よりも新知識の探索が中心となる．このように考えるならば，スタートアップ事
業におけるマネジメント・コントロールの検討は，既存知識の活用に偏ったマネジメント・コ
ントロール理論のバランスを整えることに寄与すると伊藤報告は考える．
伊藤報告によれば，スタートアップは一般的に「新事業あるいは新業態で急成長し，市場開

拓フェーズにある企業や事業」と理解されており，伊藤報告においてスタートアップ企業とは
①従来の企業が手を付けていなかった革新的な製品・サービスやビジネスモデルに果敢に挑戦
し，②それを通じて急成長を目指す企業，と定義されている．
このようなスタートアップ企業では，事前には何が正しい答えなのか誰もわかっていない状

況で，市場と対話しつつシナリオを創り出していくことが求められており，新知識の探索が重
要であると伊藤報告は主張する．そのようなスタートアップ企業のマネジメント・コントロー
ルを検討する際に，伊藤報告が参照しているのがリーンスタートアップの考え方である．リー
ンスタートアップは，スタートアップ企業の勝ちパターンを体系化した手法である．
リーンスタートアップの方法論と思考様式の根底には，成功確率が低く正解の分かっていな

い状況で適切な回答を導き出すためには，試行錯誤の回数を増やすしかないという考え方があ
る．できるだけ多くの失敗を小さなコストで短期間に繰り返すことで，失敗からの学習を促進
しようという考え方である．
従来のマネジメント・コントロールと探索志向のマネジメント・コントロールでは，計画と

実績の差異の意味が根本的に異なると伊藤報告は指摘している．従来のマネジメント・コント
ロールでは，差異の意味は「解決すべき問題が生じている」であり，シナリオ（計画）に実績
をあわせることが求められ，一次の学習が促進される．探索志向のマネジメント・コントロー
ルでは，差異の意味は「当初の仮説が誤っていた」であり，実績によってシナリオが書き換え
られ，高次の学習が促進される．
伊藤報告は，両利きの経営と従来のマネジメント・コントロールを対比し，リーンスタート

アップの考え方をマネジメント・コントロールの観点に引き寄せて考察することで，失敗から
の学びを促進するマネジメント・コントロールの役割に注目する必要性を指摘している．この
重要な指摘とともに，伊藤報告は，知識の活用と探索を同時に行う両利きの経営を実現するた
めには，多様で複雑な組織活動の共通言語として，会計情報の整備・活用が不可欠であり，そ
のための理論体系の拡張が必要だと主張する．

3. マネジメント・コントロール概念に関する試論

マネジメント・コントロール概念には，言葉のつながりとして他のコントロール概念とは異
なる点がある．例えば，オペレーショナル・コントロールやタスク・コントロールを例にとる
と，オペレーショナル・コントロールはオペレーションをコントロールする活動として，タス
ク・コントロールはタスクをコントロールする活動として読み取ることができる．インプッ
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ト・コントロール，プロセス・コントロール，アウトプット・コントロールなども同様に，「コ
ントロール」の前に置かれた修飾部（例えばインプット）をコントロールする活動として自然
に理解することができる．
マネジメント・コントロールも，近縁のコントロール概念と同様に，マネジメントをコント

ロールする活動として理解することで多くの可能性が拓かれるのではないかというのが，本節
における試論の主旨である．結論を先取りすると，マネジメントをコントロールする活動とし
て理解することで，階層組織の枠にとらわれずマネジメント・コントロールの可能性を探究す
る展望が拓かれる．
マネジメント・コントロールを，マネジメントをコントロールする活動として理解するため

には，「マネジメント」と「コントロール」の意味を明確にすることが必要である4．そこで，
本節では「コントロール」について Hoskin and Macve (1994)に依拠しながら，歴史的起源をた
どることでその意味を明確にする．そのうえで，語源的に「マネジメント」の意味を一般化し
たうえで，新しいマネジメント・コントロール概念の可能性について検討する．

3.1 コントロール概念の出自と本質
コントロールについて Hoskin and Macve (1994)は，「監査」とともに，その出自が中世に新

しく造語されたラテン語にあり，両者は密接に結びついていると指摘している．本節では，コ
ントロールに関する Hoskin and Macve (1994)の歴史理解を紹介することで，新しいマネジメン
ト・コントロール概念を提示する準備とする．
コントロールという言葉は，1220年頃のイギリス宮廷で用いられた「対応-表」（counter-roll

ラテン語では contra-rotulus，フランス語では conter-rolle）を起源にもっている．対応-表は，も
ともとの一次資料を単に複製模写したものではなく，すでに複写され保持されている一次記録
を要約し照合するという目的のために導入されたものであった．

Hoskin and Macve (1994) によれば，コントロールという言葉は，会計の文脈から誕生した．
1200年頃のイギリス宮廷では，王国の財政に関する取引は，記録が正確であるように，大蔵表
(the Treasury Roll)と大法官表 (the Chancery Roll)の二つに同時に記録されていた．1220年頃に
は，大蔵表と大法官表に加えて「第三の表」(third Roll)への記録が行われるようになり，これ
がコントロールの語源となった対応-表であるとHoskin and Macve (1994)は考えている．
この第三の表は，「王国の法と王の秘密」(the Laws of the Realm and the secrets of the King)を

記録するものであり，大蔵表と大法官表とは異なるものであった．第三の表は，手続き上の基
本規則を記述し，重要な取引および関連する意思決定を要約したものであった．これらによっ
て，第三の表は全般的状況として本来あるべき姿を行間に示し，同時に生まれた監査という社
会的手続きと組み合わされることで，権力の新しい形態となったと Hoskin and Macve (1994)は
主張している．
中世のイギリス宮廷で誕生したコントロール概念の起源から，コントロールの出自が社会的

な関係をめぐるものであり，コントロールが「本来のあるべき姿」を示すものであることを
確認することができる．「本来あるべき姿」は明示的に記述されているとは限らない．コント
ロールの出自からすると，要約されたなかに，つまりは行間から本来あるべき姿は読み取られ
るべきこととなる5．ここから，明示的あるいは暗黙裏に「本来のあるべき姿」を示す（と読
み手に受け取られる）ことで，それを実現しようとする活動をコントロールの本質として理解

31



管理会計学 第 28巻 第 2号

することは，歴史的にも自然であることがわかる6．
タスク・コントロールが本来のあるべきタスクを実現しようとする活動であり，インプッ

ト・コントロールがあるべきインプットを実現しようとする活動であるというのは，語源にさ
かのぼっても不自然なことではない．同様に，マネジメント・コントロールを解するならば，
本来あるべきマネジメントを実現するための活動ということになり，このような理解こそが本
節で主張するマネジメント・コントロール概念の特質である7．

3.2 新しいマネジメント・コントロール概念の可能性
周知のように，マネジメントはラテン語で手を意味するmanusまで遡ることができる．そこ

からイタリア語で「馬の手綱をひくや馬を飼い慣らす」という意味の maneggiare などを経て，
英語として「扱う，調教する，指示する」という意味となり，さらに現代的な経営という意味
に転化したのがマネジメントと言う言葉である．
ここでは，マネジメントの意味について，その語源を確認することにとどめるが，マネジメ

ントの語源をたどることにより，「馬」という人間よりも大きく力の強い動物を手懐け，手綱
を取って思うように操るイメージがマネジメントと言う言葉の原点にあることが見えてくる．
マネジメントの原点となるこのイメージを，前節で提起したマネジメント・コントロール概

念にあてはめると，個々の人間よりも大きな力を発揮する組織等が正しくマネジメントされる
ようする活動がマネジメント・コントロールということになる．マネジメント・コントロール
は，正しくマネジメントするとはどのようなことか明示的あるいは暗黙裏に示し，そのあるべ
き姿を念頭に望ましいマネジメントを実現する活動である．
このマネジメント・コントロール概念では，マネジメントがコントロールの対象であり，他

のコントロール概念との差異となる．マネジメントを対象としないコントロール活動はマネジ
メント・コントロールではない．しかし，マネジメントを対象とするコントロール活動であれ
ば，マネジメント・コントロールに含まれる．このようにマネジメント・コントロールを概念
化することで，高い抽象度を保ち適用範囲を拡げつつ，その適用範囲を限定することができる．
このマネジメント・コントロール概念を採用するならば，ミドル・マネジメントをコント

ロールする活動も，製造現場の管理者をコントロールする活動も，正しいマネジメントが行わ
れるようコントロールする活動はすべてマネジメント・コントロールと呼んで良いことにな
る．同様に，価値共創プロセスのマネジメントが正しく行われるようする活動も，新事業の探
索活動を正しくマネジメントする活動も，マネジメント・コントロールである．ただし，それ
ぞれのマネジメント・コントロール活動において，コントロール対象となるマネジメントの本
来あるべき姿について明示的あるいは暗黙裏に示されている（と受け取られている）ことが条
件となる．
マネジメント・コントロールをこのように概念化することで，階層組織の内側に閉じ込めら

れていたマネジメント・コントロールを開放することになる．組織の境界線を越えたマネジ
メント・コントロールについて論じることが可能となるのである (Jollands, Akroyd, and Sawabe,

2016, 2018)．
例えば，中小企業において望ましいマネジメントが実現されるように，正しいマネジメント

の姿を示すことでコントロールする活動を，マネジメント・コントロールとして扱うことが可
能となる．このように考えることで，中小企業における正しいマネジメントをどのように記述

32



マネジメント・コントロールの展開と今日的課題

するべき（ではない）のか，また，それを実現するためにどのようなコントロール活動を行う
べき（ではないの）か，といった経験的に検証可能な命題群を導出することができる．また，
このような考え方に基づくことで，実務実践における有用性が高い知見を蓄積していくことが
期待できるのである．

4. おわりに

「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」というテーマについて，今回の統一論
題では多様性に富んだ 3つの報告を得る事ができた．これら 3報告を通じて，マネジメント・
コントロール概念について，伝統的な概念を批判的に継承しつつ，自律総合型コントロールや
文化コントロールを加味することで深い洞察が得られる展望が示された．また，研究対象とし
て，製造業の現場におけるマネジメント・コントロールや，複数の行為主体が関わって行われ
る価値共創活動のマネジメント・コントロールに，スタートアップ企業におけるマネジメン
ト・コントロールなどを扱うことで，経済社会の変化に対応して新しく重要な知見が得られる
ことが明確となった．
マネジメント・コントロールは理論的にも実務的にも急激な変化を見せている研究領域であ

り，それはマネジメント・コントロールを扱う研究が増大していることからも見て取れる．マ
ネジメント・コントロール研究は，理論的な発展の可能性も実務実践に対する影響力も決して
小さなものではない．今回の統一論題によって，概念的な拡張と研究対象範囲の拡大が進展
し，理論的研究と経験的研究の相互作用が活性化することで，マネジメント・コントロール研
究が実り多い成果をもたらすことを期待する所以である．
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注

1 Anthony (1965)のマネジメント・コントロール研究への影響について共引用分析によって検
討した尻無濱 (2011)は，研究者の関心の変化が原因となり，Anothony (1965)とは異なる概
念化がはかられてきたと指摘している．
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2 Enabling controlと coercive controlの日本語訳は多様であり定訳があるわけではない．本稿
での Enabling controlと coercive controlの日本語訳は浅田報告に従っている．同様に，本稿
における理論概念の日本語訳はとくに断りのない限り登壇者に従っている．

3 伊藤報告では，「スタートアップ」「スタートアップ事業」「スタートアップ企業」が文脈に
応じて使い分けられているが，本稿では原則として「スタートアップ企業」という用語で
統一することとする．

4 筆者は弱い社会構築主義の立場をとっている．弱い社会構築主義の立場からするといわず
もがなであるが，言葉の意味はその言葉が用いられる文脈や他の言葉や活動との関係にお
いて生成し変化していくものである．本論の考察はそのような言葉の意味が生成変化する
流れのなかでの考察であり，本試論の意義は流れのなかで他の言葉や活動とどう結びつく
かによって明らかにされていくものでしかない．

5 Hokin and Macve (1994)は，12世紀にキリスト教原典の新しい読解方法が，行間を読むもの
であったことを説明している．新しい読解方法は，一見すると矛盾している原点の節々を
注意深く集め比較することで，原典間の矛盾を調和させるもくろみを持っていた．「探し
求めることで真実を理解することができる」と考えられたことから，この読解方法はイン
クィジティオ inquisitioと名付けられた．

6 このことは会計が経営管理に用いられていたことを意味しているわけではない．第三の表
が示す本来の姿は過去の理想であり，未来を志向したものではなかった．Hoskin and Macve

(1994)によれば，会計が効率性の改善などといった目的で経営管理に利用されるようになっ
たのは 18世紀以降のことであり，ウェストポイントにあった陸軍士官学校に代表される新
しい知の権力の誕生を待たねばならなかった．

7 マネジメント・コントロールをあるべきマネジメントを実現するための活動と概念化する
と，類似の概念である企業統治 (corporate governance) との異同がどこにあるのか検討しな
ければならない．ここでは企業統治が企業を前提とした概念であるのに対して，マネジメ
ント・コントロールはマネジメントに重点をおいた概念であることの指摘にとどめ，本格
的な検討は別の機会に譲ることとする．
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自律創造型コントロールと会計担当者の役割
―コマツの事例から学ぶ―

浅田拓史
＜論壇要旨＞
本稿では，株式会社小松製作所における経営改革の事例を手がかりとして，自律創造型コントロール

(enabling control) の視点から，コントロールのあり方が会計担当者の役割にどのような影響を与えるのか
について考察する．自律創造型コントロールの下では，経営者と従業員のそれぞれの視点から見た透明性
を実現するために，両者を媒介する会計担当者の役割が重要となる．そこで求められるのは，両者の間で
情報を変換する翻訳者としての役割だけではなく，現場マネジャーに情報の使い方を教育し，より使い勝
手の良い情報を提供するようなコントロール・システムを開発する役割が重要となる．このようにして，
自律創造型コントロールの下では，より高度な会計専門家としての役割が求められるようになることを論
ずる．
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accountants in enabling control.
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1. はじめに

「コントロール」のあり方が問われている．知識労働者の増加によって，従来型の上司によ
る命令とそれへの準拠性評価に基づくコントロールは，その問題点を露にしつつある．代わっ
て，従業員が創造性を発揮することを支持するようなコントロールのあり方が注目を集めてい
る．このような，従業員に自律性や創造性を発揮させるコントロールのあり方は，委譲される
権限を単に拡大することとは異なり，適切な情報を付与することで，一定の方向性のもとに従
業員が自律性と創造性を発揮することを可能とする．従業員の視点から見たコントロール・シ
ステムの使い勝手 (usability)という視点が加わることになる点に大きな特徴がある．
コントロールのあり方が変わることは，経営者と従業員の関係に変化を与える．ひいては，

会計情報を用いて両者を媒介する役割をはたしている会計担当者の役割にも変化を与えるもの
と考えられる．そこで本稿では，株式会社小松製作所（以下「コマツ」という）の事例を手が
かりに，「自律創造型コントロール (enabling control)」の枠組みの下で，会計担当者の役割がど
のように変化しうるのかについて考察したい．
本稿の構成は以下のとおりである．2.では議論の前提となる概念枠組みについて簡単に整理

したい．特に，自律創造型コントロール，管理会計知識，透明性，会計担当者の役割といった
先行研究で論じられてきた問題について，本稿の研究課題との関連において簡潔に述べる．3.

では，リサーチ・サイトならびに本稿の前提となるフィールド調査の概要について簡潔に述べ
る．4.ではコマツにおける SVM管理の生成プロセスを，SVM管理の自律創造型コントロール
としての特徴と会計担当者役割に焦点をあてつつ整理する．5.では事例を踏まえ，自律創造型
コントロールが会計担当者の役割にどのような影響を与えるのかについて論じる．6.では本稿
で得られた知見を簡潔に総括する．

2. 自律創造型コントロールと会計担当者の役割

2.1 自律創造型コントロールと透明性
自律創造型コントロールという分析枠組みは，Ahrens and Chapman (2004)によって，組織の

官僚制の形式に関する Adler and Borys (1996)の枠組みをコントロール・システムに援用する形
で生み出された．この枠組みは，コマンド・コントロールを重視する機械的組織か組織成員の
自律性を重視する有機的組織かという伝統的な 2分法では理解が難しいような，コントロー
ル・システムが柔軟性と効率性のバランスをいかに実現しうるかという問題を扱う諸研究に大
きな影響を与えてきた（西居・近藤 2015）．
自律創造型コントロールは，その対極として指示強制型コントロール (coercive control)を想

定している．これ自体について，明確に概念ないし構造要件が規定されているわけではない
が，後述の 4つの設計原理のすべてが否定されるような極端な状況を指すものと考えられる．
現実的には，そのような状態は必ずしも多くないと考えられるが，自律創造型コントロール自
体が，指示強制型コントロールから「完全な」自律創造型コントロールの間の連続的な状態を
指していると理解できよう．したがって，特定のコントロール実践が自律創造型か否かという
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ことは実践的に意味のある問いではなく，むしろ，どの程度それが自律創造型なのかというこ
とを 4つの設計原理に照らして判断する必要があろう．
澤邉 (2011)は，「創発力（新たな知識や活動を生み出す力）」の源泉を生み出すようなコント

ロール・スタイルをクリエイティブ・コントロールと呼んでいる．自律創造型コントロールも
また，このようなクリエイティブ・コントロールの一つの側面を概念化したものであると理解
できよう．自律創造型コントロールは，一定の方向性を示しつつも従業員の自律創造性を助け
ることで，組織的な創発力を強化することを目指していると考えられる．

Ahrens and Chapman (2004)によれば，Adler and Borys (1996)が提示する自律創造型アプロー
チ (enabling approach)を規定する構造上の要件（ないしは設計原理）は 4つあり，これらがそ
のまま自律創造型コントロールの構造上の要件となる．第一に，修復可能性 (repair)は従業員
が利便性を向上させるために，（会計などの）組織的なルールについて生じる具体的問題につ
いて積極的に議論することが奨励されることを意味する．彼らは，変動費や固定費，直接費や
間接費といった原価要素が可視化されることで，現場従業員が組織的なプロセスを効率的に
修復し，関係する会計構造を更新することが可能となると述べている．第二に，内的透明性
(internal transparency)は，従業員に対して内的プロセスの可視性を高めるような情報を提供す
るように，質量ともに適切な情報を提供するということを意味する．その例として，差異が現
業管理において意味のあるような分類ごとに計算されることなどが挙げられている．第三に，
全組織的透明性 (global transparency)は，個々の従業員が自らの職務を行っている全体的な組織
的文脈についての可視性であるとされる．予算管理において，多くの現場従業員は，限られた
範囲の予算情報しか与えられないが，遂行する職務の優先順位付けなどおにおいて，協働する
他部門の予算情報が有用な情報となる．第四に，柔軟性 (flexibility)は組織メンバーのコント
ロール・システムの利用に関する裁量を意味するとされる．
修復可能性や柔軟性は一定の権限が従業員に付与されることで実現されるが，内的透明性や

全組織的透明性という概念はそれほど容易ではない．経営者が見たいものと従業員が見たいも
のの間には一定のズレがあるために，単に経営者がもつ情報を従業員に与えるだけでは透明性
は改善しない．このとき，自律創造型コントロールの分析枠組みにおける透明性は，従業員の
視点から見た透明性であるということに留意が必要である．このような透明性を確保するため
には，あくまで従業員にとって使い勝手の良い情報をコントロール・システムが提供している
必要がある．
透明性は経営者と管理者や従業員の間の相互作用の中で作られていくといえる．山本 (2013)

はアカウンタビリティを「自己の行為を説明し，正当化する義務であり，説明者は懲罰を受
ける可能性をもつもの」と定義している (49)．アカウンタビリティが説明者と説明を受ける者
（被説明者）という二つの存在を前提として，両者がどのような関係性を有しているかによっ
て決まる（山本，2013: 52）とすれば，説明すべき対象についての二者間で共有された理解が，
説明という行為によって担保される透明性の質に決定的に影響を与える．そうであるならば，
透明性はコントロール・システムの生成・変化プロセスの中で，経営者と従業員との相互作用
を通じて形成され（続け）ると考えられる．
先行研究は自律創造型コントロールの設計原理としての透明性が，完全に事前に設計するこ

とが困難であることを示唆している．いくつかの先行研究においては，コントロール・システ
ムの構築プロセスを通じて透明性が高められていくことが指摘されている．例えば，Wouters
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and Wilderom (2008)は，既存の仕組みや現場知識を活用するために，従業員を巻き込み，試行
錯誤を行うことが自律創造型コントロールの構築にとって有益であると述べている．Woutrers

and Roijmans (2011)は，情報利用者である従業員と会計担当者がともに主体的にシステム構築
に関与しつつ試行錯誤を行うことが，自律創造型コントロールの構築に必要な知識統合を可能
としたと述べている．Englund and Gerdin (2015) の事例研究では，経営者によって示された高
い目標が自律創造型コントロールのきっかけとなっており，単に従業員の視点を重視すること
が自律創造型コントロールの構築に寄与するわけではないことを示唆している．
コントロール・システムの設計に関してトップの意図と従業員の認識にはズレが生じる

(Tessier and Otley, 2012)．このようなズレを理解するためには，トップの意図と従業員の認識を
異なる概念で捉えることが不可欠である．浅田 (2019)では，現場マネジャー・従業員の認識す
る透明性を「上方透明性」，トップから見た透明性を「下方透明性」と呼んで区別している．従
来，透明性という言葉は，管理会計の文脈においては，従業員から説明を受ける立場にある経
営者の視点から見た（下方）透明性を主に指していたと考えられるが，自律創造型コントロー
ルの枠組みの下では，透明性とは従業員の視点から見た（上方）透明性であることに留意が必
要である．
経営者と従業員の視点の交換・相互作用を通じて透明性が作られるならば，会計担当者の役

割はますます重要になる．会計担当者が両者の関係を媒介しつつ，会計専門家としてコント
ロール・システムの設計と運用に主体的な役割を果たすことができなければ，自律創造型コン
トロールにおいて求められる透明性を実現することは困難であるからだ．自律創造型コント
ロールのもとでは会計担当者には透明性を高めるための役割が強く求められると考えられる．

2.2 管理会計知識の創造と自律創造型コントロール
創発力の源泉を生み出すようなコントロールのあり方やそのもとでの会計担当者の役割につ

いて考察するためには，管理会計の知識がどのようなものかを明らかにする必要がある．修復
可能性，（内的・全組織的）透明性や柔軟性を高めるということは，経営者や従業員が管理会
計知識をもち，これを創造することにより積極的に関与するようになることを意味する．それ
では，これまで会計担当者が主に扱ってきた管理会計の知識とはどのようなものか．
新制度派組織論の制度理解を援用して，制度進化パースペクティブを提唱する澤邉 (2006)

は，制度（としての管理会計）を｛目的，状況，手段｝の組み合わせとして理解している．こ
のような理解は，必ずしも共有された当然の前提としての制度ではない管理会計の知識一般に
ついてまで拡張可能である．すなわち，管理会計の知識を，「一定の状況下において，ある道
具を，一定の方法で用いることにより，特定の目的のために利用すること」を規定するものと
捉えるのである．
知識の概念規定に関して，戸田山 (2002)によれば「紀元前四世紀から二十世紀まで二三○○

年以上も，知識は『正当化された真なる信念 (justified true belief)』として捉えられてきた」(p. 4)．
知識には，命題知・事実知 (know-that)，技能知 (know-how)，何であるかの知 (know-what)，それ
がどのようであるかの知 (know-what-it-is-like)といった様々な種の知識があることが知られて
いる (ibid., pp. 5–7)．管理会計知識には，「固定費とは操業度に比例的に増減しない費用である」
とか，「労務費は固定費である」といったようなある種の命題知・事実知を含んでいる．他方，
管理会計知識には，「固定費を削減するためにはどのようにしなければならないか」というよ
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うな技能知としての側面もある．
このような管理会計知識の特徴は，複合的な性質をもつという点にある．管理会計知識は利

益や費用などといった財務的数値と強く関連しているが，他方で，技能知としての側面を持つ
がゆえに，ものづくりやサービス提供の現場の活動とも密接に関連している．ある状況下で
「固定費を削減する」ことが収益性向上のために望ましいと理解されていたとしても，それを
どのような手段で実行するのかということには，具体的な現場での活動の変化が伴う．管理会
計知識には，「固定費を削減する」といった会計的言明だけでなく，それを実行するための具
体的施策（行動計画），現場での行動についての記述を含んでいると理解すべきである．マネ
ジメント・コントロール・システムに関する議論においては，このような具体的な行動のコン
トロールに関する議論が行われてきており，近年このような行動計画設定に焦点が当たりつつ
ある (Merchant and Van der Stede, 2003; Malmi and Brown, 2008)．
また，コントロール・システムが現場知識と深く関連していることはこれまでも論じられて

きた．例えば Vaivio (2004)は公式的な管理機構が，文脈特殊的な洞察を体系的に明確化するこ
とによって，現場知識の生成を助けると述べている (44)．もちろん，管理会計知識は従業員が
完全に自由に変化させることができるわけではない．経営者は，従業員の管理会計，知識が正
当化される文脈（正当化基準）を与えることができる（浅田ほか，2013）．
コントロールのあり方は，このような管理会計知識のあり方をも規定することになる．すな

わち，自律創造型コントロールでは管理会計知識の多くは従業員が変化の主体となるのに対し
て，指示強制型コントロールでは管理会計知識は経営者が独占的に管理することになる．従業
員が管理会計の知識を生成する力は，その源泉を生み出すコントロールのあり方に大きな影響
を受けるのである．

2.3 会計担当者の役割
上述のように，自律創造型コントロールのもとでは，その設計原理である（内的・全組織的）

透明性の形成において，経営者の視点と従業員（現場）の視点の相互作用が重要となる．そし
て管理会計知識を従業員が自律創造的に生み出すことができるように，コントロール・システ
ムから適切な情報が従業員に提供されなければならない．コントロール・システムのあり方が
自律創造型コントロールへと変化する中では，これまで管理会計知識の生成と蓄積に主体的な
役割を担ってきた会計担当者の役割はどのように変化するのだろうかということが本論文の焦
点である．
ここでいう会計担当者は会計専門家として，予算管理（会計）を基軸とした経営管理サイク

ルの運用に主体的な責任を負う人々を意味している．会計担当者は会計専門家としてコント
ロール・システムの運用に責任を負い，経営管理サイクルの中で経営者から現場マネジャーま
で多くの人々に対して適時に適切な会計情報を提供する責任を負うことになる．
会計担当者が担う役割は多様であり，先行研究では様々な議論が行われてきた（Hopper,

1980; Mouritsen, 1996 ほか）．特に近年では，経営環境の変化を背景として，経営者のパート
ナーとしての会計担当者の役割に焦点が当てられ，ビーン・カウンター (bean-counter) や番犬
(watchdog)といった否定的なニュアンスをもつものから，ビジネス・パートナーへと変化しつ
つあることが繰り返し指摘されてきた（Friedman and Lyne, 1997; Russel, Siegel and Kulesza, 1999;

Burns and Vaivio, 2001; Burns and Baldvinsdottir, 2005; Yazdifar and Tsamenyi, 2005; Järvenpää 2007;

41



管理会計学 第 28巻 第 2号

Graham, Davey-Evans and Toon, 2012 ほか）．また会計担当者の役割は，国や地域ごとの文化的
な背景に影響を受けるということも指摘されてきた（Ahrens and Chapman, 2000; Goretzki and

Strauss, 2017ほか）．
わが国においても，管理会計担当者の役割について様々な考察が行われてきた（福田，2003,

2006, 2007, 2010ほか）．福田 (2010)は，AICPA会員に対する質問票調査を通じて，戦略変更の
組織的経験が管理会計担当者の役割に影響を与えることを明らかにしている．また福田 (2007)

は，東証一部上場の製造業に対する質問票調査を通じて，管理会計担当者に必要とされる知
識・スキルが，昇進によって，基本的な管理会計スキルや財務・分析的なスキルからマネジメ
ント・スキルや事業に関する知識へと変化していく可能性を指摘している．これは会計担当者
と言っても，その役割は一様ではなく，職位によって変化することを示唆するものである．
このように，先行研究では様々な要因が会計担当者の役割に影響を及ぼすことが示されてき

た．これらを踏まえつつ，本稿ではコントロール・システムのあり方やその変化が会計担当者
の役割にどのような影響を与えるのかについて考察したい．特に，自律創造型コントロールに
着目する中で，従業員のパートナーとしての会計担当者の役割に焦点をあてる．本稿では，コ
マツの事例を手がかりに，自律創造型コントロールが会計担当者の役割にどのような変化を与
えるのかを論じたい．

3. リサーチ・サイトと調査の概要

コマツは，主に建設・鉱山機械や産業機械などの開発・製造・販売を行う企業である．2019

年 3月期の連結売上高は 2兆 7,252億円，連結従業員数は 61,908名であり，建設機械の世界市
場では 2位の市場シェアをもつ．コマツでは，建設機械需要の低迷を受けた営業赤字の中で，
2001年に社長に就任した坂根正弘氏の下で「構造改革」と呼ばれる経営改革を断行した（坂根
2009, 2011ほか）．この構造改革を実行するために，主に固定費水準の劇的な改善を目的とし
て，SVM (Standard Variable Margin)管理と呼ばれる新しいコントロール・システムを導入した．
SVM管理は，従前の全部標準原価計算を基礎としたコントロール・システムに代わって，現
在もコマツの経営管理の基本的枠組みとして運用されている．
同社の調査は，管理会計システムの変革を伴う全社的な経営改革のプロセスを明らかにしよ

うとする調査研究プロジェクト（代表：上總康行・京都大学名誉教授）の一環として行われた．
研究成果の一部はすでに公刊されており，研究プロジェクトの全体像はそちらをあわせて参照
されたい（浅田・上總，2015;浅田・吉川・上總，2016;浅田・柊・吉川・上總，2018;吉川・浅
田・上總，2018など）．フィールド調査に要した時間は約 40時間であった．本社並びに国内外
の主要な製造拠点において，トップ・マネジャーから開発・生産・会計部門の現場マネジャー
に至るまで，幅広い職域・職階の組織メンバーに対してインタビューを実施しており，インタ
ビューは，正確性を期するために，原則として許可を得たうえで録音し，調査後に速やかに書
き起こしを行った．このようなフィールド調査に加えて，コマツに関する公表資料や書籍・論
文等の文献調査を実施している．
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4. コマツの SVM管理と透明性

4.1 SVM管理の基本構造
SVM管理は，米国の合弁子会社において固定費と変動費を分離して管理する直接原価計算

の管理会計実践から着想を得たものであった．米国子会社での経験をもとに，坂根氏がその導
入を決め，その実務の指揮を野路國夫氏（元社長・元会長）が担う形で導入された．

SVM管理の第一の特徴は，構造改革において主要な削減目標となった固定費金額を部門別に
明らかにするために，変動費と固定費を峻別する直接原価計算の構造を備えている点にある．
表 1は SVMの計算構造を簡潔に示したものである．コマツでは固定費を CC (Capacity Cost)と
呼び，部門別の予算管理を行う中で，その水準の維持・低減に努めている．

表 1 SVMの計算構造

（出所）調査時入手資料より筆者作成

SVM管理の第二の特徴は，変動費について，標準原価計算と同様に期中一定の「基準額」を
定めている点にある．コマツでは従来から標準原価計算をきわめて丁寧に実践してきた．変動
費の「標準」は，SVM管理の導入時に，後述するように前年 12月末の実績額を適用すること
とルールを変更したため，いわゆる『原価計算基準』上の標準ではない．そのため，本稿では
（基準）変動費と呼んでいる．そして，売上高からこの（基準）変動費を控除したものが SVM

と呼ばれ，売上高に対する SVMの割合を SVM率と呼ばれている．この SVM率をある割合に
維持・向上することが，SVM管理の要諦である．
生産現場では，（基準）変動費である SVC (Standard Variable Cost)と実際原価との差額であ

る原価差異は OVCIIと呼ばれ，CCと同様に主要な管理対象となっている．工場の原価改善は
OVCIIとして把握され，営業部門では期初に決定された基準額に基づいてSVM（率）を向上さ
せることが求められる．これによって原価改善の成果が営業部門の安売りを誘発することを防
止している．
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4.2 コマツにおける SVM管理の導入と透明性の向上
様々な部門・階層の従業員を対象にした調査においては，SVM管理の導入によって，コン

トロール・システムから得られた情報について，彼（女）らの使い勝手 (usability)が向上した
ことがうかがわれた．特に，（上方）透明性という点についてみれば，いずれも顕著な変化が
生じていた．
例えば，SVM管理は全社業績に対する自部門の貢献の明確化（全組織的透明性の向上）と

いう効果を生み出した．あるマネジャーは以下のように述べている．

［SVM管理導入以前は］自分のやっている改善が会社の業績に寄与しているのかが見えに
くかった．（2014年 10月 27日，大阪工場，生産部門上級マネジャー）

これは，坂根氏が構造改革を実施するうえで，各部門の固定費水準を把握することの必要性
から，SVM管理を導入したことと符合している．直接原価計算のもとで配賦計算を廃したこ
とで，各部門での固定費の責任原価が明確となり，その改善額が組織の業績として明らかにさ
れるようになった．各部門における改善活動がどのように全社的な業績に寄与したかが，固定
費改善額として明確になった．
また変動費の面でも，実績額を基準額としたことで，そこからの原価改善がそのまま原価差

異として把握されることで，自部門の改善が全社的な業績に与える影響が分かりやすく示され
るようになった．

SVM管理の導入は，対応すべき課題についての可視性（内的透明性）を向上させた．例え
ば変動費について原価差異をOVCとして管理することが，従業員の使い勝手の向上に寄与し
たとの意見も聞かれた．この点について，あるマネジャーは以下のように述べている．

［建機は］ひとつの車体として売るわけじゃないですか．すべての部分がいろいろ変動し
ていくわけですよ，いろいろな要因で．だから，一個一個の原価があって，昔の SVC管
理というやつですが，それよりはこれはいくらだと決めてもらってですね，動いた分だけ
管理していくっていうことは，動いた分だけを抽出していけばいいわけでしょ．そこは過
去の SVC管理，一個一個の部品をすべて見ないと分からないというのではなくて，動い
たところだけをチェックしていくということに注力できますから，管理としては OVC管
理というのは，僕は，間接業務簡素化になると思います．…月々のマネジメントのやり方
も変わりましたんで．（2014年 10月 27日，大阪工場，生産部門マネジャー）

変動費と固定費という切り分け自体も，従業員の会計情報の使い勝手向上に寄与している．
変動費や固定費という視点を使って，他の工場などとの比較を通じて改善点を明らかにした
り，改善手法を共有したりといったことが行われるようになった．あるマネジャーは，以下の
ように述べている．

本当のものづくり，SVCの実力と，あるいは本社も含めた固定費の部分というふうに見方
を切り分けられたということで，じゃあ SVCのもしレベルが悪いなら，材料費ですとか
改善しないといけない．そうじゃなくて固定費，本社とか売上の中で固定費の占める割合
がほかよりも何ポイントうちのほうが高いというところから，じゃあそこをスリム化して
いこうということにつながっているかと思います．（2016年 5月 23日，粟津工場，生産部
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門マネジャー）

このように，構造改革において経営者の意思決定を支援することを目的として導入された
SVM管理は，現場の従業員にとっても使い勝手の良い（上方透明性の高い）仕組みとなって
いる様子が見て取れた．

4.3 SVM管理導入と会計担当者の役割
SVM管理の導入自体は，坂根氏の指示のもと，野路氏が陣頭指揮を執って行われた．その

意味で，トップダウン型の管理会計の変革であったと言ってよいだろう．しかし，そのプロセ
スにおいて，会計担当者が果たした役割には注目すべき点がある．
第一に，会計担当者は経営者と現場マネジャーを媒介し，経営者の意図と現場の認識をすり

合わせる作業を行っている．坂根氏の行った構造改革において導入された SVM管理の主たる
目的は，経営者が自ら短期利益計画を行うことを容易にすることと，部門別の固定費水準を明
らかにすることであった．言い換えれば，経営者の視点から見た（下方）透明性を高めること
がその目的であった．このような経営者の意図を実現しつつ，現場にとって使いやすい仕組み
にするために，会計担当者は現場マネジャーに丁寧な説明を行いつつ，必要な変更を行った．

SVM 管理の導入は，従来の管理の枠組みを大幅に変化させることになるため，現場マネ
ジャーの視点から見れば，様々な課題が生じる．例えば，何を変動費とし，何を固定費とする
のか，どの項目がその部門の責任原価となるのか，といったことについて，全世界の工場で統
一的なルールを作り上げることは容易ではない．国や制度の差などから様々な意見の対立が生
じる問題であった．このような問題について，説明会や社内ネットワークを通じたQ&A，様々
なコミュニケーションを通じてひとつずつ解決する作業を担ったのが会計担当者であった．
このようなすり合わせ作業の中で，会計担当者が行ったことの一つが，新しい「標準原価」

の設定である．従来は技術的観点から目標とすべき標準を設定していたのに対して，前年 12

月末の実績値をそのまま標準原価とするというように改訂を行った．多くの会計担当者が工場
勤務経験がある中で感じていた，達成困難な原価標準の設定がモチベーションの低下を招くと
いう事態を，SVM管理の導入にあわせて修正したのである．

SVM管理の導入は会計担当者と現場マネジャーの関係にも少しずつ変化をもたらした．例
えば，現場マネジャーが会計情報を，会計部門のサポートなく理解し，管理を実践できるよう
になるという変化も見られた．あるマネジャーは以下のように述べている．

それこそ以前は経理の人たちしか分からなかったのが，管理部の人たちも分かるように．
（中略）こうやって，この 50［歳］とか 60［歳］とかの現法の主幹者の人たちが，この管理
ができるようになったのは，このシステムになってからだと僕は思う．昔のやつでやって
いたら，多分経理の人たちだけで．（2014年 12月 17日，大阪工場，総務部門マネジャー）

このマネジャーが述べているように，従来の会計情報は，それを現場マネジャーが理解でき
るように会計担当者が情報の変換（「翻訳」）を行っていた．SVM管理の導入によって，現場
マネジャーにとっての会計情報の理解可能性が高まったことがうかがわれた．
このような現場マネジャーにとっての会計情報の理解可能性の高まりによって，現場マネ

ジャーが自ら会計情報を使って，現状を改善するための議論を展開できるようになったとい
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う．あるマネジャーは以下のように述べている．

現行のモデルがどのぐらいの SVM率だから，今度はその販売値を上げて SVMを稼ぐの
か，それともコストのほうを頑張って SVM率上げるのかっていうようなことは常に議論
しています．（2015年 9月 17日，本社，経理部門マネジャー）

また，SVM管理の導入は，現場マネジャーが自ら会計情報の背景を分析するようになると
いう変化をももたらした．あるマネジャーは以下のように述べている．

経理が，例えばですけども理論計算をしてこういう見込みになるはずだっていうのを出し
て，「それとこんだけ違うのどうして？」って聞くんですけども，大体それって理解され
ないんです，現場の方には．ただ今だとこういう数字が出ていますと．それで「ここにこ
ういう差があるけどもこれ何？」って聞いたら今，現場の方，（中略）現場のほうでも分
析していますので，そういうのがちゃんと出てくるようになりました．ですから現場のほ
うにもそういう考え方が浸透していて，皆さんどうしたらこういう差が出てくるのか，あ
る程度もう分かっているっていうことは，だいぶシンプルになったおかげだとは思いま
す．（2014年 12月 17日，大阪工場，経理部門マネジャー）

このように現場マネジャーにとって内的透明性を向上させた結果として，SVM管理の導入
は会計担当者（経理）と現場マネジャーの関係に変化を与えている．会計情報の分析の一部を
現場マネジャーが自律的に行うようになったのである．

5. 自律創造型コントロールと会計担当者の役割の変化

4.で述べたように，コマツにおける新しいコントロール・システムの導入は，自律創造型コ
ントロールの視点から見たとき（内的・全組織的）透明性を高める結果となった．このような
事例を手がかりとして，自律創造型コントロールが会計担当者の役割にどのような影響を与え
るのかを検討することが本稿の課題であった．

5.1 従業員のパートナーとしての会計担当者
2.3で述べたように近年の会計担当者の役割についての議論は，ビジネス・パートナーすな

わち経営者のパートナーとしての役割を強調するものであった．会計という専門化された領域
にとどまることなく，経営環境を俯瞰し戦略立案に寄与する役割が必要とされているという議
論である．
一方で，Mouritsen (1996)が指摘するように，会計担当者の役割は，経営者だけではなく現場

マネジャーとの関係において規定される．その意味で会計担当者は従業員のパートナーとして
の側面を持つ．会計担当者は，経営者のニーズにこたえる（下方透明性を確保する）だけでは
なく，従業員のニーズにもこたえる（上方透明性を確保する）ことが自律創造型コントロール
において不可欠であり，経営者と従業員の両者のパートナーである必要がある．
本稿の事例では，SVM管理という新しいコントロール・システムにおいて，SVCや CC, OVC
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などがどのように決定され，どのような意味を持つのかについて，会計担当者は丁寧に現場マ
ネジャーに対して説明していた．また SVM管理の導入後には，原価削減の具体的な事例につ
いて，他部門に情報提供を行う役割を会計担当者が果たしている場合もあることが明らかに
なっている．ここに，コントロール・システムから生み出される会計情報の意味や使い方を現
場マネジャーに伝える会計担当者の「教育者 (teacher)」としての役割が見て取れる．
自律創造型コントロールにおいては，会計情報を直接的に理解し，分析し，行動計画へと展

開する主体が現場マネジャーになる．そのもとでは，会計担当者が単に「翻訳家」として，会
計情報の意味を他の従業員に説明するだけでは不十分である．従業員が自ら理解・分析できる
ように，能力を育成することも重要な役割となる．事例では，新しいコントロール・システム
の導入において丁寧な教育プロセスがとられていた．このことが，従業員の能力育成を助けた
側面もある．
本稿の事例では，透明性を高めるために，会計担当者はコントロール・システムの設計にも

積極的に関与していた．工場での勤務経験をもつ会計担当者は，現場が抱える問題にも明る
かったために，どのように変化させるべきかについて十分な見識を持っていたことがこの背景
にある．会計担当者は，単に経営者の指示に従って，経営者の要求するコントロール・システ
ムを設計するだけではなく，経営者のニーズと現場マネジャーの使い勝手の良さを同時に追求
するような役割を果たしていた．
このような，いわば会計知識の「開発者 (engineer)」としての役割は，自律創造型コントロー

ルの下ではより重要性を増していくと考えられる．先行研究では，自律創造型コントロールの
設計プロセスにおいて，試行錯誤 (experimentation) の重要性が指摘されている．試行錯誤は，
従業員のコミットメントを改善するという行動的な効果だけでなく，「その置かれた状況にお
いて，より信頼でき，妥当であり，そして，理解可能であるというものに業績指標が達するう
えで不可欠の役割を担う」(Wouters and Wilderom, 2008: 508–509)とされる．このように，試行
錯誤のプロセスを通じて，上方透明性が向上されるが，そのためにはコントロール・システム
の全体像を理解した会計担当者が関与する必要性は大きい．
このように，自律創造型コントロールの下では，会計担当者は従業員のパートナーとして

「教育者」や「開発者」としての役割を担っていくことになる．それは単に成果となる数値を
集計した報告書を作成するビーン・カウンターではなく，現場マネジャーと経営者の間の情報
の変換作業だけを行う「翻訳家」でもない，より高度な会計専門家としての役割である．

5.2 会計担当者に求められるもの
このように，自律創造型コントロールの設計と運用において，会計情報を現場マネジャーが

どのように使っているのかを知り，課題を発見し，それを解決していくことを通じて，コント
ロール・システムの改善に寄与することが，会計担当者により一層求められる．常に関係状況
が変化する中で，このような役割を担う会計担当者がいなければ，自律創造型コントロールを
維持することは難しいだろう．

2.1で述べたように，透明性は説明されるべき対象について，説明する側（従業員）と説明
を受ける側（経営者）との間で視点が共有されることで実現される．コントロール・システム
である以上，経営者が見たいものを見せる（下方透明性を高める）ことは不可欠であるが，そ
れだけでは現場マネジャーの視点から見た上方透明性を高めることにはならない．下方透明性
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と上方透明性を同時に実現するために，両者をすり合わせつつ，コントロール・システムの設
計に会計専門家として関与することが，会計担当者にはより求められるようになると考える．
事例が示すように，現場の管理実践とその問題を熟知した会計担当者が，課題解決に深く関与
することが必要となる．
「教育者」や「開発者」としての会計担当者に求められるのは，まずもって製造やサービス提
供の「現場」に対する深い理解である．なぜならば，会計情報が現場の状況を適切に反映し，
現場の改善に役立つものとなるためには，上から開発した指標を与えその使い方を教育するだ
けでは十分ではない．その前提として，現場に対する深い理解があり，現場の課題を十分に理
解している必要がある．経営者の視点と現場従業員の視点を媒介する役割こそが，教育者や開
発者としての会計担当者に求められている．

2.2で指摘したように，会計担当者が扱う管理会計知識は複合的性質をもっており，自律創
造型コントロールのもとでは，管理会計知識の創造プロセスを通じて，その性質をより強化す
ることになると考えられる．管理会計知識を持ち，これを創造する主体が，経営者や会計担当
者から現場マネジャーへと拡張していくことで，管理会計知識は現場知識とますます融合し，
その外延を拡張していくことになる．コマツの事例でも見られたように，現場マネジャーが会
計情報に基づいて自ら分析するようになることで，このような知識創造はさらに進展すると考
えられる．
会計担当者はこの管理会計知識の創造プロセスにおける「ナレッジ・エンジニア」(Nonaka

and Takeuchi, 1995)でもある．トップのビジョンと現場が直面する現実をつなぐ架け橋の役割
を果たす存在である．ナレッジ・エンジニアに求められる要件は，プロジェクトの調整・管理
能力，新しいコンセプトを創るための仮設設定技能，知識創造のための様々な手法を統合する
能力，対話を促すコミュニケーション技能，メタファーを用いてイメージを創出・言語化する
のを助ける能力，メンバー間の信頼を醸成する能力，歴史理解に基づいて未来の行動経路を描
きだす能力など，多岐にわたる (Nonaka and Takeuchi,1995: 156)．これらの能力が，同様に管理
会計知識の創造プロセスにおいても必要となろう．
従業員のパートナーとしての会計担当者に求められる「ナレッジ・エンジニア」としての能

力の前提となるのは深い現場理解である．本稿の事例では，日本的なジョブ・ローテーション
制度のもとで会計担当者のなかに蓄積された現場理解が，コントロール・システムの設計に重
要な役割を果たしていた．自律創造型コントロールのもとでは，会計担当者にとって現場マネ
ジャーとの共体験がますます重要となる．

6. おわりに

本稿では，コマツの事例を手がかりとして，自律創造型コントロールが会計担当者の役割に
与える影響について，予算などの会計情報を経営者や現場マネジャーが理解可能なように変換
する「翻訳者」としての役割に加え，従業員を支援する「教育者」や「開発者」としての役割
が大きくなることを論じた．自律創造型コントロールのもとでは，会計担当者は組織の共通言
語たる会計を理解し翻訳し得る唯一の存在ではなくなり，従来会計担当者が担っていた役割の
一部を現場マネジャーが担うことができるように教育し，使い勝手の良いコントロール・シス
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テムを開発するという，より高度な役割へ重点が移っていくと考えられる．
知識労働者が増加し，さらには，近い将来に人工知能が人間の知性を超えるとされるなか

で，組織において人間が果たすべき役割自体が変化しつつある．このような環境下でコント
ロール・システムのあり方自体も変化していくことだろう．このとき，管理会計の知識やそれ
を扱う会計担当者の役割はどのように変化しうるのかについて，本稿は一つの試論を示した．
本稿の議論は，必ずしも十分な量の経験的データに裏付けられたものではない．コントロー

ルのあり方や会計担当者の役割がどのように変化しつつあるのかについて，今後もさらなる
データの蓄積が必要であると考える．

謝辞

本稿の前提となった調査に対して，全面的な協力を頂きましたコマツの皆様に厚く御礼申し
上げます．また調査チームの上總康行，澤邉紀生，佐藤浩人，柊紫乃，足立洋，吉川晃史，篠
原巨司馬，市原勇一の各先生方に深く御礼申し上げます．2019年度日本管理会計学会全国大
会の統一論題報告の機会を頂きました，準備委員長の伊藤和憲先生，座長の澤邉紀生先生，報
告者の青木章通先生，伊藤克容先生，なならびに質問を頂きました多くの先生方に御礼申し上
げます．本研究は JSPS科研費 18K01927の助成を受けたものです．

参考文献

Ahrens, T. and C. S. Chapman, 2000. Occupational identity of management accountants in Britain and

Germany. European Accounting Review 9(4): 477–498.

Ahrens, T. and C. S. Chapman, 2004. Accounting for flexibility and efficiency: A field study of manage-

ment control systems in a restaurant chain. Contemporary Accounting Research 21(2): 271–301.

Adler, P. S. and B. Borys, 1996. Two types of bureaucracy: Enabling and coercive. Administrative Science

Quarterly 41(1): 61–89.

Burns, J. and G. Baldvinsdottir, 2005. An institutional perspective of accountants’new roles–the interplay

of contradictions and praxis. European Accounting Review 14(4): 725–757.

Burns, J. and J. Vaivio, 2001. Management accounting change. Management Accounting Research 12:

389–402.

Englund, H. and J. Gerdin, 2015. Developing enabling performance measurement systems: On the inter-

play between numbers and operational knowledge. European Accounting Review 24(2): 277–303.

Friedman, A. L. and S. R. Lyne, 1997. Activity-based techniques and the death of the beancounter. Euro-

pean Accounting Review 6(1): 19–44.

Goretzki, L. and E. Strauss, (Eds.). 2017. The Role of the Management Accountant: Local Variations and

Global Influences. Routledge.

Goretzki, L., E. Strauss, and J. Weber, 2013. An institutional perspective on the changes in management

49



管理会計学 第 28巻 第 2号

accountants’ professional role. Management Accounting Research 24(1): 41–63.

Goretzki, L., S. Mack, M. Messner, and J. Weber, 2018. Exploring the persuasiveness of accounting

numbers in the framing of ‘performance’—A micro-level analysis of performance review meetings.

European Accounting Review 27(3): 495–525.

Graham, A., S. Davey-Evans, and I. Toon, 2012. The developing role of the financial controller: Evidence

from the UK. Journal of Applied Accounting Research 13(1): 71–88.

Hopper, T. M. 1980. Role conflicts of management accountants and their position within organisation

structures. Accounting, Organizations and Society 5(4): 401–411.
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1. はじめに

近年の新しいビジネスモデルの開発に伴い，サービス財およびサービス提供プロセスもそ
の性格を変化させている．従来，サービス財は有形のモノと対比される存在として認識され，
サービス提供プロセスの多くは，企業から顧客に対して一方向的に価値を提供することを前提
として設計されてきた．無形財であるサービスは，その頭文字から IHIPとも呼ばれる①無形性
(intangibility),②不均質性 (heterogeneity),③不可分性 (inseparability),④消滅可能性 (perishability)

という 4つの性格を有する (Zeithaml, Parasuraman and Berry, 1985)．有形財と無形財とでは性格
が異なるため，その提供プロセスも異なるとされてきた．しかし，近年では，製造業のサービ
ス化またはサービス以外のものをサービスとして捉え直す試みが盛んになり1，サービスの性
格も画一的とはいえない．このような変化は企業と顧客との接点をより増加かつ長期化させ，
結果的にサービス提供プロセスにおける価値共創 (value co-creation)という側面に脚光を当てる
ことになった．サービス提供プロセスの性格が変化すれば，マネジメント・コントロール・シ
ステム (Management control system; MCS)の設計及びその運用方法も変化する．本稿では，サー
ビス提供プロセス，とりわけ価値共創と呼ばれる機能に着目する．
企業と顧客との価値共創は，企業から顧客への一方向的なサービスの提供とは異なる性格を

有する．企業から顧客へのサービス提供プロセスは，企業内部で設計され，運用されている．
これに対して，価値共創はサービス提供プロセスが企業と顧客との接点に表出し，企業だけで
なく顧客もその活動に対して積極的に関与する (Praharad and Ramaswamy, 2004)．活動の性格が
変容し，その活動を実施するために関与する主体が変われば，その活動を企業にとって望まし
い状態に変容させ，それを維持するためのコントロール・システムの力点も変化するであろ
う．本稿において，価値共創プロセスにおけるMCSの意義を検討する意味はその点にある．
また，価値共創においては，価値の創出方法も変化する．企業から顧客への一方向的な価値

提供と異なり，価値共創プロセスにおいては両者の相互作用とコミュニケーションが生じ，顧
客において文脈価値が生成される．そして，文脈価値の向上が間接的及び長期的に企業価値に
貢献するという関係を想定している（青木，2017）．この価値共創という環境において，質の
高いサービスの提供を促すためのMCSは，どのように設計されるべきであろうか．
本稿の流れは，以下の通りである．第 2節では，サービス提供活動における顧客との価値共

創とはどのようなものであるか検討する．第 3節では，価値共創活動におけるMCSについて
考察する．第 4節では，実際に顧客との価値共創を実施している企業（SaaS事業）の事例を検
討し，MCSの運用にあたってどのような点を重視しているか考察する．第 5節では，本稿の
内容をまとめる．

2. サービス提供プロセスにおける顧客との価値共創

2.1 価値共創の概要
本節では，サービス提供プロセスにおける顧客との価値共創について考察する．Gronroos

(2014)によると，価値共創とは，「複数の行為者が，直接的な相互作用プロセスを通じて，共
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同で価値を創造すること」である．複数の行為者としては，サービス提供者である企業と顧客
とが想定されている．顧客は価値共創に常態的に参加することが前提となっており，顧客自身
が価値創造プロセスにおいて重要な役割を果たす．価値共創のプロセス及び共創されたアウト
プットの評価は，顧客の再購買意向に影響を及ぼす可能性が高いため，企業はマネジメント・
コントロールを通じて，顧客との価値共創プロセスを管理する必要がある．なお，顧客による
価値提供プロセスの一部の肩代わりは共同生産とよばれ，価値共創とは区別される (Lusch et

al., 2007)2.

2.2 サービス提供プロセスにおける価値共創
従来，価値共創は製造業における新製品開発プロセスで考察されることが多かった（たとえ

ば，池田・山崎，2014; 藤川，2010を参照）．これらの文献では，企業が顧客との共創コミュ
ニティを創設し，顧客の意向を探索しながら，共同で新製品開発を行う事例が数多く報告され
ている．一方で，顧客との価値共創は，サービス提供プロセスにおいても頻繁に発生しうる．
Gronroos (2007)は「サービスは，程度の差はあるものの目に見えない活動から成立するプロセ
スであり，それはたいてい，しかし必ずしもいつもではないが，顧客とサービス従事者やサー
ビス提供者の物的資源や製品やシステムとの間の相互作用において発生し，顧客の抱える問題
へのソリューションとして提供される」と定義している．この定義から明らかなように，サー
ビスを活動としてとらえると，顧客とサービス提供者側の様々な要素（サービス従事者，物的
資源，製品，システム）との間にコンタクト（サービス・エンカウンター）が生じる．サービ
ス提供プロセスのこのような性格は，価値共創を実現するための条件となる3．
しかし，あらゆるサービス提供プロセスにおいて，価値共創が生じるわけではない．第 1に，

顧客が自らの資源を投入してまで価値共創に関与するという意思を有していることが条件とな
る．顧客に資源投入の意思がない場合には，そのサービス提供プロセスは一方向的な価値提
供となる．第 2に，価値共創を行うためには顧客とのエンカウンターが必要である．Gronroos

and Voima (2013)は，サービス提供プロセスにおける価値領域を①提供者領域 (provider sphere),

②顧客領域 (customer sphere),③接続領域 (joint sphere)の 3種類に分類している．提供者領域と
はサービス提供者である企業の活動領域であり，その対象は顧客の価値創造活動を効果的かつ
円滑に促進するための支援活動である．サービス・コンセプトの設計やサービス提供システム
の開発に加えて，後述する接続領域における顧客との相互作用を効果的に運営しうる人材開
発，顧客志向的な組織デザインなども提供者領域に含まれるという（蒲生，2017）．顧客領域
とは，顧客が単独で行動して価値創造活動を行う領域である．また，接続領域とは，両者が価
値創造プロセスにおいて協働を要し，接する領域を指す．
接続領域においては，顧客と企業との間に共創プラットフォーム (co-creation platform)が形

成され，顧客は能動的に行動する．教育業界を例にとると，提供者領域が企業による準備（教
育システムの設計，教員の選定，事前の準備），顧客領域が顧客による予習・復習，そして実
際に実施される授業が接続領域となる（図 1参照）．顧客領域，接続領域における顧客の行動
を能動的かつ企業が望む方向に誘導できるようなコントロール・システムが必要となる．
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2.3 価値提供と価値共創との異同
次に，価値提供と価値共創との違いについて考察する（図 2参照）．従来の価値提供は，企業

と顧客が果たす役割は異なるという前提に基づく．サービス提供者（企業）は，サービス財の
生産者である．社内でサービス提供プロセスを設計し，顧客に対してサービス財を提供する．
サービス提供者と顧客はサービス提供プロセスにおいて接触するが，顧客はサービスを受け取
り，消費する役割を果たすにすぎない．
サービス提供プロセスにおける価値提供を通じた価値創出モデルの例には，サービス・プロ

フィット・チェーン (service profit chain: S-PC)がある．S-PCとは，Heskett et al.(1994)が開発，

図 1 サービス組織における価値共創と製造業における価値共創

出所：筆者作成

図 2 価値提供と価値共創との違い

出所：筆者作成
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図 3 サービス・プロフィット・チェーン

出所：Heskett et al. (1994:166)

提示したモデルであり，サービス産業における独自の利益獲得プロセスを明らかにしている
（図 3参照）．彼らによると，職務設計や従業員の選抜，報酬制度などによって形成された内部
サービス品質の向上が従業員満足を生み出し，最終的に顧客満足を経て財務成果の向上を生み
出すという．近藤 (2012)はこのモデルの特徴として，①因果関係の変数の出発点を従業員満足
に置いていること，②好ましい顧客反応が出発点である従業員満足に影響を及ぼしている点を
あげている．②の特徴はサティスファクション・ミラーと呼ばれ，従業員の対応によって顧客
が満足すれば，満足した顧客と接した従業員の満足度が向上するという関係を示している．こ
のように，価値提供プロセスにおいても，企業と顧客とのエンカウンターは存在し，顧客の行
動は企業の従業員に対して心理的な影響を及ぼしている．しかし，従業員満足の向上によって
アウトプットであるサービスの品質が向上する可能性は高いが，顧客が自ら資源を投入するこ
とはないため，価値共創とは性格が異なる．

2.4 顧客が自らの資源を投入する条件
前節では，価値提供においても企業と顧客とのエンカウンターが存在すること，価値共創の

特徴は顧客が自らの資源を価値共創プロセスに投入する点にあることを考察した．では，なぜ
顧客は自ら価値共創に協力するのだろうか．第 1の理由は，顧客にとってのインセンティブが
存在することである．このインセンティブには，経済的なものと心理的なものがある．資源
投入を上回る便益を得ることができると顧客が期待するとき，顧客は自らの資源を投入する．
第 2の理由は，共感を通じて自らの文脈価値を向上できると期待しているからである．文脈価
値とは，顧客とサービス供給者との間での相互作用や共同活動を通じて互いがサービスを供給
し，その顧客の消費プロセスの過程で獲得したベネフィットについて，その顧客自身によって
判断される知覚価値である（井上・松村編，2010）．文脈価値は顧客が文脈のなかで独自に判
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断するものなので，経済的合理性に結び付くとは限らない．しかし，顧客にとって高い文脈価
値を創出することが，顧客から高い支持を受け，最終的に企業の経済的な成果に結びつく（村
松編，2016）．
一方で，顧客が自らの資源を投入することに伴う負の側面もある．価値共創を担う顧客が価

値共創に対して相当の時間と労力を投資したにもかかわらず，共創されたアウトプットの質が
低いと認識した場合には問題が生じる．顧客との期待ギャップが生じ，顧客の不満が増加す
る．顧客との共創の程度が高いサービスは，共創の程度が低いサービスと比較して，アウト
プットの質に対する顧客の期待が上昇する．したがって，結果として認識される業績が乏しい
と，共創されたサービスへの失望が拡大するという (Heidenreich et al., 2015)．また，Parasuraman

(2006) によれば，サービス提供への顧客の関与が強まるほど，顧客とサービス提供者の間の
コンタクトポイントが増加する．コンタクトポイントの増加はサービスの複雑性を増加させ，
サービス失敗の可能性を増加させるという．すなわち，共創の度合いが高いサービスは，その
共創が失敗したケースにあっては，予測されたサービス成果への負の確証はより大きくなる．

3. 価値共創プロセスにおけるマネジメント・コントロール

3.1 マネジメント・コントロールの概念の変化
前節では，価値共創の特徴について考察した．本節では，価値共創を企業にとって望ましい

方向に導くためのMCSについて考察する．
一般的に，マネジメント・コントロールは，管理会計の基礎概念を構成するとされる（小

林・伊藤・清水・長谷川，2017）．マネジメント・コントロールの定義や範囲は様々であるが，
最も広く知られているAnthony (1965)は計画と統制 (planning and control)という従来の枠組み
に代えて，経営管理のプロセスを戦略的計画，マネジメント・コントロール，オペレーショナ
ル・コントロールとに分類することを提唱し，マネジメント・コントロールを「組織目的の達
成のために，資源を効果的かつ効率的に取得し，使用することをマネジャーが確保するプロセ
ス」であると定義した．Anthonyに代表される伝統的なマネジメント・コントロールはサイバ
ネティック・コントロールに基づいており，予算管理のような数値による管理が中心であっ
た．Anthony and Govindarajan (2007)では，マネジメント・コントロールは「組織の戦略遂行の
ため，経営者が他の組織構成員に影響を与えようとするプロセス」と定義されている．現在で
は，振替価格や報酬制度，組織構造なども含めて広く理解されているが，マネジメント・コン
トロールが戦略の遂行を目的としており，そのコントロールの主要な対象は依然としてミド
ル・マネジメントである．
これに対して，近年，マネジメント・コントロールのフレームワークを拡張して理解する見

解が有力になっている．たとえば，Malmi and Brown (2008)は，MCSを複数のシステムのパッ
ケージとして認識することを主張し，マネジメント・コントロールの範囲を「従業員の行動の
コントロールに関する経営管理上の問題にまず着目し，経営者が従業員の行動をコントロー
ルするために配備したシステム，規則，慣習，価値観，その他の行動」にまで拡張している．
非公式な手段まで包含している点が特徴的である．また，Merchant and Van der Stede (2012)は，
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「組織の戦略や計画が確実に実行されるように，または諸条件が変化した場合には戦略や計画
が確実に変更されるように，マネジャーが行うすべてのものを含む」と定義し，結果のコント
ロール，行動のコントロール，組織文化によるコントロール，人事によるコントロールとに分
類している．文化によるコントロールなど，会計数値以外の定性的なコントロール手段も含め
てパッケージとしてMCSを理解している．このように，パッケージとしてMCSを設計する場
合には，全てのコントロールを単一のシステムとして全体論的に定義すべきではないが (Malmi

and Brown, 2008)，パッケージを構成する各々の手段の一貫性も重要となる．
Anthonyの定義においても，拡張された定義においても，マネジメント・コントロールは組

織の内部で働く人間を対象としている．しかし，マネジメント・コントロールの組織内の対象
者は異なる．Malmi and Brownの定義においては，マネジャー（上位者）から従業員（下位者）
への働きかけによる行動のコントロールの有無によってマネジメント・コントロールとそれ以
外のコントロール・システムが識別されており，そのコントロールの対象はミドル・マネジメ
ントに限定されていない．また，マネジメント・コントロールには「マネジャーが従業員の行
動や意思決定を組織の目標や戦略と確実に整合させるために利用するすべての仕組みとシステ
ムを含む」としており，伝統的なフレームワークよりも広い内容を包含している．

Malmi and Brown (2008)やMerchant and Van der Stede (2012)の定義に従えば，Anthonyらの分
類における戦略策定やタスク・コントロールのなかにもマネジメント・コントロールに該当す
るものが含まれることになる．また，組織文化や組織構造のように，これまで経営管理のプロ
セスに含まれてこなかった概念もMCSに内包される．したがって，価値共創のような相互作
用の生じるプロセスについての第一線の従業員に対する管理をマネジメント・コントロールの
枠組みで理解するためには，拡張されたフレームワークのほうが適している．

3.2 サービス提供活動における価値共創プロセスとMCS
価値共創活動におけるマネジメント・コントロールの大きな課題は，①顧客と直接的に対峙

し，臨機応変的な活動を行う必要のあるフロントラインの従業員の行動を組織にとって望まし
い方向に導くこと，②価値共創の質を向上させるように．顧客に対しても何らかの働きかけを
行うことにある（図 4参照）．本稿ではまず，①の課題について考察する．まず，サービス提
供プロセスにおける価値共創には企業の従業員と顧客とが関与し，相互作用が生じる．従業員
と顧客とのサービス・エンカウンターという視点からどのようにサービス提供システムをデザ
インするかが重要である．価値共創における上位者から下位者への働きかけは多様であり，タ
スク・コントロールではなく，マネジメント・コントロールの範疇で理解すべきである．
マネジャーは価値共創に関与する部下の行動に逐次介入できないため，予算管理などのサイ

バネティック・コントロールに加えて，企業理念，組織文化ないし行動原理を浸透させる活動
を通じて従業員の行動を間接的にコントロールすることになる．多くのサービス組織の現場に
おいて，企業理念などによる価値観を浸透させる試み，行動原理の落とし込みが行われている
が，これらがMCSとして機能している．
価値共創は顧客とのコンタクトを通じて文脈価値の向上を試みる．したがって，対人的な

サービス組織においてはサービス・エンカウンターの管理が重要である．村松編 (2016)によれ
ば，サービス・エンカウンターを通じて，顧客の文脈価値に影響を与える方法は，以下の 3つ
があるという．(1)サービス・エンカウンターにおけるサービスの質を高めることで，サービ
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ス提供と同時進行している顧客の消費プロセスに直接に影響を及ぼす，(2)サービス・エンカ
ウンターにおけるサービスの質を高めることで，サービスが提供された後の顧客の消費プロセ
スに間接的に影響を及ぼす，(3)すでに持ち合わせているサービス・エンカウンターをもとに
して，顧客に向けた情報発信やモノの共同関与を通じて顧客に影響を及ぼす．いずれも文脈価
値を向上させるために，サービス・エンカウンターの質を上げることを起点としている．同時
に，上記の要件は，質の高いサービスの提供のための要件と多くの点で共通している．
顧客の文脈価値の向上にまで着目すると，フロントラインの従業員に対する文化のコント

ロールの重要性が増大するであろう．なぜなら，従業員との長期間のコンタクトを通じて，顧
客自身がその企業の価値観，組織文化をより深く理解することによって，文脈価値は向上する
からである．他方，フロントラインの従業員に対しては，成果によるコントロールも重要であ
る．顧客の文脈価値の向上は経済合理性を有しないことも多いため，顧客に付き合いすぎない
ことも重視される．

3.3 価値共創における顧客の行動のコントロール
価値共創においては，企業による顧客の行動に対するコントロールも重要となる．したがっ

て，価値共創環境においては，MCSとして設計すべき範囲はさらに拡張され，社外の顧客に対
するコントロールまでが含まれる．通常，組織内の従業員と顧客との利害は相反するトレード
オフの関係となる．しかし，顧客の行動に対しても適切に働きかけ，コントロールすることで
顧客の文脈価値を向上させることができれば，一貫したMCSとして設計・運用することがで
きる．顧客の行動に対しての働きかけは，組織内の上位者から下位者へのマネジメント・コン
トロールと比較すると手段が限定され，かつ強制力も弱い．顧客に対してはサイバネティック
なコントロールは適用できないので，その手段としては，文化によるコントロールに限定され
る．顧客によって認識される文脈価値を高めるためには，顧客がそのサービスを熟知し，その
期待値を適正にコントロールすることが重要である．この期待値の管理に失敗してしまうと，
前述した価値共創の失敗が起こりうる．
図 4では，社内のマネジメント・コントロールと社外の顧客への働きかけという 2つのコン

トロール・システムが存在している．企業は①上位者から下位者へのMCSの一貫性と②下位
者へのマネジメント・コントロールと顧客の行動のコントロールとの一貫性という 2つの一貫
性を意識して，MCSを設計する必要がある．この点に，価値共創のMCSの特徴を見出すこと
ができる．顧客の行動のコントロールは，文脈価値を向上させる試みとなる．文脈価値は顧客
自身が心理的に認識するが，組織文化によるコントロールを顧客に対しても働きかけることが
有用である可能性が高い．

3.4 価値共創プロセスにおける事後創発性への配慮
価値共創プロセスにおいては，事前に想定した価値共創のアウトプットを実現することも重

要であるが，企業も顧客側も事前には想定しなかった価値を創造することを発見することが多
い．藤川・阿久津・小野 (2012)によれば，企業と顧客が関わりあう最初の段階では事前計画的
には想定しえなかった企業側の価値提案や顧客側の動機が，双方の関わりを通じて事後創発的
に生み出されるという．事後創発的な価値提案が創出されることを前提とすると，事前合理的
な首尾一貫したMCSの設計及び運用のみでは不十分である可能性が高い．なぜなら，短期的
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図 4 価値共創環境におけるMCS

出所：筆者作成

な成果を求めるマネジメント・コントロール，顧客のコントロールでは，事後創発性を阻害す
る可能性が高いからである．
正解が分からない環境においては，事後的な最適解を模索することもマネジメント・コント

ロールに期待されている役割である（伊藤，2019）．したがって，価値共創プロセスにおいて
も，マネジメント・コントロールのための手段を探索的に利用することが有用である可能性が
高い．

4. 事例：freee 株式会社のパートナー事業部における顧客との価値
共創

4.1 freeeにおける価値共創の概要
本節では，freee株式会社（以下，freeeと記述する）のパートナー事業部における顧客との価

値共創および MCSについて考察する．freeeは 2012年 7月に設立された企業であり，従業員
数は 506名である（2019年 6月末現在）．同社は，クラウド形式の会計ソフトウェアの販売を
行っている．SaaS (Software as a Service)事業の性格上，契約後も顧客に対する継続的なサービ
ス提供が可能であり，企業と顧客との相互作用がサービスの質を決定し，サービスの継続率に
も影響を及ぼす．本論文で取り上げるパートナー事業部は，公認会計士や税理士などの専門家
が開業している事務所に対して会計ソフトウェアを提供する部署である．パートナー事業部は
営業チーム，カスタマーサクセス，マーケティングチームから成るが，本論文ではマーケティ
ングチームのなかのコミュニティチームを取り上げる．コミュニティチームは，既存の顧客に
対する対話と働きかけを通じて，顧客との価値共創を行う．

freeeのパートナー事業部における価値共創の流れをまとめると，図 5の通りとなる．パー
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図 5 パートナー事業部における価値共創

出所：筆者作成

トナー事業部の主たる顧客は会計事務所である．freeeは同社のサービスを利用する会計専門
家のコミュニティ（同社の価値基準から命名された「freee“マジカチ”meetup!」という名称）
を構築している．マジカチは，国内 7か所に約 460名（2020年 1月現在）の会計専門家のメ
ンバーを有している．同社のマーケティングチームにはコミュニティーマーケッターという専
門のスタッフがおり，コミュニティのメンバーに対して，毎日，オンラインおよびオフライン
で様々な働きかけを行っている．
コミュニティーマーケッターの役割は以下のとおりである．第 1の役割は，顧客との対話

（オンラインとオフライン）とオフラインの定期的なイベントを通じて顧客の熱量を高め，同
社の商品及び提供されるサービスの価値向上に貢献してもらうことである．その結果として，
顧客（コミュニティのメンバー）が同社の商品を潜在的な顧客に伝播することを期待してい
る．第 2の役割は，顧客（認定アドバイザー）の要望を収集し，商品の改善，新商品の開発に
反映させることである．
また，顧客（認定アドバイザー）に期待されている役割は，freeeのサービスを向上させるた

めに，コミュニティにおいて行動することである．質の高いコミュニティは，顧客から見れば
商品の価値の重要な構成要素である．コミュニティーマーケッターと顧客との相互作用を通じ
てコミュニティの質が向上すれば，提供されるサービスの質も向上する．したがって，価値共
創の質を高めるために，社内におけるマネジメント・コントロール，社外の顧客に対する働き
かけが実施されることになる．

4.2 顧客との価値共創を促す社内のマネジメント・コントロール
本節では，freeeのパートナー事業部におけるマネジメント・コントロールについて考察す

る．同事業におけるマネジメント・コントロールは，組織文化によるコントロールと成果のコ
ントロールとに特徴がある．
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4.2.1 組織文化によるコントロールの重視
同事業におけるコントロールのタイプとしては，組織文化によるコントロールの側面が強

い．同社のミッションは，「スモールビジネスを、世界の主役に。」である．従来から，同社は
社内における価値基準の浸透を重視している．なぜならば，予想できない顧客の行動に従業
員が迅速に対処するためには，価値基準の理解が必要だからである．従業員が freeeらしい行
動や価値判断を行うために，「社会の進化を担う責任感」と「ムーブメント型チーム」という
freeeのマジ価値 2原則，そして以下の 5つの価値指針を設けている．

freeeのマジ価値 2原則
· 社会の進化を担う責任感：freeeは社会の進化を担う集団である．社会を進化させるべく，
世の中を前にすすめる集団であって，社会の前提を変えるようなことであってもあきらめ
ずに挑戦する．また，世の中を変えうるよい事例は率先してつくる．

· ムーブメント型チーム：freeeは「スモールビジネスを世界の主役に」することをめざす
ムーブメント（社会運動）だ．ムーブメントは，目指すべき世の中の方向性に共感する仲
間たちが自律的にアクションを起こす．世の中を変えるためにムーブメントは常に強い原
動力となってきた．

5つの価値指針
· 理想ドリブン：理想から考える．現在のリソースやスキルにとらわれず挑戦しつづける．
· アウトプット→思考：まず，アウトプットする．そして考え，改善する．
· Hack Everything★：取り組んでいることや持っているリソースの性質を深く理解する．そ
の上で枠を超えて発想する．

· ジブンゴーストバスター：自分が今向き合いたいジブンゴーストを言語化し，それに対す
るフィードバックを貪欲に求め，立ち向かっていく．

· あえて，共有する：人とチームを知る．知られるように共有する．オープンにフィード
バックしあうことで一緒に成長する．

同社の人員配置も，顧客とのコミュニケーションを意識している．現在のコミュニティー
マーケッタ―には，同社のカルチャーを体現する「カルチャー航海士」に任命されたスタッフ
を配置している．同社の価値基準を体現できるスタッフが顧客との相互作用を担当することに
よって，組織文化に沿った価値共創が実行される可能性が高まる．また，同社では，短期的な
投資効果には直結しなくても，「マジカチ」の視点で中長期的なインパクトの大きさを重視し
た投資判断が行われることがある．このような投資決定の存在も，短期的な成果だけでなく長
期的な成果を見据えて行動する組織文化の形成に貢献している．また，後述するように，組織
文化による行動への働きかけは，社内だけでなく社外の顧客に対しても機能している．

4.2.2 成果数値の管理
社内のマネジメント・コントロールを実施するための尺度として，四半期ごとに設定される

KPIは，イベント 1回ごとの参加者数，参加者に占める新規顧客の比率などである．コミュニ
ティチームのスタッフは，これらの数値を上司と頻繁に共有する．KPIの数値の結果は単に上
司に対して報告されるだけでなく，なぜその結果となったのか，今後の数値はどのように推移
しそうかなど将来予測のためのコミュニケーションの道具として利用されている．これらの数
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値は個人の評価とは結び付けていない．

4.3 事業部から社外の顧客に対する働きかけ
パートナー事業部は，顧客と共同でコミュニティを運営し，価値共創を行っている．した

がって，顧客に対する働きかけが重要である．顧客に対する働きかけは，金銭的なインセン
ティブに基づくものではない．顧客が同社の価値基準や組織文化に共感し，行動してくれるこ
とを期待して行われる．実際に，多くの顧客は同社の製品だけでなくミッション及び価値基準
に対して強く共感してくれることが多い．顧客はコミュニティの運営を通じて，自己表現の機
会といった心理的な報酬を得る．

freeeは外因的なインセンティブに基づく報酬を顧客に対しては行っていないので，コミュニ
ティの運営に関して，顧客（認定アドバイザー）に対する金銭的な支払いは行っていない．顧
客にとってのインセンティブとしては，新製品・新機能に対するモニター制度がある．この制
度はエンジニアと共同で新機能をレビューしてもらう制度である．モニターになることによっ
て，顧客は近い将来に搭載される新機能を事前に知ることができる．また，新機能のレビュー
を通じた製品面の価値共創も行われている．また，このモニター制度には，顧客もまたミッ
ションを共有する「仲間」であるという意識を持ってもらえるという利点がある．
顧客への働きかけは，自発的な行動を促すことを重視している．顧客に対して行動を強制す

るよりも，顧客による「自発的な行動」をいかに促すかが重要であると考えている．社員がコ
ミュニティに対して関与しすぎると，顧客はマジカチが自分たちのコミュニティであるという
当事者意識を持てなくなってしまう．アドバイスしたいときも，あえて我慢することも多い．
この点において，サービス提供との違いがみられる．また，同社では行動にあたって事後合理
性も意識している．コミュニティにおいて人間を相手にしているため，ある出来事に対して何
をすべきであったかは事後的にしか分からない．

5. おわりに

本稿はサービス提供プロセスにおいて実施される顧客との価値共創を対象とし，その MCS

の設計及び運用について考察した．顧客との価値共創はサービス組織においても実施可能であ
るが，顧客領域及び接続領域のみならず接続領域において人材開発，組織デザインも含めた設
計を行うこと，顧客が自らの資源を投入するような条件を整備することが重要であることが明
らかになった．とりわけ，顧客の文脈価値を向上させるための条件を整備することが重要で
ある．
価値共創プロセスを支援するMCSについては，より拡張されたアプローチでマネジメント・

コントロールを認識することが望ましい．なぜならば，価値共創の対象は顧客と直接的にコン
タクトを行うスタッフであり，ミドル・マネジメントではないからである．また，事後合理性
が重視されていること，顧客との共創にあたっては文化によるコントロールが重要であると考
えられることから，マネジメント・コントロールの手段を幅広く捉えることが有用と考えられ
るからである．
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本稿では，インタビュー調査を通じて，価値共創の実施においてどのような点が重視されて
いるかを考察した．まず，成果尺度は診断的なコントロールではなく，主として現状の把握や
課題の探索のために用いられていた．このことは，成果尺度の重要性が低いことを意味しな
い．同社の別の部署では予算の数値など定量的な尺度が厳密に用いられているからである．価
値共創を有効に実施するために，あえて成果尺度を探索的に利用していることが明らかになっ
た．正解のない環境であること，状況が常に変化すること，事後合理性に配慮すると，探索型
のコントロールを行うことが有効であろう．
一方で，文化によるコントロールは，同社の価値共創において非常に重視されていた．ま

た，文化によるコントロールが適切に機能するように，提供者領域において組織構造，人員配
置が行われていることが明らかになった．
顧客に対する働きかけは，文化によるコントロールが中心であった．この点については，従

業員に対するMCSとの一貫性が確保されている．また，コミュニティにおける顧客の自発的
な行動を促すために，あえて解決策を示さないなどの工夫も行われていた．
従業員に対するマネジメントコントロールと顧客に対するコントロールの一貫性も意識され

ていることが明らかになった．①上位者から下位者へのMCSの一貫性と②社内（従業員）と
社外（顧客）に対するコントロール一貫性の両方を考慮すべき点に，マネジメント・コント
ロールの新たな拡張の可能性を見出すことができる．
本稿には，課題も残されている．まず，より数多くの事例研究を行う必要がある．本稿の事

例は SaaSという特殊な事業，そしてコミュニティーマーケッターという特殊な職種において
発生する価値共創を取り上げたが，より多くの業種，職種で調査を行う必要がある．また，顧
客の文脈価値向上に向けた働きかけについてのさらなる考察を行う必要がある．これらの点に
ついては，稿を改めて検討することとしたい．
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注

1 たとえば，ソフトウェアをサービス化したSaaS (Software as a Service)，交通手段をサービス
化したMaaS (Mobility as a Service)などが典型的な例である．本稿においても，ビジネスモ
デルとして SaaSを運営している企業を事例に用いている．

2 Lusch et al. (2007)では，顧客によるプロセスの肩代わりの例として，顧客が購入した Ikea

の家具を組み立てることをあげている．この Ikeaの例においても，顧客は一定の役割を果
たしている．しかし，実際には企業があらかじめ設計・提供したプロセスを顧客が分担し
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ているにすぎないため，価値共創とは区別されるのである．
3 価値共創の概念モデルは，①企業プロセスと顧客プロセスとを並走するプロセスとして捉
え，その間の相互作用を価値共創として捉える並走モデル (parallel model),②企業プロセス
と顧客プロセスとが共通点に向かって進み，その終点において起こる両者の相互作用を価
値共創として捉える集束モデル (converging model),③企業プロセスと顧客プロセスとを独立
のプロセスとして捉え，両者が交叉するところで価値共創が行われると捉える交叉モデル
(crossing model)の 3種類に整理できるとされる（藤川・阿久津・小野，2012）．本稿では，
サービス提供プロセスにおける長期間の顧客との相互作用を想定することから，並走モデ
ルを想定して論を進めている．
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論 壇

「両利き経営」を実現する
マネジメント・コントロールの要件

―マネジメント・コントロール理論の拡張・体系化の視点―

伊藤克容
＜論壇要旨＞
本研究では，「両利きの経営」という鍵概念をもとに，高次学習と低次学習を両立させるために必要なマ
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1. 問題設定

1.1 解釈図式への着目
今回，「マネジメント・コントロールの展開と今日的課題」という統一テーマを頂戴し，学

会全体で検討・共有すべき課題は何かを考えた．個別具体的なトピックについての実証研究が
活発に行われているいまだからこそ，マネジメント・コントロールに関する認識論の整理が重
要な課題ではないかと考えた．多様な研究アプローチ相互の連携，過去の研究蓄積と現在の取
り組みとの橋渡しが必要であろう．マネジメント・コントロール研究をめぐる現状の理解と今
後の動向の整理に少しでも役に立てば，本研究での試みは成功したことになる．

Marsh and Furlong (2010)，野村 (2017)によれば，社会科学の理論構築，リサーチデザインは
以下のように図式化される（図表 1参照）．
ペティナイフから牛刀まで，包丁の形状は用途にあわせて様々である．万能なツールがない

のと同じように，どのような研究方法論を採用しても一長一短がある．「群盲象を評す」の寓
話の通り，複雑な社会現象を深く理解するには，一方向からでは心もとない．多様な研究アプ
ローチが補完関係を発揮するには，それぞれの特質を理解しておく必要がある．実証主義だけ
ではなく，批判的実在論，解釈主義の立場においても，どのようなものの見方を採用するかの
認識論が重要であることは変わらない．

Seeing is believing.ということわざがあり，日本語では「百聞は一見にしかず」と訳される．
これを言い換えたものに，Believing is seeing.があり，こちらも真理の一端を言い当てていると
して，よくつかわれるようである．「見ようとしているものが見える」，「見ようとしているも
の以外は視野に入ってこない」の意味であり，いかに解釈図式が重要かを示している．後述す
る通り，両利きの経営（つまり高次学習の経常的な運営）は，マネジメント・コントロール研
究における解釈図式の複線化を迫っている．

図表 1 社会科学のリサーチデザインにおける認識論の重要性

出所：Marsh and Furlong (2010), p. 186および野村 (2017) p. 15より作成．
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認識論は，解釈図式，認知マップ，世界観，ドミナントロジックと言い換えることもできる
が，管理会計研究において，典型的には「体系」についての議論として検討されていた1．理
論体系全体をどのように理解するかは，現在ではほとんど顧みられることはないが，個別の事
例データ収集，理論の検証の大前提として，避けては通れない重要な問題だと考えている．
別の目的を持った行為を同一の基準で観察し，評価するのは，効率的ではなく，理屈にあわ

ない．組織学習の深さという観点から，マネジメント・コントロールには，低次学習の領域に
属する伝統的な問題分野と，近年，ますます重要性をましている高次学習の領域に属する問題
分野の，2つに大別される．当然のことながら，低次学習のマネジメント・コントロールと高
次学習のマネジメント・コントロールとでは，設計思想も勝ちパターンも大きく異なってい
る．両者を区別しないまま，いくら緻密な実証を実施しても有益な知見は得られるはずがな
い．高次学習には，選択肢を増加させ，選択肢を拡散させる変異（発散）プロセスと効果的な
選択肢を絞り込む淘汰（収束）プロセスの 2段階がある．行動ベクトルの向きが大きく異なる
ので，問題にしているのが，どの領域での議論かに最大限，注意する必要がある2．

図表 2 高次学習のプロセス

出所：著者により作成．

マネジメント・コントロールの中核をなす，管理会計は既存の事業計画の円滑な実施，標準
への一致（多様性の削減）を目的として成立した（廣本，1993）．物体の運動に慣性が働くの
と同様に，個人や組織の思考様式にも変化を妨げる方向でプレッシャーがかかることはよく知
られている．ついつい，低次学習のためのマネジメント・コントロールが，マネジメント・コ
ントロールの全体像だと考えやすい．これは当然のことで，現在の業務をまわすには，まずは
低次学習を水準以上のレベルで達成しなければならない．将来を見据えた，高次学習は低次学
習が無事におこなわれていなければ意味がない．
以前は，低次学習こそがマネジメント・コントロールの目的であると考えられていた．現在

でも，低次学習が関心の大半を占める経営管理者や組織も多いと考えられる．組織の存続のた
めには，既存の事業計画が着実に実施され，いわゆる「あたりまえのことがあたりまえに達成
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できる状況」は絶対に必要である．低次学習のマネジメント・コントロールは，現在でも，そ
の重要性をまったく失っていない．ただし，現在の経済情勢は，低次学習を効果的に実施する
だけでは企業の発展や存続を保証できないほど，厳しさを増している．意図的に実験を繰り返
し，試行錯誤から適切な組織ルーティンや事業計画を練り上げる，高次学習が必要とされてい
る．低次学習と高次学習の両立を求めるのが，「両利きの経営」 (organizational ambidexterity)で
あり，その重要性が指摘されている．ここで確認すべきことは，低次学習と高次学習の両方と
も組織存続のために必要とされること，両者は目的の異なる活動なので区別して取り扱うこと
である．
従来型の低次学習のためのマネジメント・コントロールに加えて，高次学習のためのマネジ

メント・コントロールを新たな問題領域として整備し，全体の体系を更新する必要がある．両
者は有限の経営資源をめぐって競合関係にあるが，持ちつ持たれつの補完関係にあると考える
こともできる．高次学習のマネジメント・コントロールを可能にするための資源を確保する前
提として，低次学習のマネジメント・コントロールが必要である場合も多い．その日暮らし
で，お金と時間がなければ，冒険旅行には行けないのである．両者の関係をどう整理するかも
重要な課題である．

1.2 機会の到来と国内での現状
平成元号が用いられた時代区分の前後を指して，「失われた 30年」という表現がなされるこ

とがある．広がった背景には，経済パフォーマンスの停滞が約 30年の長期間続いたという共
通理解がある．人口動態など様々な要因が絡み合った結果であり，明確な原因究明はむずかし
いが，企業経営の巧拙にまったく無関係であったとはいえないであろう．企業経営の面から考
えれば，低迷の原因として，中国をはじめとする新興国の工業化と国際的な水平分業体制へ乗
遅れたこと，ITの進展への対応が遅れ国際的なプラットフォーマーを出現させられなかった
ことの 2つをあげる論者もいる（野口，2019）．これらは，いずれも，ビジネスエコシステム，
DX (Digital Transformation)といった環境変化に企業側の組織学習が追いつかなかったためにひ
きおこされた病症（高次学習の機能不全）だと解釈することもできる．リスクを嫌う，失敗を
怖れる，前例を踏襲する，目標必達が当然だと考える等の従来は有利に働いた思考様式が，逆
にメンタルブロックとして，不利に作用している面は否めない．
優れた業績をあげつづける優秀な組織構成員の行動特性をコンピテンシー (competency)とい

う．優秀な組織構成員は，失敗を回避し，余計なことはせずに，常に，正解を追求し続ける．
このような誠実で献身的な努力によって，企業内の多様性が失われ，環境変化に直面した際に
存続が危うくなる状況は，一般に，コンピテンシー・トラップ (competency trap)とよばれる．
皮肉なことに，一心不乱にまじめに頑張り続けるほど危険なことはないのである．好業績が維
持され，評価され，賞賛されるがゆえに知らず知らずのうちに罠にはまっている危険性は高い．
国外に目を向ければ，世界的なスタートアップブームが活況を呈している．時価総額のグ

ローバルでの上位をGAFAと総称される，米国発祥のプラットフォーマーが占めるようになっ
たことを追い風に，スタートアップ企業への投資金額が増大している．当初は米国のシリコン
バレーなどの特定地域が中心であったが，スタートアップ設立数およびスタートアップへの投
資金額の増加傾向は，先進国から新興国に続々と波及している．経団連 (2018)では，新規事業
創出（スタートアップ）のためのエコシステムが未整備であったことを問題視している．概し
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て，マインドセットの切換に失敗し，事業の新陳代謝，世代交代を促せなかったことが課題で
あると認識されている．国内経済活性化のためにもスタートアップ起業促進が重要な課題であ
り，それを可能にする高次学習のためのマネジメント・コントロールの整備および適切な運用
が求められている．

2. 「両利きの経営」とは

2.1 成立当初のマネジメント・コントロール理論
マネジメント・コントロール理論が本格的に議論されるようになったきっかけとして，

Anthony (1965)があげられる（伊藤，2019）．1965 年当初のマネジメント・コントロール理論
を構成する具体的な経営手法は，予算管理が中心であった．当時は，「マネジメント・コント
ロール≒管理会計」の状況であった．既定の事業戦略の実行を期待されていた当時のマネジメ
ント・コントロールと，現在のマネジメント・コントロールとでは，期待される役割が大きく
異なっている3．

1965年当時のマネジメント・コントロールは，低次学習のためのマネジメント・コントロー
ルであった．中核を占めていた管理会計自体が，19世紀後半以降，経営規模の拡大と内部生
産過程の複雑化に対応するために開発され，1920年代に，「標準の設定」および「標準と実績
の比較」という思考にもとづいて成立した（廣本，1993）．標準と実績を一致させ，既存事業
を効率的に経営することに関心があったため，伝統的には，新規事業創出（スタートアップ創
成）は中心的な問題領域とは考えられてこなかった．
マネジメント・コントロール (management control)の役割は，「組織構成員にのぞましい行動

を促すこと」である．多くの企業で，事業のライフサイクルが短縮化し，重大な課題となって
いる（経済産業省，2016）ことから，時間的視野を広げて，既存事業の実行に加えて，新規事
業の創出を同時に遂行することが必要である．従来のマネジメント・コントロール理論の更
新，再整理が必要な状況であろう4．

2.2 2種類の組織学習
さぼっていて問題が生じるのなら話は早い．もっと一生懸命努力すればよいだけのことだか

らである．問題なのは，よかれと思って頑張れば頑張るほどどうにもならず，深みにはまって
いく状況に置かれていることである．
組織学習は，低次学習（シングルループ学習）と高次学習（ダブルループ学習）の 2種類に

大別される5．図表 3を参照されたい．低次学習では，期待された結果・業績に到達しなかっ
た場合，操作変数を調整し，行動選択を変更する．これに対して，高次学習では，期待された
結果・業績が得られなかった場合に，具体的な行動レベルではなく，行動の前提（操作変数選
択，環境認識など図表 3の網掛け部分）を見直すような学習を実施する．循環のループがシン
グルの場合は低次学習であり，ループが二重（ダブル）になる場合が高次学習である．
あたえられた問題を適切に処理するのが低次学習であるとすれば，問題自体を再定義するの

が高次学習である．
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図表 3 高次学習（ダブルループ学習）と低次学習（シングルループ学習）

出所：Argyris (1999, p. 68)より作成．

達成すべき目標を，作業するのに快適な室温，たとえば 20度の維持だとしよう．操作変数
は，エアコンのスイッチのオンオフである．作業部屋の室温が高くなり過ぎると，サーモス
タットが起動して，スイッチが切られ，室温が下げられる．サーモスタットがついてなけれ
ば，感覚と手動でスイッチのオンオフが実行され，結果的に当初想定された状態が維持され
る．これが，低次学習（シングルループ学習）である．これに対し，室温が高くなりすぎた場
合，最初に準備していた操作変数以外に働きかけて，問題状況に対処するのが，高次学習（ダ
ブルループ学習）である．前提を一新するような選択，例えばより快適な部屋に引っ越す，断
熱材を設置する，服を脱ぐ，氷水をかぶる，より優秀な空調設備を購入するなど抜本的なレベ
ルでの対応が高次学習の特徴である．
低次学習は，組織に改善と安定性をもたらす組織学習活動である．進化適応環境の変化が出

現しなければ，低次学習だけで間に合うし，そのほうが効率がよい．高次学習は，組織行動の
前提を再検討することが求められため，影響が大きい．何が正解かは事前には分からず，成果
はすぐにはでないが，生存環境が不安定なときには，組織の存続のためには不可欠である．
低次学習と高次学習の概念は，論者によってさまざまに表現されている．コンテクスト，強

調点などが異なるのは当然であるが，ここでは，図表 4のように 2つに整理する．

2.3 「両利きの経営」の意義
マネジメント・コントロールの理論は，Anthony (1965) を起点にその内容が変遷している．

従来までの役割は，既定の事業戦略の円滑な「実行」であった．目標に実績を一致させるため
の取り組みである．組織学習のレベルという点では，シナリオがあたえられ，その通りに芝居
を上演するような，低次学習の領域であった．既存事業の枠内でも，事業戦略の見直し，組織
ルーティンの更新などの高次学習が求められるようになった．それに加えて，昨今のスタート
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図表 4 2種類の組織学習の対応関係

出所：安藤 (2019), p. 106および Fiol and Lyles (1985), p. 809をもとに作成．

アップブームでは，新規事業機会の「探索」が期待されている．マネジメント・コントロール
に期待される役割は複雑化している．探索と活用では，組織構成員に促さなければならない行
動が大きく異なる．マネジメント・コントロールのよし悪しを判断する基準もまったく違った
ものになる．
低次学習だけではなく，低次学習を一定以上のレベルに維持し，高次学習と併存させるのが

「両利きの経営」 (organizational ambidexterity)である．
それぞれのひとに，「利き手」がある．人間は，左右の手のうち，片方で，器用さや運動能

力が優れており，より多くつかう．概ね，右利きの割合は 90％前後，左利きの割合は 10％前
後と言われているが，例外的に両方の手を器用につかいこなせる人がいる．「両利きの経営」
と表現するのは，低次学習と高次学習を同時に適切に運用できる組織が稀有であることを意
味している．右利きが多いのと同様に，目先の問題解決で成果のでやすい，低次学習に偏る
傾向がある．両利きの経営とは，未知の領域で試行錯誤し，自分の知識範囲を広げる「探索」
(exploration)と既存の知識を実際に用い，精度をさらに高めていく「活用（「深化」とも表現さ
れる）」(exploitation)の両方を同時に追求し，成果をあげることである（入山， 2012; O’Reilly

and Tushman, 2013, 2016）．
「イノベーションのジレンマ」6，「両利きの経営」など，現代の大企業が直面する経営課題
を解決するためには，既定の事業戦略の「実行」に加えて新しい事業機会の「探索」の機能が
重要となる．業界で支配的な地位を占める企業にとって，共食いによって既存の事業（持続的
イノベーションで業績維持が可能）を破壊する危険を冒してまで，発展途上の事業や技術（破
壊的イノベーション）への移行を決断するのは大きな困難をともなう．
伝統的なマネジメント・コントロール理論は，低次学習が中心であった．現在では，「スター
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トアップ」の実践事例，実務の蓄積が見られる．数多くの知見が共有され，体系化も進んでい
る．比較および関係性の検討を通じて，高次学習のためのマネジメント・コントロール理論の
拡充が期待される状況である．本研究では，「スタートアップ」で求められる経営行動を材料
として，マネジメント・コントロール理論の拡充，拡張について検討する．

2.4 「両利き経営」における活用（低次学習）と探索（高次学習）との関係性
両利きの経営とは，活用（実行）と探索を同時に適切に処理できる組織をいう．2つの組織

学習モードには，どのような関係が成り立つのか．
端緒となったMarch (1991)の研究では，組織学習を学習の深さの視点から，深化（活用）系

統と探索系統に大別した．既存の知識から離れて，あらたな知見を得る活動が組織学習として
の探索である．既存の知識をもちいた漸進的な組織学習活動が活用（深化，実行）である．既
存のレシピをもとに調理スキルの精度を少しずつ上げていくのか低次学習である活用であり，
新レシピを開発するのが，高次学習にあたる探索である．

March (1991)では，組織の持続的な発展のためには，活用にも探索にも極端に偏るべきでは
なく，両者が同時に機能する必要があると指摘されている．活用だけだと，短期的な業績は極
大化されるが，多様性が乏しくなり，環境変化への耐性が失われる．探索だけでは，企業の存
続に必要な目先の資源回収がおぼつかない．両立が求められるが簡単ではない．
探索と活用の間には，以下の 3つの関係が成り立っている．
1つめは，資源提供関係である．探索には資源投入が必要であるが，すぐには成果に結びつ

かない．探索のための資源を獲得できるのは，活用が機能しているからである．
2つめは，競合関係である．資金だけではなく，経営管理者の注意力，集中力，思考能力に

も限界がある．組織の中の様々な資源は有限であるから，片方に資源を投入したら，どうし
ても残りのもう一方は手薄にならざるを得ない．探索と活用の間には，資源配分をめぐって
トレードオフの関係があると考えられている (March, 1991; Levinthal and March, 1993; Rivkin and

Siggelkow, 2003)．両者のバランスをとることが重要であるが，スイッチヒッターがめずらしい
のと同様に，すぐに成果のでやすい活用に関心が偏りがちな傾向が指摘されている (Levitt and

March, 1988; Cohen and Levinthal, 1990; Levinthal and March, 1993; Lavie and Rosenkopf, 2006)．
3つめは，遷移関係である．活用で得られた資源が探索プロセスに投入され，何らかの成果

物（情報，発見，アイデアなど）が創出される．それをもとに改善や試行錯誤を重ねて，入手
した素材のうちのあるものは，活用できる段階にまで磨かれ続け，残ることになる．それが次
世代の探索プロセスを支える稼ぎ手として機能する．両利きの経営では，時間の経過ととも
に役割が遷移し，循環する．探索と活用は二者択一の単純なトレードオフではなく，両立さ
せ，循環させる必要性が指摘されるようになった．効率性を維持しつつ，革新性も追求するの
は困難であるが，それが求められるのが両利きの経営である (Dougherty, 1996; Sheremata, 2000;

Andriopoulos and Lewis, 2009)．
マネジメント・コントロールの課題としては，従来からの役割であった，①現行事業の効率

的な運営に加えて，②新規事業の創出，③低次学習（現行事業内でも探索は行われているとい
う意味で広義の活用）と高次学習（探索）との資源配分の最適化という，3つの問題領域に区
分することができる（図表 6参照）．新しく追加されたのは，②と③の問題領域である．②に
ついては，近年，数多く蓄積されているスタートアップ起業の成功事例やスタートアップ企業
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図表 5 探索と活用の関係性

出所：著者作成．探索と活用の関係性には，①資源提供，②トレードオフ（資源配分），③時間経過に
ともなう遷移の 3つがある7．

図表 6 マネジメント・コントロール理論の拡張

出所：著者により作成．網掛け部分は，既存のマネジメント・コントロール理論の中心的な領域を示
している．

運営に関する知見から，多くを学ぶことができる．

3. 新規事業創出のためのマネジメント・コントロール

3.1 スタートアップとは
スタートアップ (startup)とは，米国発祥の俗語であり，一般的に使用されているが，学術的

に明確な定義は定まっていない．概ね，「新事業あるいは新業態で急成長し，市場開拓フェー
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ズにある企業や事業」と理解されている．ここでは，Paul Graham（Yコンビネータ8 創業者）
による「急成長することを企図した企業」(a company designed to grow fast)という表現を前提に
議論を進めていくことにしよう．
スタートアップ企業の特徴は，①従来の企業が手を付けていなかった革新的な製品・サービ

スやビジネスモデルに果敢に挑戦し，②それを通じて急成長を目指す企業と考える．未知の航
路を探しながら，猛スピードで走り抜けようとする訳だから，きわめて難易度の高い探索活動
が要求される．

3.2 伝統的マネジメント・コントロールとスタートアップとの関係
成立当初の従来型のマネジメント・コントロールの理論では，あるべき姿，正解が事前に想

定されていた．現実（実績）を目標に一致させるのが，期待された役割であった．実行（≒活
用）に主眼が置かれていたと言い換えることもできる．
これに対して，スタートアップにおけるマネジメント・コントロールでは，事前に正解が定

まっていない状況で市場と対話し，シナリオを創りだしていくことが求められる．企業活動の
主眼は，探索活動にあることがポイントである．
実行と探索の 2分法でいえば，伝統的マネジメント・コントロール理論が実行（低次学習）

に偏っていたのに対し，スタートアップにおけるマネジメント・コントロールでは，探索（高
次学習）の役割が強調される．従来の常識が通用しない状況は，進化の機会でもある．

3.3 リーンスタートアップ
●　リーンスタートアップの思考様式
スタートアップ起業をめぐって，膨大な無名の失敗事例のなかから，数多くの成功パターン

が報告されている．そうした米国シリコンバレーでのスタートアップ企業の勝ちパターンを体
系化した手法として，リーンスタートアップ (lean startup)が提唱され，多くの支持を集めてい
る．リーンスタートアップは，スタートアップ起業における，きわめて低い成功確率を劇的に
ひきあげるための具体的な方法論と思考様式のパッケージである．従来にない製品，革新的な
ビジネスモデルを武器に新規参入する企業群では，いかに効率よく探索（高次学習）を実施で
きるかが成功の鍵となる．
正解の分かっていない状況でなるべく早く適切な解答を導くために，基本的には，試行錯誤

の回数をふやすことによって，顧客の求める期待への命中精度を高めようとするのがリーンス
タートアップの基本的な思想である．
試行錯誤の回数を増やすこと（PDCAサイクルを高速で回転させること）に加えて，もうひ

とつの特徴としては，当初から正解は分からないのであるから進化論の考えかた（変異・淘
汰・保持）に依拠して，顧客や市場の声に真摯に耳を傾けること，最初から大きなギャンブ
ルをしないように小さな金額をかけること（言い換えると real optionの考えかたを採用するこ
と）があげられる．
通常の手低次学習のためのマネジメント・コントロールに比較して，修正（進化）の振れ幅

と試行回数，頻度，スピードが桁違いとなる．仮説検証のプロセスに顧客を巻き込む点もユ
ニークである．高次学習では，失敗が前提となっているため，目標と実績との差異の解釈は，
低次学習のためのマネジメント・コントロールとは大きく異なる．操作変数を工夫して，実績
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を目標に合わせようとするのが低次学習であるのに対して，スタートアップにおける高次学習
では，目標自体の妥当性が絶えず，再検討される．失敗が前提となっていることから，大負け
しない工夫（リアルオプションの実装）が不可欠である．
●　リーンスタートアップの進めかた
リーンスタートアップで重視されるのは，MVP (Minimum Viable Product)とよばれる簡易的

な試作品を，事業における仮説の検証をするためにいち早く市場に投入することである．MVP

は，いわゆるベータ版に相当するものであり，「最初のバージョンが恥ずかしいものでなけれ
ば，それはリリースが遅すぎだ」と見なされる．
リーンスタートアップでは，構築，計測，学習の 3つのプロセスからなる．3つの主要なプ

ロセスの中でも見直しが繰り返されることに加え，3段階全体を短期間で何度も繰り返すこと
によって，探索の成功確率を高めることをねらっている．

図表 7 リーンスタートアップのプロセス

出所：Ries (2011), p. 75より作成．

顧客の反応を丁寧に観察し，その観察結果によって，事業が存続可能か否か，試作品にどの
ような機能やサービスを追加すべきかが，検討される．低次学習ではなく，高次学習のための
プロセスであるから，実績を計画に無理やり一致させるのではなく，実績を起点に計画を検討
し，可能な範囲で速やかに更新するのが重要である．強調されているのは，アーリーアダプ
ター (Early Adopters)9 と呼ばれる先進的な知識をもつ顧客との関係構築とそこからの丹念な情
報収集である．アーリーアダプターの反応，意見をもとに，MVPに改良を加え，製品として
の完成度を高めていく．アーリーアダプターの反応，意見から当初の仮説が妥当ではないと判
断される場合も考えられる．この場合には仮説を見直して，方針転換が図られる（方針転換は
ピボットとよばれる）．
この構築→計測→学習の 3つのプロセスからなるサイクルを繰り返すことで，起業や新規事

業の成功確率が飛躍的に高まると言われている．探索を効果的に実施するために，もっとも
手っ取り早いのは，市場と直接対話することだと考えられている．リーンスタートアップは，
多くの起業家に影響をあたえ，支持を集めてきた．現時点では，支配的な概念モデルになって
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いる．
リーンスタートアップは，高次学習のためのマネジメント・コントロールのひとつのモデル

ケースであると考えることができる．高次学習のための試行錯誤である以上，事前に正解は用
意されていない．ピボット（大幅な戦略変更）があたりまえに想定され，事前に準備までされ
ている．
●　顧客開発モデル
リーンスタートアップに影響を及ぼした考えかたに Blank (2003)による，顧客開発モデルが

ある．顧客開発モデルは，顧客からのフィードバック情報をもとに製品や事業計画を更新する
方法論である．顧客開発モデルでは，事業計画は 4つに整理される．
顧客発見の段階では，自社製品やサービスが先進的な顧客に支持されるかどうかが検証され

る．顧客実証の段階では，自社の製品やサービスがマニア向けの嗜好品ではなく，市場性を
有するかが検証される．次段階への移行の可否を判断する分岐点として，Problem Solution Fit

（PSF，顧客需要との対応検証）と Product Market Fit（PMF，事業採算の検証）が設けられてい
る．分岐点を無事にこえられなければ，ピボットされるか，案件自体が棄却される．リーンス
タートアップで採用されている，ピボット（リアルオプション思考の考えかた）は，すでに顧
客開発モデルでも確認することができる．

図表 8 顧客開発モデルの概要

出所：Blank (2013)より作成．

3.4 新規事業創出のためのマネジメント・コントロールの特徴
スタートアップ事業内部におけるマネジメント・コントロールには，高次学習の促進が期待

される．マネジメント・コントロールに求められる特徴としては，以下の点をあげることがで
きる．
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①試行錯誤の蓄積を導くための高速での PDCA回転を意識していること．
②大幅な軌道修正（ピボット）を想定していること．
③会計情報が大きな役割を果たすこと．ただし，運用方法は，伝統的なマネジメント・コン
トロールとは異なり，シナリオに結果を合わせるのではなく，結果を見てシナリオを書き
換える事業計画が採用（たとえば，DDP, Discovery-Driven Planning10など）されていること．
④最初から賭け金を吊り上げない安全運転（リアルオプションの思考）が意識されているこ
と．言い換えれば，発散だけではなく，収束も重要な機能として仕組み化していること．
⑤顧客を巻き込んだ修正プロセス（市場との対話による判断）が組み込まれていること．

新規事業を創出するためのマネジメント・コントロールに求められる要件は，既存事業を効
率的に運営するマネジメント・コントロールとは，大きく異なっていることが分かる．

4. 全社レベルでの最適資源配分

高次学習と低次学習を両立させる，両利きの経営を実現させるには，現行事業を効率的に運
営しながら，同時に新規事業を立ち上げなければならない．新規事業の立上げは，きわめて困
難な課題であるが，これを社内で実施（内製）するか，市場から到達（外注）するかで，中間
形態も含めて，無限の選択肢が利用可能である．どの程度の資源を探索に振り向けるかによっ
て，企業の存続確率は大きく左右される．両利きの経営では，全社レベルのポートフォリオ管
理が，重要な問題領域となる．

4.1 新規事業創出を社内で実施する場合
企業組織内での探索（新規事業創出）プロセスと活用（既存事業実行）プロセスの相互関

係を理解するには，「内部生態系モデル」（Burgelman, 1983, 1991, 2002; Burgelman and Maidique,

1987; Burgelman et al., 2006など）を用いると理解しやすい．内部生態系モデルでは，生物進化
のパターンに準じて，変異発生の論理と選択の論理を区別することで，企業内の資源配分の推
移を的確に説明できるというメリットがある．
前述した通り，一般に，高次学習の過程は，生物進化の過程にたとえて説明される．進化の

プロセスは，変異 (variation)，淘汰 (selection)，保持 (retention)の 3つのフェーズからなってい
る（図表 2参照）．
進化プロセスの比喩で，変異に相当するのは，現場からもたらされる，新たな戦略につなが

る，漠然としたアイデア（突然変異）である．変異は，意図した戦略（既定の事業計画の実行＝
活用の領域に該当）の範囲外における自律的な試行錯誤や提案という形で発生する．どのよう
な変異が出現するかを，事前に正確に予測するのはもちろん不可能であるが，マネジメント・
コントロールの設計・運用次第で変異の発生確率を操作することはできる．変異によって，現
行の戦略とは異なる，新たな選択肢が組織にもたらされる．ただし，変異のほとんどは，企業
内部の承認プロセスで「淘汰」され，正式な事業計画に入り込むことなしに消えてしまう運命
をたどる．組織内の資源には，厳しい制約があるから，淘汰のプロセスが重要であることは言
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うまでもない．
突然変異のなかには，社内の淘汰のプロセスをかいくぐって，生き残るものがある．ミド

ル・マネジメントによる提案を，トップ・マネジメントが正式に承認し，企業の将来の方向性
や資源配分が変化するケースである．このとき，変異によって生じた代替案は企業組織内部の
淘汰プロセスを無事に通過し，正式な事業計画として保持の段階に進み，実行に移される．

図表 9 内部生態系モデル

出所：Burgelman and Maidique (1987)，Burgelman et al. (2006)などをもとに著者作成．

図表 9の上側半分には，既存の事業計画が示されている．企業が現在採用している現行戦略
として，正式に機関決定された具体的な実施内容が組織の事業計画として保持され，資源配分
の対象となっている．既定の事業計画の内容は，定期的に，または不定期で，様々な企業内の
承認プロセス（会議体など）で検討され，必要がある場合には見直される．
図表 9下側半分には，新規事業計画案の検討過程が示されている．変異が生き残るかどうか

は，承認プロセスを上手くすり抜けて，既定の事業計画に入り込み，保持されるかどうかにか
かっている．承認プロセスでは，変異によって発生した新規事業計画案が様々な角度から精査
され，既存の事業計画に取り入れる価値があるかどうかが判定される．
重要なのは，マネジメント・コントロールの諸要素を調整することによって，新規事業計画

案の発生確率，新規事業計画案が淘汰プロセスを通過できる確率の両方を操作できることであ
る．マネジメント・コントロールの設計及び運用次第では，流動的な多産多死（多変異・多淘
汰）のパターンにも，少産少死（少変異・少淘汰）の安定的なパターンにも，どちらにも寄せ
ることができる．
淘汰プロセスを緩くして，多くの選択肢を残すと，将来の可能性は広がるが，現状の資源を

多く食いつぶすことになる．逆に淘汰プロセスを厳しくして，選択肢を広げなければ，資源の
節約にはなるが，将来の環境変化への耐性が失われる．新規事業創出のためのマネジメント・
コントロールは，全社的な資源配分の方針と整合的に設計され，運用されなければならない．
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4.2 新規事業を市場から調達する場合
新規事業は，企業組織内部で開発することも，外部市場から調達することもできる．新規事

業の創出では，様々な選択肢が利用可能である．無限ともいえる選択肢から適切な解を選ばな
ければならない．新規事業案を獲得する方法としては，純然たる社内開発と完全な外部調達と
を両極端とする直線の間で様々な選択が可能である．
たとえば，Roberts and Berry (1985)の Familiarity-matrixでは，最適解は，現行戦略が依拠する

経営資源との関連（距離感）で決まると考えられている．必要な経営資源を市場ノウハウと技
術ノウハウの 2次元 3× 3の 9象限で把握し，図表 10で示すようなマトリックスで，最適な
新規事業案の獲得経路が表現されている．
市場および技術についてのノウハウを充分に持っているのであれば，内部開発によって，新

規事業案を考えだす能力がある．まったく市場および技術についてのノウハウがない分野で内
部開発しようとするのは，むずかしいため，外部市場から購入するほうが有利となる．

図表 10 新規事業創出プロセスの設計問題：社内開発／外部調達

出所：Roberts and Berry (1985), p. 13をもとに著者作成．

新規事業の創出を，外部市場を通じて行う動きは，CVCファンドの設立に見ることができ
る．海外だけではなく，国内でも，大手の事業会社によって，相当規模の CVCファンドが相
次いで組成されている．CVC（Corporate Venture Capital，コーポレートベンチャーキャピタル）
とは，投資を本業としない事業会社が，自社の事業分野とシナジーを生む可能性のあるベン
チャー企業に対して投資することをいう．主にキャピタルゲインを狙って設立・運用される
VCファンドとの最大の相違点は，CVCの主目的が新規事業を獲得する点にある．CVCを活用
することで，投資する側は，技術や市場に関する充分な知識のない分野で新規事業を立ち上げ
ることができる11．

CVCを活用するにしても，新規事業創出プロセス（イノベーションプロセス）のどの部分を
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外部調達し，どの部分を社内での開発に委ねるかを決定しなければならない．CVCなどを利
用して，外部調達するとした場合でも，どのような分野の企業に，どういった関与の仕方をす
るかを的確に判断しなければならないが，極めて困難な意思決定となる．

5. 結び

本研究では，両利きの経営を実現するために，マネジメント・コントロールに求められる要
件について整理した．マネジメント・コントロール理論の研究が始まった当初は，マネジメン
ト・コントロールの目的は，既存事業の効率的な運営にあった．組織学習のレベルでいえば，
低次学習に属する問題領域である．
現在では，事業のライフサイクル短縮化傾向が顕著となり，既存事業を運営しながら，新規

事業を創出する，両利きの経営が要請されている．突きつけられた，両利きの経営という経営
課題に対して，マネジメント・コントロールは，どのような貢献ができるかについて検討した．
具体的には，以下の 3つの異なる問題領域に整理することを主張した．

1つめは，現行事業を効率的に実行するためのマネジメント・コントロールである．新規事
業創出に必要な探索活動を実施するには，現行事業で充分な資源を確保しなければならない．

2つめは，新規事業内部で用いられるマネジメント・コントロールに関する知識の蓄積が必
要である．多くのスタートアップが急成長を遂げ，リーンスタートアップをはじめとする運営
ノウハウが紹介され，次第に体系化が進んでいる．

3つめは，探索と活用との間の最適資源配分，全体の構造設計に関する問題領域である．特
に，新規事業創出のための活動は社内でも実施できるし，成果を外部から購入することもでき
る．全体として，どのようなポートフォリオをつくり，維持していくかを適切にコントロール
する仕組みが必要である．新規事業の創出でも，CVCなどを組成し，外部資源をいかに活用す
るかが重要となっている．自社単独での経営にとらわれていては，のぞましい成果は得られな
い．他社との協働を前提とした，ビジネスエコシステムの思考が，ますます重視されている12．
活用と同時に「探索」をおこなう，両利きの経営を実現するためには，マネジメント・コン

トロールは異なった役割を同時に受け持たなければならない．組織構成員への影響活動は，き
わめて複雑になる．加えて，「どの程度の資源を探索に振り向けるべきか（振り向けることが
できるか）」，「探索の結果，増加した選択肢のなかでどれを残し，何を切るか」など，全体の
プロセスをポートフォリオとして俯瞰し，長期的な観点から最適化するという新たな問題が発
生する．事前に正解の定まらない高次学習では，会計情報以外の様々なコントロール手段を包
摂した，コントロール・パッケージの考え方が重要となる．ただし，このことをもって，会計
情報の役割が低下したと考えるべきではない．変異のフェーズで生じたアイデアを貨幣空間に
投影し検討可能な状態にし，淘汰のフェーズで市場の観点から正解を識別し，全社的な資源配
分問題に対処できるのは，様々な経営資源や成果を貨幣評価できる，公分母としての性格を持
つ会計情報のポテンシャルなくしては考えられない．両利きの経営を実現するには，市場に直
結し，貨幣空間を自由自在に利用できる会計情報の整備が不可欠である．
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注

1 「情報が増えること自体は悪いことではない．だがそれらの情報をどのように処理するか，
断片的な情報をつなぎ合わせて，ひとつの図柄を創りだす必要がある．さまざまな情報を
文脈の中に定位する，といいかえてもいいかもしれない」と述べ，佐倉 (2002)では，状況
の変化に対応した，「新しい物語」の追加，解釈図式の更新が常に求められていることが指
摘されている．ここでは，解釈図式という用語を用いたが，パラダイム (paradigm)，専門図
式 (disciplinary matrix)と表現することもできる．なお，管理会計理論の体系，体系化の指導
原理については，廣本 (1993)を参照のこと．

2 社会科学に進化論のフレームワークが，適用されるケースが頻繁に見られる．発生の論理
を担う「変異」プロセスと存続の論理を説明する「淘汰」および「保持」プロセスを別個
に検討することで，安定的かつ目的合理的なシステムの生成と多様性を説明できるのが進
化論アプローチのメリットである．不確実性の高い状況での高次学習では，最初から何で
も御見通しな訳ではない．とりあえず，いろいろ試行錯誤してみて，でてきたものの中で
よさそうなものが選ばれていく．管理会計研究に進化論のフレームワークを適用した優れ
た研究としては，澤邉 (2006)，挽 (2007)がある．高次学習においては，変異をひきおこす
フェーズと淘汰のフェーズで，求められる行動がまったく異なるため，両者を区別できる
ことはメリットが大きい．

3 マネジメント・コントロールに対して期待される役割が複雑化したことは，進化適応環境
（Environment of evolutionary adaptedness，EEA）の変化と理解することができる．進化適応
環境とは，生物の適応を促した，周囲の環境の選択圧力を指す．生存するのに有利な属性
は，環境に応じて変化する．どのような個体の生存確率が高いかは，結果的に環境によっ
て規定される．1965年当時は，事業戦略の効率的な遂行が企業生存のために求められる属
性であったが，現在では，それだけでは充分ではなくなってしまっている．

4 両利きの経営に関して，国内企業における現状については，吉田ほか (2017)および吉田・
妹尾・福島 (2015)から有益な示唆が得られた．吉田ほか (2017)，吉田・妹尾・福島 (2015)

では，両利きの経営が日本的管理会計行動にどのように影響するのかについて，郵送質問
票調査データを用いて包括的な考察を行っている．福田 (2013)では，本研究と同様に探索
と活用のフレームワークを用いてマネジメント・コントロール組織学習の関係について考
察をおこなっている．
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5 Nielsen (1996)のように，組織学習論の研究分野では，トリプルループ学習を主張する論者
もいる．Nielsen (1996)では，結果的にマネジメント・コントロールの内容が変化し，高次
学習が観察された場合でも，前提部分から根本的に変化しているケースと表層的に政治的
な帰結としてもたらされたケースとが区別されている．

6 イノベーションのジレンマ (The Innovator’s Dilemma)とは，市場で支配的な地位を占めてい
た巨大企業が新興企業との競争に敗退していく現象をいう (Christensen, 1997)．低次学習に
気を取られるあまり，高次学習が疎かになってしまった帰結であると解釈することができ
る．イノベーションのジレンマを回避するには，高次学習を強制するマネジメント・コン
トロールを整備する必要がある．
　イノベーションには，従来製品の改良を進める「持続的イノベーション」と，従来製品
の価値を破壊して全く新しい価値を生み出す「破壊的イノベーション」がある．前者は低
次学習，後者を高次学習と読み替えることができる．市場を支配している企業は，持続的
イノベーションのプロセスが競争優位の源泉であるため，破壊的イノベーションを軽視す
る傾向がある．利き腕を鍛えすぎると反対側の手がまったく機能しなくなるのである．

7 活用と探索に関する概念規定についての先行研究の整理および分類については，安藤・上
野 (2013)に依拠している．

8 Yコンビネータ (Y Combinator)は，2005年にポール・グレアムらによって設立された，米国
カリフォルニア州のシードアクセラレーターである．卒業生に，ドロップボックス（2007，
ファイル共有），エア・ビー・アンド・ビー（2009，ルームシエア）など著名企業を数多く
輩出し，目利き力，育成力に定評がある (Stross, 2012)．

9 イノベーションの普及過程を，導入する顧客層にしたがって整理することがある (Rogers,

1962)．顧客は，導入が早い順にイノベーター，アーリーアダプター，アーリーマジョリ
ティ，レイトマジョリティ，ラガードの 5つに分類される．2番目に位置する，アーリーア
ダプターは，イノベーター（革新者）に次いで早くイノベーションを受容する顧客グルー
プである．全体に対する割合は 13.5％程度であると想定されている．アーリーアダプター
は，新規性を積極的に評価しつつ，大多数の価値判断基準もあわせもつことから，市場全
体の選好を占う試金石となり得る．

10 Discovery-Driven Planning (DDP)は，ペンシルバニア大学ウォートンスクールのイアン・マ
クミラン教授とコロンビアビジネススクールのリタ・マグラス教授によって考案された事
業計画手法である．DDPの特徴は，事業計画を多数の仮説の集合体と見なし，実績と照ら
し合わせて，仮説を検証する点にある．Discovery-Drivenとは，現実からの学びにもとづい
て計画を修正し，評価し，実行していこうというアプローチである．運用では，事業計画上
の重要な変数を仮説として明示し，マイルストーンで各仮説を検証する．要求される目標
に到達するために①仮説の修正を試みるが，②仮説を修正しても目標到達できないときは，
事業自体を棄却する．事前の予想通りに上手くいかなければ修正，棄却を考えるという意
味では，リアルオプションの思考を実際に体現するための事業計画手法だと位置づけるこ
とができる．国内では，インテグラート（株）を通じて，多数の企業に導入されている．

11 たとえば，『日本経済新聞』(2017/12/14)では，調査対象企業の 23.2％が「CVCを設立して
いる」と回答している．「検討している」をあわせると 3割強に達している．また，「自前
主義を改め外部との連携で新事業を創出するオープンイノベーションにかじを切る企業が
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相次ぐ」（『日本経済新聞』2018/3/24「CVCブームは本物か」）など，どのような体制がのぞ
ましいか，現状は流動的である．

12 企業境界を飛び越えて，ビジネスエコシステムにマネジメント・コントロールを適用する
必要性は，様々な場面で指摘されている．たとえば，高橋 (2019) では，産業クラスター，
サプライチェーンを対象に BSCや戦略マップが導入された事例が検討されている．
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＜論文要旨＞
国税庁の各国税局では，標準的な事務運営として，事務日誌による事務量把握と事務改善提案制度が行

われている．国税庁の事務運営と管理会計の諸概念との類似性については，これまでも指摘されてきてい
た．国税庁の一地方局である広島国税局（中国 5県 50税務署を所管）では，2014（平成 26）事務年度以
降，この標準的な事務運営をベースに，「人日管理」と称する事務量マネジメント（活動基準管理 (ABM)
を意識）を導入し，ミクロの事務運営として事務改善提案を最大限活用して標準を意識した事務改善活動
を行いつつ，マクロの事務運営として各税務署において 1枚紙に描いた組織戦略（戦略マップやロジック
モデルを意識）に基づいた事務運営を行っている．加えて，確定申告事務のスリム化等の取り組みも併せ
て講じてきている．これらはいずれも相当の成果を得てきているところである．本報告は，広島国税局の
管理会計実践の中心メンバーによる，足掛け 6年にわたる管理会計実践についての報告である．
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1. 全国的に行われている国税局の標準的な事務運営 1

1.1 事務日誌による事務量把握
全国的に行われている国税局の標準的な事務運営の特色の一つに，事務日誌による事務量把

握がある．これは，職員が従事した事務について事務区分別に事務量を把握し，事後の事務管
理に活用するものである．事務系統ごとに 200～300項目の事務区分を定め，職員は各自が従
事した事務区分ごとに，超過勤務時間も含め原則として 1時間単位で事務量を入力している．

1.2 事務改善提案制度
特色の二つ目に事務改善提案制度がある．この制度は 1950年に献策制度として発足し，1963

年には提案制度と改称され，現在に至っている．提案制度の目的は，第 1には適正な事務の管
理（事務の品質の確保）であり，第 2には事務の効率化等とされている．提案は常時受け付け
られ，提出提案は税務署等で第一次審査がなされ，一定得点以上のものは国税局等に回付され，
第二次審査がなされる．そして，高得点のものは国税庁へ進達され，第三次審査がなされる．

1.3 事務量マネジメント導入前の状況
しかしながら，事務量マネジメントの導入前の状況は，事務日誌による事務量把握や事務改

善提案制度などは十分に活用されていなかった．例えば，事務日誌による事務量把握はほとん
ど分析されることなく，報告のためにチェックをしているに過ぎなかった．そして，調査件数，
調査事績，滞納整理事績といった事績ばかりが注目され，また，事務改善提案については職員
から提出されるものの，活用されるものは少なく，ほとんどは廃案として捨てられていた．
事務運営は前年踏襲型であり，組織的にデータの分析や検証を行うことなく，自らの経験則

に頼った感覚的な運営が繰り返されていた2．そうした中で，内部事務量は増加，税務調査等
の外部事務量は減少してきており，調査や組織運営の効率が低下しているのではないか，職員
間のコミュニケーションやモチベーションが低下しているのではないかという問題意識が高ま
りつつあった．

2. 広島局における平成 26事務年度の取り組み

2.1 事務量マネジメントの導入
平成 26事務年度3，広島国税局4においては，組織におけるマネジメントの強化・高度化を

し，組織に即した管理会計手法等の運用徹底を図っていくため，「人日管理」と称する事務量
マネジメントが導入された．この「人日管理」の目的は「内部事務を効率化して，外部事務の
拡充を図り，人材育成等につなげていく」ことであり，その目的のために，事務量を中心に考
えていく事務運営，特に「人日」で考えていく事務運営を徹底していくこととした．
「人日管理」のフローの真ん中には「人日」を位置付け，「人日」による計画，実績，差異分
析，修正と PDCAを回していく5．そして，「ミクロへの展開」として「ムダ取り」を位置付け，
業務処理手順6を常に見直してムダを取る7．その過程で職員からの事務改善提案を重視し，改
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図 1 広島国税局における取り組みの基本的な考え方

善活動を徹底させていくこととした．また，「マクロへの展開」として組織戦略を「目標の連
鎖」として構築し8，組織戦略の観点から効果の高い事務に注力することとした．具体的には
「職員の意識を向上させ，業務を見直すことによって事務量を捻出し，牽制効果の高い外部事
務に『人日』を投入する」こととした（図 1参照）．加えて，国税庁創設以来のスローガンであ
り，職員への浸透度も高い「正直者には尊敬の的，悪徳者に畏怖の的」という標語を，これら
の取り組みの推進力として活用した．

2.2 事務改善提案の活用
「人日管理」による事務改善活動に当たっては，大きく 3つのパターンで示される有効策を
横展開していった．これらは自然発生的に生じたものであり，事前に計画したものではなかっ
た．なお，当時は RPA (Robotic Process Automation)という言葉が一般化していなかったため，
明示的に組み入れてはいなかった．現在であれば RPAの活用も視野に入ってこよう．

1つ目は，業務の見える化・情報の共有化を進め，繁閑調整等を頻繁に行う業務体制の構築
である．具体的には，人それぞれが業務を分担するのではなく，皆でいろいろな業務をやろ
う，ホワイトボードの活用やミーティングの実施によって繁閑調整をしながら仕事に人を割り
振る体制をとろうということである．

2つ目は，ついでにできる事務の実施，重複作業の見直し，並行・共同作業の実施による合
理的な事務フローの確立である．具体例としては，書類毎に受け渡しした際にそれぞれ整理番
号を検索していたのを，同じ納税者の書類を束で受け渡しすることにより，整理番号の検索を
複数回から 1回に短縮しようという事務フローの改善活動である．

3つ目は，内部事務の未経験者や非常勤職員の活用を促進するため，事務処理要領を具体化
した作業手順書の作成である．具体的には，従来の事務処理要領には若干粗いという問題があ
り，行間を読むノウハウが必要となっていた．そこでノウハウ共有化のため行間にそれを文書
化して埋め込み，未経験者や非常勤職員でも使える作業手順書を作ったのであった．
以上のような事務改善提案等の活用により効率化による事務量が捻出され，それが成功体験

となり，新たな事務改善を生み，更なる効率化が期待できるという好循環サイクルができあ
がっていった．事務改善活動による事務量の捻出は，定員事情が厳しくなればなるほど，新た
な課題への事務の必要が高まれば高まるほど，宝の山として重要となっていった．
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2.3 1枚紙に描く組織戦略
「人日管理」については事務改善やムダ取りといったミクロへの展開は進んだ一方で，マク
ロへの展開である組織戦略としての目標の連鎖については課題が多い状況であった．これは，
効率化によって生み出された貴重な事務量が漫然と消費されていくことを意味し，大きな問
題を秘めていた9．そこで，各税務署において組織戦略を構築し PDCAを機能させる観点から
「プランの流れの例」（図 2参照）を示し，全体像を 1枚にまとめるよう提言した．各署におい
て，効率化により捻出した事務量を税務調査等の外部事務にいかに活用するか，外部事務の効
果を最大限発揮するための波及効果，牽制効果，再発防止策をどうするかなどについて，目的-

手段関係や因果関係仮説等により目標を連鎖させ，組織戦略を綿密に組み立てさせるように努
めたのであった．

図 2 Planの全体像（例）

組織戦略は多過ぎると読む労力が必要となり，その結果，誰も読まなくなり，職員の方向付
け10 に役立たないものとなる．そこで，これを 1枚にまとめることが出来れば，現場職員も含
め組織全体で，分かりやすい→意識が合わせやすい→職員の方向付けが容易となるといった効
果が期待できた．コミュニケーションツールとしても機能し，組織内での合意形成にも効果を
発揮した．1枚紙のプランは「署運営全体プラン」と称され，各署に徹底されていった．「署運
営全体プラン」の策定を通じて，各税務署長が，各署の事情や実情を把握しながらその状況を
踏まえて自律的に判断し，署ごとの具体的な戦略を柔軟に考えるようになったのであった．
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3. 広島局における平成 27事務年度以降の取り組み

3.1 事務改善提案の更なる活用
事務改善の提案件数は以前 400件程度であったものが 800件超と倍以上に増加し，改善意識

は高まってきていた．しかし，提出された提案のうち活用された件数は全体の 3割程度であ
り，残りの 7割は活用されずに廃案となっていた．そこで，提案は原則として廃案にすること
なく使い切るべきとの問題意識の下，広島局各主管課の若手職員によるワーキンググループに
おいて「提案の活性化フロー」に基づき廃案となりそうな提案も丁寧に検討した結果，数パー
セントの廃案を除きその殆どを活用することができた（図 3参照）．

図 3 事務改善提案の活性化フロー

3.2 転換プロセスの重要性
「人日管理」導入の平成 26事務年度以降，その効果として相当に大きな事務量が得られた
が，その過程で，捻出できた事務量は予め何に使うのか十分に考えておかないと事務量そのも
のが雲散霧消してしまうことが判明した．そこで，内部事務において効率化した事務量が，署
の事務運営の中で，どのように各事務系統や部門に配分され，どのようなプロセスを経て外部
事務量に転換していくのかについて，図 4のような表で可視化していくこととした．そのキモ
は，予め事務量をどこに受け入れどれだけ外部事務へ回せるかを検討しておかないと，いくら
内部事務を効率化して事務量を捻出できたとしても，事務量を転換していくプロセスの途中で
ロスが生じるということにある11.

図 4 事務量の転換プロセス

この事務量転換プロセスにおけるロスの最小化のため，以下の点について全税務署で共有化
していった（図 5参照）．一点目は事務の「玉突き」と「溜め」である．事務量の転換のために
は，内部事務を主に担当する部署の職員は，効率化できた事務量を使って，他の事務系統の内
部事務のうち質問検査権を行使せずにできる事務を支援する．他の事務系統の内部事務を担当
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する職員は，支援により浮いた事務量を自らが調査事務等の外部事務に使うか，調査担当職員
の行っている事務を支援する．このようにして，内部事務で効率化できた事務量を外部事務に
段階的に押し出していかなければならない．また，調査事務に活用できるロットの事務量を確
保するために，数か月先の事務まで見越して前倒しするといった「溜め」も必要となる．
二点目は支援元と支援先とでの緊密なコミュニケーションである．事務量の円滑な転換のた

めには，効率化で捻出した事務量を財源に，他部門を支援する部署（管理運営部門）と支援を
受け外部事務量を確保する部署（課税部門）との間で，支援する事務の内容とそのタイミング
について，実際の従事者を念頭に置いてすり合わせを綿密に行う必要がある．
三点目は代替策の準備である．ロス減少のためには，効率化できた事務量が調査事務とマッ

チングできない場合でも調査以外のマッチングできる代替事務を予め準備しておく必要が
ある．

図 5 動態表を活用した事務管理

こうした転換プロセス重視のマネジメントには，組織運営上の効果として，外部事務量の増
加という事務運営上のメリットもあった．しかし，それ以上に重要であったのは，税務署幹部
が，内部事務において効率化した事務量をどのような形で外部事務に投入できるかをあらかじ
め考え計画を立て，継続的に状況を観察し，想定どおりにならない場合にはどこに問題があっ
たのかを把握して，必要に応じて途中で計画を見直し，代替策を考えるといったことにあっ
た，事務量に途切れがないように，事務量を供給サイドからみる視点が持てるようになった．

3.3 外部事務における事務量分析の活用
「人日管理」により内部事務の効率化による外部事務量の確保は図られていった．しかし，
何とかかき集めて確保した外部事務量に見合うほどには，実地調査件数等の外部事務の成果は
上がっていなかった．その原因を検討したところ，現行の「稼働事績システム」を活用すれば
詳細な原因究明ができることが判明した12．例えば，調査以外の様々な事務の割合を署別に比
較したり，1日当たりの調査効率や法人別の準備調査や調査手続等の事務量の割合を署別に比
較したり，更には，実地調査事務量と調査事績とを法人別に比較したりして，余分な事務量が
投下されていないかといった様々な分析が可能なのであった（図 6参照）．
事務量分析の結果，調査件数が増加していない原因の一つは，実地調査事務に充てるべき事

務量が，内部的な事務である調査選定事務に必要以上に充てられていたことにあった．事案終
了後次の事案に着手する間の人日が，必要以上に調査選定事務に充てられていたことが判明し
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図 6 事務事績システムを活用した事務量分析

た13．そこで，事案ごとに担当者の計画と実績を示すガントチャート14のような「実地調査線
引表」を活用して見える化し（図 7参照），ムダ取りを行っていった．

図 7 実地調査線引表の活用

3.4 広島局の外部事務割合
以上の取り組みの結果，広島局の外部事務量の割合は，例えば法人課税事務でみれば平成 25

事務年度から平成 29事務年度の 5年間で 47.0％から 56.1％と 2割増になった．しかも，広島
局定員の減少や育児・介護等のための職員の休業や休暇の取得等によって，広島局職員全体の
総稼働事務量は減少しつつあったことから，その分を差し引く必要もある．例えば，広島局の
定員減少がなければ，その分，外部事務量割合は更に増加しているはずであった．
ともあれ，広島局の外部事務量割合の推移（図 8参照）は，まさに広島局における「人日管

理」の取り組みの表れであった．限られた事務量（人的資源）を有効に活用するという事務量
マネジメントが取り組まれている成果を雄弁に物語っているのであった．
なお，この外部事務量割合の外側に，外部事務の見直しによる調査件数の増（量の向上）や，
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図 8 法人課税事務における外部事務量割合の局間比較

各署の「署運営全体プラン」と結び付けられた取り組みによる質の向上という効果も存在する．
従って，質量ともにみると，腰だめだが，3割増を超える効果が得られていると思われる15.

4. 広島局個人課税部門の確定申告事務における取り組み

適正かつ公平な課税・徴収の実現のために，内部事務量を削減して外部事務量に振り替える
ことは，国税組織全体の重要課題である．これは所得税等を担当する個人課税部門でも同様で
ある．同部門の場合，毎年春に実施される確定申告に係る事務（以下，確定申告事務）16につ
いて，これをいかに効率化し，税務調査等の外部事務に振り向けるかが課題となっている．

4.1 スリム化に向けた従前の取り組み
個人課税部門でも従来から確定申告事務をスリム化し，実地や机上等での税務調査を拡充す

る取り組みが推進されてきた．例えば，確定申告期間中（以下，期中）の相談事務等の効率化
に加え，確定申告期前（以下，期前）の相談等の受付や確定申告期後（以下，期後）に行う収受
した申告書の検算等の事務の縮小により，期前にも外部事務にできる限り事務量を投下すると
ともに，期後もできる限り早く事務を平常化して外部事務を立ち上げるよう取り組んできた．
しかし，残念ながら従前は大きな成果が上げられていなかった．その主な原因は，国税局

側・税務署側ともに，確定申告における相談事務は申告者の年齢構成や個人事業者・農業所得
者・年金所得者などの構成割合が各署で異なり，各署の実情もそれぞれであることから，一律
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的な申告相談体制は構築できないと暗黙裡に認識していたこと，また，行政サービス（納税者
サービス）に力点を置き相談事務量の効率化や税務コンプライアンスの向上といった組織目標
が後回しになっていたこと，更には，人日を活用した標準的な処理目標（例えば，相談効率や
審査効率）を各署に示していないため，自署の立ち位置が不明で自署の対前年の数値さえクリ
アしておけば満足していたこと等から，各税務署がそれぞれのペースで前年の取り組みのマイ
ナーチェンジに終始していたためであった．

4.2 平成 26事務年度以降の取り組みの 3本柱
確定申告事務のスリム化については，平成 26事務年度以降，定量的な分析とりわけ事務量

に関する分析を徹底的に活用することとした．上記のような国税局側・税務署側のいわば甘え
を断ち切るべく局署の意識改革に努め，以下のポイントを中心に取り組んできた．

4.2.1 組織目標の明確化
各種会議等の場を通じ，局側から署側に，確定申告のスリム化，即ち，確定申告における

ICT申告17 の勧奨等による来署者の削減や相談事務の効率化等の組織目標を繰り返し明示し，
伝達した．事務年度をまたぎ，何年間にもわたって発信し続けることにより18，確定申告にお
ける国税局側の立場にブレがないことが職員間で認識共有されていったのであった．

4.2.2 事務量に関する新指標の活用
国税局管内での自らの税務署の立ち位置を知ることは，効率的な確定申告相談体制の構築に

大きな効果を有する．このため，来署者 100人当たりの相談事務量を「人日」で把握し，相談
効率を示す新たな指標として活用した．相談効率については，平成 26事務年度は期中相談か
ら始め，翌事務年度以降には期前や期後にも活用するようになった．このほか，署別にきめ細
やかな分析もあわせて行うこととし，定量的な分析そのものも拡充していった．

4.2.3 ベストプラクティスのヨコ展開の徹底
従来は，ベストプラクティスを共有していくという明確な意識がなかった．局側も税務署に

対して運営方針の強制はせず，自然体で目にとまった事例を局内広報で紹介する程度で，当該
施策の採用の可否は各税務署の判断に委ねていた．しかし，平成 26事務年度以降は改善活動
の成果を含め，ベストプラクティスを積極的に発掘し，そこでの方法論をきちんと整理した上
で19，他の税務署にヨコ展開を図っていった．

4.3 基本的なコンセプトと各事務年度における取り組み
平成 26事務年度以降の各事務年度における取り組みの基本的なコンセプトは，概ね，①納

税者自身が自発的に作業可能となる申告会場運営を構築する，②非常勤職員を最大限に有効活
用する，③職員は職員にしかできない業務に専念させるというものであった．そして，このコ
ンセプトに沿った形で様々な取り組みが行われた．
各事務年度の取り組みに当たっては，11月頃に開催される各税務署の統括官を集めて行わ

れる統括官会議において翌年の確定申告に向けた取り組みが検討され，確定申告終了後の 5月
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頃に開催される統括官会議において事後の振り返りが行われる．以下では各事務年度における
取り組みの主だった項目とその主な成果を掲げることとする．

4.3.1 平成 26事務年度
来署者の削減に関しては，ダイレクトメールによる国税庁 HP作成コーナーの紹介，自宅等

からの ICT申告の勧奨，申告不要制度の周知等が行われた．相談事務の効率化に関しては，時
期別時間別弾力的人員配置などの会場運営マネジメントの強化といった意識醸成を図るととも
に，セルフコーナーの拡充や手順書等の配付などが行われた．その一方，会場運営のマネジメ
ントの不徹底，手順書の活用が不十分といった課題も観察された．以上の結果，人日管理が導
入された初年度の平成 26事務年度は劇的な効果が得られた．相談事務量は対前年度比で 2割
近く削減され，相談効率も 1割以上の改善が見られたのであった．

4.3.2 平成 27事務年度
来署者の削減に関してはダイレクトメールの対象を拡充する等の施策が行われた．相談事務

の効率化に関しては，ベストプラクティスの還元を進め，自署の立ち位置を意識させることを
通じた効率化を図る20とともに，案内表示の簡素化・見える化による案内補助者の削減等が行
われた．その一方，漫然と前年を踏襲している税務署も観察された．以上の結果，平成 27事
務年度の相談事務量は対前年度比で約 1割削減され，相談効率も 1割近くの改善が見られた．

4.3.3 平成 28事務年度
平成 28事務年度はマイナンバーの記載が本格化した年度である．来署者の削減に関しては

期前相談会場の縮小などの施策が一部の署において行われた．相談事務の効率化に関しては前
事務年度の取り組みが継続された．また，地方税当局が収受した確定申告書のデータ引継ぎが
可能となり，他の国税局に比べて高い引継割合となった．その一方，他の国税局と比べて自宅
等からの ICT利用の割合が低調といった課題も観察された．以上の結果，平成 28事務年度の
相談事務量は約 5％削減された．

4.3.4 平成 29事務年度
来署者の削減に関しては期前来署者に対して自宅等からの ICT申告を勧奨する等の施策が

行われた．相談事務の効率化に関しては，会場レイアウトの工夫による省力化や翌年以降の来
署者の削減策としてのセルフコーナーの廃止とスマホ・タブレットコーナーの拡充等の施策が
行われた．また，地方税当局からのデータ引継件数を大幅に増加させることができた．その一
方，期前来署者の削減については未だに税務署によってばらつきが観察された．以上の結果，
平成 29事務年度の相談事務量は 5％近く削減された．

4.3.5 平成 30事務年度
大口源泉徴収義務者に対し従業員の自宅等からの ICT申告を勧奨するなど，積極的な周知・

広報を展開した結果，自宅等からの ICT申告（ID・パスワード方式による e-Tax利用含む）は
対前年約 1割増加した．期前来署者の抑制についても，事前の広報のほか，期前来署者に対し
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て自宅等からの ICT申告の勧奨や期中の来署案内により，対前年 5割減と大幅に減少した．
これらにより得られた事務量により，調査関係事務量を最大限維持しつつ，平成 30年 7月

の豪雨災害等により被害を受けた納税者に対して，各種説明会の開催や災害相談ブースへの案
内など，親切・丁寧な対応に努めた．結果として，被災地域を管轄する税務署においては相談
事務量が大幅に増加したものの，その他の税務署では効率化の効果が得られ，総体として対前
年約 3％程度の増加にとどめることができた．

4.4 振り返って留意すべき点
ここで，以上の取り組みを踏まえ，振り返って留意すべき点として 2点を挙げる．

4.4.1 リーダーシップの継続性
国税組織では国税局長をはじめとする幹部は 1年といった短期間で交代するのが常であり，

しかも事務運営は局長等の意向に左右されるところも多い．このため，事務運営は局長を始め
とする幹部の意向次第でコロコロ変わるというイメージを持つ職員も多い．その結果，表面だ
け従った振りをする行動も国税組織内でまま見受けられることとなる．
事務運営は本来，事務年度が替わってもその基本的な方針は変わらないことが望ましい．

従って，事務運営の基本を担う個人課税課等の主務課は，それなりの覚悟をもって基本方針を
練り上げる必要がある．そして，基本方針を決めた以上，そこでのリーダーシップは右顧左眄
しないことが望ましい．国税局主務課のリーダーシップの継続性が極めて重要視されるので
ある．

4.4.2 一般職員への浸透のキモ
確定申告事務を現場で担い，そのスリム化を実際に行うのは，一般職員である．従って，

一般職員にスリム化の意義付け等をいかに浸透させるかは非常に重要なポイントとなる．し
かし，一般職員に，成果を数字のまま強調してもその心に響くものとはならず，浸透もしな
い．このような数字の成果は，施策を推進する幹部職員間で共有していればことは足りるので
ある．
現場の一般職員には，超過勤務の縮減や年次休暇取得率の向上等，働き方に関連する「実感

できる成果」や「目に見える成果」の方が心に響くものとなり，浸透する．従って，働き方に
関連するこれらの成果を着実に出し，その成果を一般職員に示しつつ，取り組みに弾みをつけ
ることが非常に重要となる．
平成 26事務年度からの取り組みにより，確定申告期における個人課税部門職員は，実感と

して超過勤務の減少を感じている．例えば，以前であれば申告相談会場での納税者の申告相談
終了後に，審理未済の申告書検算のため，超過勤務をすることが多かったが，現在ではそのよ
うなことが非常に少なくなったとのことである．また，広島東税務署の場合，平成 25事務年
度と平成 30事務年度の確定申告期における個人課税部門一人当たりの超過勤務時間を比較す
ると 2割程度減少しており，効率化効果の一部が超過勤務時間の縮減として現れているので
ある．
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5. 各税務署における最近の取り組み

5.1 岡山東税務署の取り組み
5.1.1 「署運営全体プラン」の活用
岡山東署では，国税庁の組織目標の達成に向けて「人日管理の徹底と PDCAサイクルに基づ

く事務運営」を基本方針に掲げるとともに，「内部事務の効率化」⇒「他部門応援」⇒「外部
事務の追加投入」⇒「重点施策」⇒「人材の育成」というサイクルを意識した事務運営を行っ
た．内部事務を効率化して人日を捻出し，これを他部門応援に転換する．応援を受けた部門で
はその人日を外部事務に追加投入し，署として重点的に取り組むべき施策の充実を図る．この
取り組みを通じて，複数事務に対応できる職員や調査能力の優れた職員（特に若手職員）を育
て，更なる効率的・効果的な事務運営に繋げるというサイクルである．
「署運営全体プラン」は事務運営の全体像を取りまとめた 1枚ペーパーで，部門単位の方針
や各部門の施策を署全体の方向性と結び付け，組織としての意思統一（合意形成）を図るため
に活用した（図 9参照）．これにより，各職員が署の実情（署内事情や管内事情）や署の重点
課題を理解でき，意思統一に効果があったほか，組織での「自分の立ち位置」（果たすべき役
割）を自覚でき，それが各職員のモチベーションの向上に繋がった．また，事務運営の全体の
方向性と他事務系統の課題も理解することで，相互理解や縦割り意識の払拭に繋がった．

図 9 岡山東税務署の署運営全体プラン（イメージ）

5.1.2 取り組みの具体例
5.1.2.1 内部事務の効率化
内部事務の効率化は，効率化リソース（人日）の捻出するための取り組みである．「事務の

見える化の推進」として，各部門ではホワイトボードを活用し，優先事務などの情報を共有す
るとともに，毎日の朝会で繁閑調整，相互支援等を実施した．「ボトムアップによる事務改善
活動の推進」として，職員は事務改善意見を「なんでもボックス」へ投稿し，日々の問題意識
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を国税局への課題提案に繋げた．「非常勤職員へのシフト化」として，非常勤職員用マニュア
ル等を有効活用して複数事務が可能なよう育成し，事務でなく事務量に応じた配置を行い，非
常勤職員へのシフトを推進した．「部門をまたがる事務の見直し」として，事務系統横断的に
対応可能な事務を抽出した．また，部門間を往復する事務を見直し，部門間の引継事務量を削
減した．
5.1.2.2 他部門応援への転換
内部事務の効率化リソース（人日）がロスなく他部門応援に転換されるよう転換率の向上に

取り組んだ．「チーフ会の活用」として，各部門の事務処理チーフ（総括上席級）が毎金曜日
に副署長室に集合して他部門の情報やスケジュールを共有し，翌週以降の繁閑調整を実施する
ことにより，応援が必要な部署へ非常勤職員を優先配置したり，計画通りにならない場合に備
えて代替事務を準備したりして転換ロスの最少化に努めた．これにより部門間の相互理解に加
え，実効性のある円滑な繁閑調整が図られ，転換ロスの抑制に大いに成果があった．
5.1.2.3 外部事務への追加投入
他部門応援に転換された人日がロスなく外部事務に活用されるよう活用率の向上に取り組ん

だ．「幹部による部門マネジメント」として，統括官等による部門マネジメントの徹底により，
人日のロスは少なくなり活用率が向上した．また，署全体プランに沿って各部門で各種施策を
展開していく中で，人日管理の意義を理解する統括官等の幹部（コア職員）の存在が重要であ
り，その部門マネジメントの良し悪しによって成果が大きく左右されることが判明した．
5.1.2.4 重点施策の展開
外部事務へ追加投入できる人日が増加したことにより，いくつかの特定の課題に対する重点

施策や重点調査について充実した調査展開が図られ，調査パフォーマンスの向上に繋がった．
5.1.2.5 人材の育成
内部事務担当者については，他部門応援等への従事により，複数の税目に対応できる能力が

向上した．外部事務担当者については，重点施策や重点調査への従事により，特に若手職員に
対して充実した OJTを実施することができた．
5.1.2.6 署運営全体プランの修正
署運営全体プランには上記 5.1.2.2．の転換率及び上記 5.1.2.3．の活用率を記載した「事務マ

ネジメントシート」が掲載されており，毎月の幹部会合等で報告された．取り組みの成果が数
値化・見える化され，定期的に更新して協議することで，その後のプラン修正に活用できた．

5.1.3 事務量マネジメントのポイント
事務量マネジメントを有効に機能させるためには次の 3点が重要であった．まず，トップマ

ネジメントである．岡山東税務署では，着任時の署長訓示や署務運営審議会（幹部会）等にお
いて，全職員が「人日管理」と「署全体プラン」の意義（価値・重要性）を理解する必要があ
ることを強調するとともに，人日管理を徹底した事務運営を行っていくことを決意表明した．
また，人日管理の取組はワークライフバランスの推進に資するもので，超過勤務の縮減や計画
休暇の取得促進に繋がるものであることを丁寧に説明した．更に，統括官等の幹部の負担軽減
が職場全体へ波及する（署長対応に要する統括官やそれを補佐する職員の事務量は想定以上に
多い）ことから，署長案件に関する効率化・省力化を提言して，署長自らも効率化リソースを
生み出す姿勢を表明した（会議等の開催回数・開催時間の削減，資料不要の報告・相談等）．
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次に，コア職員の育成と配置である．人日管理を有効に機能させるためには，トップマネジ
メントに加えて，人日管理を理解し実践する統括官等の幹部（コア職員）の存在が必要不可欠
であり，その育成が必要となる．また，コア職員の各部門への適正配置も課題となる．
更に，一般職員のモチベーションアップである．組織目標や組織の価値観は重要だが，それ

だけでは人は動かない．特に一般職員は，超過勤務の削減や計画休暇の取得促進，急な用事で
も気兼ねなく休める職場環境等への関心が高い．一般職員のモチベーション向上に繋がるよ
う，それらの成果を見える化して示すことが重要である．

5.2 広島東税務署の取り組み
5.2.1 「署運営全体プラン」の組織への周知徹底と浸透
岡山東署の事例と同様，広島東署でも署として取り組むべき課題として「事務の効率化」「外

部事務の拡充」「重点施策等」「人材育成」等の要素を加味して「署運営全体プラン」を策定し
た（図 10参照）．この「全体プラン」を職員全員が理解し，達成に向けて取り組んでもらうた
め，各事務系統が事務年度首に実施する事務打ち合わせ会において，署幹部による「全体プラ
ン」の説明を行い，周知徹底を図った．次に，「全体プラン」実現に向けた各職員の取り組み
意欲の醸成を図るため，現行の人事評価制度を活用し，各人が設定する業務目標のうち少なく
とも一つは「全体プラン」で示している項目を目標設定させ年間を通じて取り組ませるととも
に，定期的な管理者によるチェックを実施することとした．

図 10 広島東税務署の署運営全体プラン（イメージ）

5.2.2 取り組みの具体例
5.2.2.1 署長のトップマネジメント
まず必要なことは署長のリーダーシップである．広島局では平成 26事務年度から「人日管

理」や事務改善活動について従来以上に意識的に取り組んできており，「人日管理」に対する
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意識は組織目標の一つとして根付き始めてきていた．しかし，その一方で，税務署の人事異動
は毎年職員の約 1/3が異動することから，これを組織に定着させるためには，ある程度の年数
もまた必要となる．そのため，人事異動後，機会あるごとに組織のトップとして自らの言葉で
「人日管理」の必要性についてその趣旨や目的等を訴えた．その中で，事務の効率化や事務改
善活動等については，特に①事務の効率化（事務改善活動）と厳正的確な事務処理は両立す
る，②日々の事務量の正確な記録は「人日管理」の徹底を図るための第一歩である，③柔軟な
発想，柔軟な対応が重要であり，前年踏襲の姿勢やタテ割り意識を払拭することが必要である
と説いた．また，新たな取り組みを行う場合，一時的には新規の事務量が発生し負担感が増す
が，後続する事務を含めトータルで考えた場合，事務量の削減に繋がるという視点に立って効
率化に取り組んでもらいたいと訴えた．
5.2.2.2 月次の事務量分析
従来から四半期，あるいは半年ごとに PDCAサイクルの一環として計画と実績の差異分析等

を行っているが，署幹部に「人日管理」の徹底を常に意識させるため，各事務系統の月次の投
下事務量を事務区分別に表したデータと前年同月比，計画に対する進捗度合いを作成させ，特
異な項目についてはその原因と今後の改善策等を記載させた．そして，項目によっては，対前
年比だけではなく，3年間の平均値との比較を行わせ分析の精度向上を図った21.

5.2.2.3 非常勤職員の繁閑調整
従来，各部門専属として非常勤職員を配置してきた結果，事務処理時間の間延びや部門間・

非常勤職員間の事務の繁閑が発生していたため，①翌月の非常勤職員の所要事務量を前年より
厳しく査定（高めの目標設定）するとともに，②各部門における非常勤職員の事務の進行管理
を徹底（従前の 1日単位から細分化）し，③それらにより捻出した事務量を「フリーアルバイ
ト」として一旦留保し，月 1回開催される各部門協議により「フリーアルバイト」を真に必要
とする部門へ投下する部門横断的な運用を開始した．これにより，内部事務の非常勤職員への
シフトが部門を越えて拡大し，余剰事務量を新たな事務に投入することができた．例えば，当
署において取り組みが低調であった納税証明のオンライン請求件数が，余剰事務量を活用し
て，来署してきた納税者に対してオンライン請求の利便性等を説明，勧奨することにより，取
り組み前の月と比較して約 5倍に増加した．また，毎年，国税局へ提出している事務改善に関
する提案件数も，前年に比して倍増するといった成果を上げることができた．
5.2.2.4 外部事務（調査事務）の事務系統横断的取り組み
捻出した事務量の活用策として，課税上問題のある業種や地域の納税者管理の充実を図っ

た．更に，それらを対象とした税務調査を実施するための「署重点施策推進協議会」を立ち上
げ，個人課税，法人課税の事務系統を越えた業種ごとの情報の共有化や調査手法の情報交換を
実施し，効果的な調査を実施するとともに若手職員の調査能力の向上に資することができた．

5.2.3 事務量マネジメントのポイント
行政機関の場合，事務改善活動の成果が民間企業のように企業利益というような目に見える

かたちで現れづらく，職員が達成感や効用を味わいにくいため，前年踏襲型（現状維持型）の
思考に陥りやすくなってしまうと危惧される．これを防ぐには，「人日管理」の徹底，事務の
効率化が組織全体として取り組むべき重要課題の一つであるという認識を職員に植え付けるこ
とが重要である．更にいうならば，認識させるだけでなく，目指すべき最終目標や目標達成の
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ための具体的手段・方法もあらかじめ示すことにより，職員全員が取り組みの意義や効果を認
識するとともに，結果として超過勤務の縮減や休暇の計画的取得促進等といった自らの利益に
も繋がるとの理解を得ることが必要である．
加えて，トップの強いリーダーシップとともに，それを支えるサブリーダー及び現場を直接

指揮する事務担当責任者の協力が不可欠である．そのためには，常に情報の共有化を意識的に
行い，また，忌憚のない意見交換が可能な職場環境の整備を図ることにより，組織としての一
体感を醸成することが必要である．

注

1 国税庁の事務運営と管理会計との関係は大西（2010, pp. 163–194）を参照のこと．
2 現場職員の残業や年次休暇の未消化等によって，行政運営を取り繕ってきたともいえよう．
3 平成 26年 7月～平成 27年 6月までを平成 26事務年度と称している．
4 広島は中国 5県 50税務署を所管し当時の定員は 3,200名（現在は 3,000名）であった．
5 活動基準管理 (ABM)を意識している．
6 業務標準を意識している．
7 現在であれば RPAも該当しよう．
8 戦略マップやロジックモデルを意識している．
9 改革のモーメンタムを失わせる可能性があったからである．

10 方向付けとは，同じ方向を向いて努力することを意味する．
11 まさに「神は細部に宿り給う」である．
12 既に使っていたシステムに，実は既に装備されていたことが判明したのであった．
13 実地調査は納税者の都合等により日程の調整が必要となるため，ある実地調査が終了した
後に次の実地調査に着手しようとすれば，事案の終了から次の事案の着手までの間に隙間
の人日が生じてしまう．これにより，本来，実地調査事務に充てるべき人日が内部的な事
務である調査選定事務などに充てられるなど，ムダが生じやすくなっていたのであった．

14 ガントチャートは，工場の生産管理等の工程管理に用いられる棒グラフの一種であり，横
棒によって作業の進捗状況を表し，作業計画を視覚的に表現できるものである．

15 最も重要なことであるが，これらは，超過勤務の削減，年次休暇の取得促進等の職員のワー
クライフバランスを確保した上での取り組みであることは強調しておきたい．

16 申告納税制度をとるわが国においては，毎年 2月 16日～3月 15日が確定申告期と位置付け
られ，前年の 1月 1日から 12月 31日までの税額を自主的に計算し申告する．

17 国税庁ホームページの確定申告等作成コーナーや民間の会計ソフトで申告書を作成し，
e-Taxを利用して送信または郵送等により書面で提出することをいう．

18 現場感覚では 3年程度継続して初めて職員の意識改革が進み，効果が出てくるとの感触を
有する．

19 ベストプラクティスを新たな標準ととらえ，その標準をヨコ展開していった．
20 ベストプラクティスの還元と立ち位置の意識付けは翌事務年度以降も継続されている．
21 前年に特殊事情がある場合，対前年比だけでは誤った分析となる可能性がある．
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正誤表
福田淳児 . 2019.「純粋持株会社における全体最適と部分最適」『管理会計学』27(2): 32. 

正
図1　キリングループの組織構造（純粋持株会社採用時点）

 （キリンホールディングスIRリリース(2007/2/7) に基づき作成．一部省略）

誤

図1　キリングループの組織構造（純粋持株会社採用時点）

 出典 : キリンホールディングスIR リリース(2007/2/7) に基づき筆者作成．
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正
図2　キリングループの組織構造（インタビュー時点）

 （インタビュー時に示された資料に基づいて筆者作成）

誤
図2　キリングループの組織構造（インタビュー時点）

 出典 : インタビュー時に示された資料に基づいて筆者作成．
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